


倦 頭言】

【座談会】

【事業激画】

【寄 稿】

【寄 稿】

【海外出張報告】

髄 想】

【研究所のうごき】

目 次

1行事案内】

流動性 と余裕 と 逓商産業掌iエ 業技術院長 平 石 次 郎…1

1PCC第 二次評価報告書の作成を振 り返 って

一 エネルギー供給 ・産業部門における

温室効果ガス排出抑制への対応一2

国民金融公庫 理事 塚 本 弘

東京大学 工学部 教授 石 谷 久

東京農工火学 工学部 教授 柏 木 孝 夫

司会(財)エ ネルギー総合工学研究所 企醐;郵 働1}i佐 蓮 池 宏

特別参加"専 務理事 吉 澤 均

平成8年 度事業計画の概要 ……(財)エ ネルギー・総合工学研究所…26

APECに おけるエネルギー分野の取 り組み

一 「3Eス タディ1か ら 「行動指針」まで一

通商産業省 資源エネルギー庁 国際資源課 課長補佐 山 城 宗 久…30

アジア ・太平洋地域のエネルギー事情 とわが国の戦略

(財)電力中央研究所 研究開発部 研究開発調査担当 部長 新 田 義 孝…39

欧州における低質燃料利用窩効率発璽の現状

主任研究員 高 瀬 哲…51

エネテク ドリーム21(そ の13)

地域共生型発電所ヂザインで何を表現するのか

一 地域景観創造型発電所デザインの

構築を求めて一 与志耶 劫 紀…67

【第18巻,逓巻目次1

【編集後記】

7
」

9

0

」
些

8

8

∩
コ

Q
」



巻頭 言

ー

ー

ー

隔
軍
馬
7
馬
7
馬
7
馬
『
馬
,
も
野
馬
,
馬
,
馬
,聖

彰

彰

彰

彰

彰

流 動 性 と 余 裕 と

通商産業省 工業技術院長

平 石 次 郎

科学技術創造立睡を目指 して,新 しい技術 の創造が期待 されてい る。

独創性 ある発見に重要 なこ とを表現す る言葉 としてserendipityが ある。その

内容 は,「 好奇心,偶 然性,聡 明さ」であ る。 自分 自身の ささやかな25年 近 くの研

究生活の 中で も,今 か ら思えば,新 しい発見につなが る機会 に数 回出会 っている。

結果か ら見て,そ のような機会に遭遇 した とい うことが分か るのであって,偶 然

出会 った時に,そ れ をとらえるだけの聡明さが無かった ということである。

通常,研 究者は強 い目的意識 を持 って研 究 している。 したがって,そ の 目的に

合 った現象には敏感 になっている。 そ して,同 じ系統の 目的 を持 っている研究者

と議論 し,競 争 し,協 力 しなが ら過 ごすこ とが多い。 ところで,あ まりに 目的意

識が強い と,出 会った現象が,そ の 目的に適 していない と関心が移 らず,そ こに

含 まれてい る価値 に気付かずに過 ごして しまうこともあ る。一方,強 い目的意識

が なければ,そ の 目的に重要 な新 たな現象に出会 って も気付 く可能性は低 くなる。

時 に,全 く違 う目的 を持 って研究 している人の謡 しを聞いた り,雑 談 してい ると,

自分 の研究が全 く違 う分野に役立つこ とを発見 した り,自 分の研究 を発展 させ る

鍵が忽然 と頭の 中に浮かぶ こともある。

科学技術創造立國に,様 々な条件 はあって も人材,そ して相応の資金が必要な

こ とは申す まで もな く,多 くの人に理解 していただけると思 う。若者の理系離れ

が懸念され る中,「 聡明な研究者Jを 育て ることは,科 学技術創造立国への第一一一・一歩

である。 それ とともに,研 究者が,様 々な 目的を持 った人 と交流す る機会 の増大

につなが る「流動1生h,そ れに よる互 いの切礒琢磨の機会 の増大,そ して,わ ず ら

わ しい制度的制約か ら解放 されて,様 々な概 念を持 った人 と接す る時間的,精 神

的 「余裕」 ともい うべ きもの も大切 であ ると思 うヨ々である。

それが 「聡明 な研究者」 を育て るこ とに もなるに違いない。
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lPCC第 二次評価報告書の作成を振り返って
一エネルギー供給・産業部門における温室効果ガス排出擁制への対応一

塚本

石谷

柏木

司会 蓮池

犠 翻 吉澤i

弓去(籔 民金融公庫 理毒)

久 練 鍬 学 工学部 搬)

孝 夫(鯨 農工大学 工学部 搬)

宏(鮒 エネルギー総合工学研究所 企酪 部矧 ㈱

均((財)エ ネルギー総合工鞭 究所 専務理事)
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司会IPCC(気 候変動に関す る政府間パネ

ル}は,昨 年末,温 暖化に関する科学的知見,

温暖化の環境的 ・社会経済的影響の評価,今

後の対策などをまとめた「第二次評価報告書」

を作成 しました。

本 日は,陰本 を代表 してその作成に携われ,

エネルギー供給及び産業部門における対応策

の とりまとめにご活躍されましたお3方 に参

集 していただ き,「IPCC第 二次評価報告書の

作成 を振 り返って」 と題 し,IPCCの 活動内

容,「 気候変動に関する国際連合粋組み条約」

(以下,「枠組み条約」 とい う。〉との関連,

報告書の要点,温 童効果ガス排出抑制策の実

現 とそのための課題,作 成活動に参加されて

の所感等を,詑 憶がうすれないうちのメモリ

アルとして,自 由に語っていただ くことにい

たしました。

司会は,(財)エ ネルギー総合工学研究所の

蓮池が務め させていただきます.

まず,本 日のご出席の方を紹介させていた
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だきます。国民金融公庫理事の塚本弘さんは,

昨年7月 まで,通 商産業省地球環境担当審議

官をなされていました。報告書の作成の中で

は,第 二作業部会の副議長,及 びサブグルー

プAの 共同議長 を務められました。

次に,東 京大学工学部の眉谷久教授は,同

じ第二作業部会のうち,第19章 「エネルギー

供給部門における緩和策」の幹事執筆者 をな

されました。

もうお一人が東京農工大学工学部の柏木孝

夫教授で,同 じく第20章 「濫業部門における

緩和策ゴの幹事執筆者を損当され ました。

あと,当 研究賑の専務理事害澤均が特騰参

加 させていただきます。

IPCCの 活動内容,

「粋組み条約」 との関連

IPCCは 「枠組み条約」の生みの親

司会 最初に,IPCCの 概要 として,設 立 目

的,こ れまでの活動内容,報 告書の牲格にっ

いて,塚 本理事の方か らお願いします。

塚本IPCCは,UNEP(国 連環境計画)と

WMO(世 界気象機関)の 共催で,1988年 に

設立された国際機関です。気候変動 に関わる

科学的知見を各醐政府等に提供することを目

的としてお り,そ の特徴は,参 加 した科学者

等が新たな研究をや るのではな く,既 に発表

された研究を広 く調査 して,そ の評価を行 う

ことであります。88年の発足以来,9G年 に「第

一次評価報告書」を,ま た,92年 には 「補足

報皆書」を出しました。今回の95年 末は,「 第

一次評価報告書」の発行か らちょうど5年 経

過 した時点にな り,「第二次評価報告書」を出

した とい うことであ ります。

この報告欝の中では,気 候変動に闘 して科

学的な知見,そ の中でも特にメカニズムの解

明,影 響,適 応策,緩 和策,さ らに社会経済

的捌面か らの評価がなされてお ります。

司会 このIPCCと 並んで地球温暖化問題 に

対応する国遮活動に,「 粋組み条約」があ りま

す。今圃幸同条約の政府間協議委員会議長の

要猜により,IPCC報 ・告書のまとめ として,

f総合報告書」がつ くられました。

そこで,IPCCと 「枠組み条約」の関連につ

いて塚本理事から説明をお願い します.

塚本 「粋組み条約」は,1992年,リ オデジ

ャネイロで開かれた地球サ ミットを契機 にま

とまりました。今,150余 りの屡が参加 してい

ます。

IPCCと の関連で考 えます と,む しろIPCC

の活動がきっかけにな り,地 球温暖化問題の

深刻 さを報告書を通 じて世界・にアピールした

結果,各 麟の政策当局の人々がこれを重大 と

受け とめ,地 球温暖化防止に一定の翻際的粋

組みが必要ということにな り,こ の条約が結

ばれたわけです。

IPCCは,地 球温.暖化問題 を早期の段階か

らとらえ,各 国科学者の協力 を得て 警鐘を鳴

らしたという意昧で,ま さに 「枠組み条約」

の生みの親と言ってもいいか もしれません。

lPCC… 報告書改訂の

動機 とポイン ト

加えられた新たな科学的知見,

具体的な緩和策,祇 会経済的側颪の評価

司会 今回のIPCC報 告書は第二次の評価報
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塚 本 弘 氏

{国民金融公庫 理事)

告でして,5年 葭の第一次報告書の改訂です。

改訂 といいます と,一 般的には古 くなった内

容を新 しくする,あ るいは新たな内容 を付け

加えるのが動機かと思いますが,今 圏の改訂

の 自的お よびポイン トについてお願 い しま

す.

塚本IPCCに 関係 している科学者の基本的

な考え方は,科 学的知見 を最新の ものにとら

え直すことが必要 とい うことで,5年 に1嗣

ぐらいは報皆書作成 しようという認識です。

次嗣は,2eootl1に 同様の改需がなされる予定

です。

今回の報告書には,私 は改訂のポイントが

3つ あると思います。

第一のポイン トは,こ の5年 間で気候変動

のメカニズムに関する,新 しい科学的知見が

数多 く発見されたこと。それらをできるだけ

総合的な形で報告書に盛 り込んだことと思い

ます。その特徴 を具体的に言いますと,大 気

中の微粒子の 「エアロゾル」 ですね。 これの

冷劫効果が,第 一次評価報告書のときの数字

に比べて25%ぐ らい火 きいのではないか とい

うことで,エ アロゾル効果 を評価 し直 したこ

とです。それ もあ り,210⑪年における海面水

位の上昇は,第 一次報告書の65cmに 対し,今

回は約50cmと 分析 しています。この外にも多

くの点に新 しい知見が盛 り込 まれてお り,5

年問に進歩 した科学的知見の反映が第一のポ

イン トです。

第二のポイン トとしては,こ れは後ほど石

谷先生,柏 木先生かちお謡があると思います

けれども,我 々が担当していた第二二作1業部会

の各章で,最 新の技術によりいろいろなセク

ターにおいて緩和策をとりうることが,か な

り具体的な形で示 されてお ります。その中に

は,技 術のインベ ン トリー,つ まり,今,ど

ういう技術が利爾で きるか もかなり詳細に報

告 されています。

第三のポイン トは,第 三作業部会で,地 球

温暖化 の社会経済的側面 を評価 した ことで

す.こ れはなかなか難 しいのですが,前 から

よ くいわれてきた 「後悔す る可能性の ある

(regretの)対 策」と「後悔 しない(no・regret

の}対 策」に分けたとき,後 者の技構につい

てはなされていますけれ ども,前 者の技術に

ついてどの範囲までや るか という分析 とか,

あるいは費罵効果分析(costbenefitanaly-

sis)と かについて,経 済学者の方々が中心に

なり,社 会経済的な面か らの分析をかな りや

っていることです.

この3つ が,今 圓の第二次報告書における

改訂のポイン トと考えてお ります。

我が團の対応 と支援体制

司会 次に,報 告雷の作成には,我 が国では

環境庁,遡 巌省の主導による対応 とな りまし
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たが,特 に通産省における体f樹,対 亦につい

てのお話をお願いいたします。

塚本 この件につ きましては,私 も昨年の夏

まで通巌劣に在職 しており,第 二作業部会の

サプグループAの 共岡議長として報告霧の作

成に携わ りましたeス ター トが92年 で,作 成

に向けての改組が92年11月,具 体的には93年

6月 ごろか ら作業 を開始 したわけです。2年

余に亘 る非常に膨大な量の作業でして,私 は

途中からですけれども参加 させていただきま

した。 また,環 境庁国立環境研究所の西岡秀

三先生,本 日ご出庸の石谷先生,柏 木先生の

他,日 本か ら30人ほどの専門家の方々が幹事

執筆者などとして参加 し,活 躍されました。

非常に学際的な形での作業であ りました。

もう1つ は,こ の報告書の作成過程で,特

にアジアの方を中心に專門家の方々に何圃か

来Bし ていただき,そ れ らの方の考え方を聞

く機会が多かったこと。それから,報 告書の

作成後,最 近では,報 告書 の肉容をアジアの

入たちに説明す る場 も持ちまして,ア ジアを

中心 とした地域内協力にも我が国はできるだ

けの努力をして きた という点が挙げ られると

思います。

石谷 私 も,日 本政府のサポー トが,今 圃の

IPCC報 告L書作成の中で非常に大 きかったと

思います。特に私が担i当しました第19章 の「エ

ネルギー供給部門」は所帯が大きかったです

から,会 議の開催,資 料 の配布にも非常に経

費がかか りました。 そういう意味で,日 本政

府 というか,第19章 を担当した通塵省のサポ

ー トは大 きく,そ のおかげで何 とかまとまっ

たという印象は,関 係者全貝が認めるところ

と思います。

また,(財)エ ネルギー総合工学研究所では,

私の活動 を支援するための 「エネルギー需給

構造に関す る検討委員会」を約3年 問運営 し

て頂き,深 く感謝 しています。特に本 日司会

役の蓮池さんには,主 担当主任研究員 として

大変お世謡にな りました。

Ipccag:次 報告轡の構成

組み込まれた 「政策立案者のための要約」

司 会 こ こ で,報 告 書 の構 成 を,司 会 の 方 か

ら紹 介 い た し ます 。

まず,作 業 部 会 は 第一 か ち第 三 ま で3部 会

あ り,べ 一一・ス と な る そ の 報 告 鴇:は合 計3,00e

ペ ー ジ に も及 ぶ 膨 大 な もの に な っ て お り ま

す.特 筆 す べ きは,各 作 業 部 会 の 報 告 書 に,

「政 策 立 案 者 の た め の 要 約(SPM
,Sum-

maryforPolicymakers)」 が つ い て お り,こ

れ ち は3つ 合 わ せ て 約60ペ ー ジ に な り ま す

(袈1,2参 照)。 そ れ か ち,F枠 組 み 条 約:

の 第2条 に 鍵 す る科 学 的 な解 釈 とい う 「総 合

報 皆 書 」 が 作 成 され て お り,こ ち らは約30ペ

ー ジ で
,内 容 的 に は,「 政 策 立 案 者 の た め の 要

約 」 を さ らに圧 縮 した 形 の もの です 。5月 に

は,こ れ らは4分 冊 の形 で 出 版 され る 見 込 み

で す 。

襲1第 二次評餌報告書の構成

報告書区分

総合 報 告書

第1作 業部会

第2作 業部会

第3作 業部会

内 容

第1～ 第3作 業 部 会報 告書 の

圧縮 版

「科学 的知 見」(全19章)

「影響 評{面と対 応戦 田各」(全28章)

「祉会 経済 曲側 面」(全11章)
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衷2第 二作業部会報膏欝の章構成とわが函からの議長団 ・執筆チームへの参舶者

@=藍;準事執筆者

第二灘 会 鰐 駆
プA共騰)震 糠 識 瓢94、1=翻

塚本 弓二L(i薗産系雪94.7～)

政策立案者のための要約

第1部 影響評価と対応策

A章 生態,気 候,地 理系の序論

第1章 森林

第2輩 草原と牧草地一影響と緩和策 及lll武 久(筑 波大学)

第3章 砂漠地域一影響 吉野 正敏(愛 難大学)

第4章 土地劣化と砂漠化

第5章 山岳地域

第6章 湿地域(沿 岸域を除く)

第7章 氷雪圏一変動と影響

第8章 海洋と大きな湖

第9章 沿岸域 と小島娯 三村 僧夫(茨 城大学)

第10輩 水理学と淡水生態系

第11章 麓業,エ ネルギー,運 輸一影響と対応 大喜多敏一(桜 美林大学)

第12章 気候変動と人聞住農一影響と斌施 花木 啓祐(東 京大学)

吉野 正敏(愛 知大学)

第13章 気候変動と農業一影響と対応

第照薫 水資源管理 花木 啓祐(東 京大学〉

第15章 林業と土地樗用 小島 覚(富 山大学)

第16章 水鷹業

第17章 金融

第18葦 人間の健康 安藤 満(踊 立環境研究勝)

第2部 緩和策の評価

B章 エネルce'一・一一系の序論

第19章 エネルギー供給 ◎石谷 久(東 京大学)

ノNII芳 積『{{財)日本エネルギー経済研究所)

第20章 産業 ◎柏木 孝夫{東 京農工大学〉

第21章 運輸

第22章 人間居住 槌屋 治紀{(株)シ ステム技術研究所)

第23章 温室効果ガスの発生抑制と炭業政策 陽 捷行(国 際農林水産業研究センター)

第24章 温窒効果ガスの発生搾制と森林管理

第25章 緩和策一横断的事項

第3章 対借策の評価

第26輩 影響評価と対応策の技術的ガイドライン ◎酉岡 秀三 ㈱ 立環境研究所)

原沢 英夫(劉 立環境研究所)

第27章 緩和策騨無のモデル

第28章 緩和策の技術,手 法,実 行の目録
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韮PCC第 二次報告轡 における

担 当分野の要点 と基本的視 点

司会 続いて,報 告書の内容の紹介 をお願い

します.第 二作業都会全般,そ れから 「エネ

ルギー供給部門における緩稲策」,「産業部門

における緩和策」の順に,報 告欝の要点,そ

の抱特にアピールしたい点などをあわせ てお

願いします。

定量的分析による

政策立案者へのわか りやすいアピール

塚本 第二作業部会では,「気候変動について

の影響 と適応 ・緩和策ゴをまとめました、

これは,藤 常に多くのセクターにまたが り

膨i大な分析 をや りましたので,作 業グループ

での作業も大変で,会合には常に150人 程の専

門家が集まりました。この人数 は,直 接会合

に参加 した人だけで,実 際に協力いただいた

方は遙かに多 く,1PCC議 長のボー リンさん

が昨年11月 来 日した折に聞いた話ですと,全

体では1,500人 ぐちいが関わった とのことで

した。

それで,第 二作業部会の特徴を私な りに述

べ ますと,一 つは 「影響」について,か なり

定量的な形で分析が行 われた とい うことで

す。 このような彪大な報告書になります と,

政策立案者に温暖化の問題点を正 しく理解 し

てもらうためには,や は り定置化 をきっちり

行 って,数 字に迦…つ くアピールをしていくこ

とが重要です。

具体的に言います と,例 えば海颪上昇の影

響では,50cm水 面が上昇 します と,約9,200万

人 ぐらいの入が被害 を受けるとの推定にな り

ます。 もし1rnの 海面上昇が起 きます と,エ

ジプ トの領土は1%の 喪失。それか ら,オ ラ

ンダの6%,バ ングラデシュの17.5%か ら,

マー シャル諸島のマジュロ環礁では80%に 及

ぷ との推算が出ています。

それから伝染性の疾病,例 えばマラリア熱

については,気 温が上昇すれば揖染の可能性

ある地域が拡が り感染者の数は増 えるという

ように,数 多い一ニヒクターについて具体豹な影

響の分析が紹介されてお ります。 この辺は,

是非 とも多数の方に読んで もらいたいところ

です。

二番 目は適応・緩和策で,後 ほ ど石谷先生,

柏木先生からお話があ りますけれども,こ こ

についても気かな り具体的な形で可能性が定

量的に示されてお ります。

具体的に言います と,エ ネルギー効率に関

しては,こ れか ら20年か ら30年の聞に,世 界

中の多くの国々で,今 の技術 を使用 しても技

術的抑制策や改善 された管理方法を行 うこと

により,費 用 をほ とん どあるいは全 くかけず

に,10%か ら30%ぐ らいのエネルギー効率の

改善が町能であることを示 しています。さら

に,新 しい技術でなくて環菩する最蔦の技術

を利屠するだけで,同 じ期間に50%か ち60%

のエネルギー効率改善が実行可能であると述

べ ており,技 術によって,こ の気候変動問題

をかな り克服 し得 る可肯旨陛を紹介 してお りま

す.

このように各分賢 ごとに掘 り下げた議論が

なされてお り,今 回の報告書では,「影響」に

ついても,ま た 「適洛・緩和策」についても,

定量的な分析に よる政策立案者へのアピール

を行 ったことが,報 告欝作成における我々の

基本方針であったと,概括的に申し上げます。
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ドラスチックに描かれた210臼年の将来像

石谷 「エネルギー供給部門における緩和策」

の要点 を述べます と,ま ず,温 室効果ガス削

減オプションのメニューを並べて解説 してい

ます。そして,後 半では長期的な視野で一貫

した懸来像 を出しています。

これには理癌があって,エ ネルギー鉄給 シ

ステムは葬常に慣性が大きく,し か もインフ

ラを伴い,そ う簡単に短期的には餐応策への

転換が出来ないからです。そうな ります と,

2010年 とか2020年 ぐちいのことを言っても大

した変化が見 られませんので,そ の効果 をは

っきりさせ るためには超授期の2100年 を考 え

て分析 しないといけない,と いうのが理淺の

ユつだったと思います。

もう1つ の理由は,エ ネルギーシステムは

個胴には数 多くのオプシ ョンが あ り得 ます

が,ト ー タルでみてCO消 賊 に到達す るに

は,か な リドラスティックな方法をとらない

と意昧がありません。このため,世 界的な需

給バランスの整合性 とか,あ るいは ドラステ

ィックな変化 を織 り込んだ長期的な図を描い

ています。ある意味ではそうい う極端 な絵を

描 くことによって,一 体何が問題でどういう

特性があるか を鮮墾に したのが,一 つの先行

的結果 としてえられた とい う話だ と思 いま

す。

そこではCO2濃 度の安定のため,か なり無

理な,限 界的な潮減策によ り,推 出量 を現状

の3分 の1ま で下げるとい う常識外れの目標

を考 えています。そういうことをす ると可能

な限界が見えてきて,一 つの方策に偏 らずに

い くつかのオプションで考えてい くことにな

ります。結局,最 後は物理豹な鯛約に引っか

かって,可 能な範囲はかな り狭め られますけ

れども,ど のオプションが最初に出てきて,

どの制約に引っかかウ,何 が次に現われるか

といったあたりが見えてきます。

現実牲は別にして,物 理的な限界か ら解決

シナ リオの可能性や方向を添 した とい うの

は,一 つの問題提起 としていいのではないか

と思います。それを痕ちに現実の政策 リコメ

ン ドだと思うと鼻常に誤解されやすいのです

が,物 理的に考えればこういうもの しかない

と示 しているわけです.そ の中で地域の事情

に応 じて適切なものを選んでいけば,現 実は

その申聞にあるだろうという言い方をしてま

すので,言 ってる文章その ものはかなりまと

もなのですけれども,結 果だけが先走ると葬

常に危険だと思いますね。

2玉00年とい う非常に長期 の誰 は必ず しも

我々の担盗分野だけではな く,イ ンパ クトと

か,あ るいは自然の影響 とかに関 して言えば,

どうせ長期でなければ結果は出ないわけです

から,そ れに歩調を合わせるとい う意味で必

ずしもおかしくないんですeた だ,100年 先の

技術 とい うのはなかなか予測ができない点

に,ち ょっと聞題があるのかな と思います。

世界に広めたい日本の省工ネの歴史

司会 「産業部門における緩和策」について,

柏木先生からお願いします。

柏木 一言でいってタフな仕事でしたね。今,

塚本さんがおっしゃったように,膨 大な資料

をまとめ直したわけです。

「粋組み条約」の第2条 を具体的にいいま

すと,「生態サイクルが気候変動に 自然に適応

し,食 糧生産が脅か されず,そ れか ら経済開

発が持続可能な態様で進行する,そ ういうレ
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ペルに安定させ るべ し」と言ってるわけです。

特にここでインパク トがあったことは,そ れ

に対 して,科 学的知見をこの第2条 に当ては

め るべ くまとめ直したものということな りま

すeそ の報告書が,昨 年12月,ロ ーマで腿催

されたIPCC第1王 回会合で「総合報皆書」にま

とめ られたことは,今 後,温 暖化対策 を強置

に推進 していこうという意志の表明といえま

す,

我々は大学の教師ですから,科 学的知見の

評価 ということで政治色抜きで参加 させてい

ただいたわけです。ですから,苦 労 して まと

めた報告書の内容が,環 境庁の 「地球温暖化

問題検討委貝会]の 発足といった形により,

広 く施策に反映される方向に向ったこ とは非

常に喜ばしいことで,こ れはやは り審議会 を

初め として行政の皆様方のご尽力の賜物 と思

っています。

ところで私が担崇した 「塵業部門におけ る

緩和策」は,ご 存 じのようにカバーする範鵬

が大変広 く,執 筆者グループは,私 を含めて

5人 の構成でした。UNEP下 の組織でとら

れる参加の 「公平性」の原則に基づ き,発 展

途上国からは,イ ン ドの国立研究所の所長の

方が加わ りました。これか らの発展成長の勢

いを見ます と,イ ン ドに入って貰ったのは非

常によかったと思います。あとはフランス,

オランダ,ア メリカの各国と日本がメンバー

でした。

続いて,幹 事執筆者 を選ぷ段 とな り,当 時,

第二作業部会副議長をなされていた横堀恵一一
ホ

さんに伺いましたところ,「産業部門」は省エ

ネルギー技衛先進国の 日本が是非や るべ きと

石 谷 久 氏

く束京大学 工学部 教授)

いうことになり,借 越なが ら立候補 した次第

です、

執筆は,項 建てした各項をタスクシェア リ

ングで各メンバーに分担していただき,そ れ

を全部 まとめ直す というスタイルをとりまし

た。他の章に比べてカバーする範囲が広いに

もかかわらず,ま とめ役 としては,す っきリ

スムーズにいったと,喜 んでいるわけです。

「産業部門における緩和策」 としてアピ・一

ルしたい点には,い くつかのポイン トがあ り

ます。まず,「 産業都門」における温蜜効果ガ

スの排出源について,百 数十編の論文,著 作

物 をサーベイす ることによ り2つ に分類 しま

した。1つ は,も ちろん 「化石燃料の燃焼 に

よ り排出され るCO2」 。 もう1つ が,「 プロセ

ス関連温室効果ガス」と呼んでいるCO2,メ

タン,N=Oな どで,鉄 鋼,ア ル ミニウム,ア

ンモニア,セ メン トなどの生産工程か ら放 出

されるものです。もちろん,化 石燃料の燃焼

による発生が墨かに多いのですが,た だ2通

りあるということを明確にするため関連する

串横堀恵一氏=(財)世 界エネルギー会議東京大会組織委貝会 専務理毒事筋局長

元 通商産粟省 大臣窟房地球環境担当審議官

9



産業工程 を掲げ,発 生するガスを科学的にき

ちっと記述いたしました、

「緩和策」は,3つ のカテゴ リーに分けて答

申しました。まず,非 常に大事なのが 「広報

と技術 トレ・一ニング」,も う1つ が「経済的な

措置」,あ と1つ が 「制度面 とか政策面」,こ

の3つ の障壁の克服策について多角度か らの

検討を行いました。特にその申で,エ ネルギ

ー効華の向上や 資源の有効利照な どについ

て,い くつかのポイン トを具体的に示 してい

ます。

まず,エ ネルギーと原材料をあまり使周 し

ない,省 資源の製品コンセプ ト,将 来的には

これが非常に大事だ というこ とを強調 しまし

た。

一方,効 率改善策として,第 一に 「政策立

案者のための要約(SPM)」 に取 り入れた も

のは,コ ージェネレーシ ョンです。SPMの

中に入れるということは,や は り我々グルー

プの総意 として 「これはや るべ し」 とい う見

解です。 日本でも規制緩和が進み,コ ー ジェ

ネレーションは 「特定電気事業」が 「改正電

気事業法」の中に新 しく設け られたことで,

導入 ・普及への途が拡大 されました。世界の

中にコージェネレーションを広め,熱 需要の

あるところは トッピングで発電 し,熱 需要 と

併せて産業の中で有効に使 うべ しと報皆書に

謳っています。

それか ら,私 が是非SPMに 入れたいと思

っていたエネルギー ・カスケーディング,そ

れに蒸気回収。あと1つ が,単.一 機器 として

はエネルギー消費壷は少ないが,世 界中で大

量に使用 されている電気機器,例 えばモー タ

ー とか,そ うい うものの高効率化。 臼本でも

「省エネルギー法」の中にエネルギー消費効

率の向上 を図ることが特に必要なもの として

「特定機器」の規定があ り,か つては対象が

冷蕩用のエアコンとガソljン乗用車の2昂 暑

で したが,今 は冷暖兼用のヒー トポンプ式エ

ア コン,蛍 光灯,テ レビ及び複写機 も追加に

なっています。

そういう意味では,日 本がこれまでやって

きた省エネの歴史を,い かに世界中に広めて

いくかが結論の一つ,と いっても過霊ではな

いと考 えています。

あと,我々が挙げている重要なポイン トは,

いかにすれば発展途上謁に高効率の先端的省

エネ技術を導入できるか ということです。こ

れから30年後.2025年 でみます と,発 展途上

国のエネルギー消費は,約75%増 えるという

答申を出してお り,従 って,今 後 全世界の

エネルギー需要増のほ とんどが発展途上国に

よる伸びとみています。

そうなったとき,発 展途上国が現在の経済

性を優先 して,生 産設備に雀エネ性が低 くて

もイニシャルコ トスの安い機器を入れてしま

うのか,あ るいは長期的に見てイニシャル コ

ス トは少 し高いけれ ども,雀 エネ性のよい機

盤を入れるのか,後 者なら,ラ イフサ イクル

的にみて,ト ータル コス トの半分以上 を占め

る運転時のエネルギー コス トが安 くなる分だ

け経済的になり,環 境負荷 も低減す るわけで

す。これら先端的な省エネ設備を入れられる

か,入 れられないか というところが 「産業部

門における緩和策」では極めて大 きなインパ

クトになる,と いう答えを嵐 してお1〕ます。

技術移転,財 政支援などについては,多 国

間協調というのか,国 際政治の場でかなり議

論 して砕組みづ くりをしないと,「産業部門」

にとっては 目標達成は厳 しくなるという感想
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柏 木 孝 夫 氏

(東京農工火学 工学部 教授)

を持 って い ます.

温室効果ガス操制策の糞現性と課題

ばかにできないプロセス関連の温室効集ガス

司会 温室効果ガスの排出が,大 きく分けて,

化巻燃料の燃焼 とプ ロセス工程にあると伺い

ました。そのプロセス工程か ら出て くる温室

効果ガスの削減策,例 えばセメントの生産工

程か ら出て くるCO2を 減 ちす具体的方策 に

はどんなものが考 えられ ますか。

柏木 我々はセメン ト生産工程がプロセス関

連温室効果ガスの中で最 も多いと考 えていま

す。化君燃料の燃焼か ら鎌出されるCO2の 約

1割 程度の量ですね。ですから,ド ライプロ

セス ・キルンなどの革新豹技術 とか,リ サイ

クリングとか,そ ういう方法で今 までのセメ

ン ト製造を改良 してい くことが極めて重要だ

と考 えています。

今,プ ロセス関連温室効果ガスは10項 目に

分けて考えています.溶 剤の問題,そ れか ら

冷媒の問題,溶 剤や冷媒はハロカーポンやハ

イ ドロカーボン系ですね.さ らにフォー ミン

グの問題,発 泡の問題ですね,そ れからセメ

ン ト,ア ンモニア,水 素,そ れか ちナイロン,

アルミニウム,ス ティールの生巌工程で出て

くる温室効果ガスの種類 とお よその発生量

を,今 までのサーベ イに暴づ き記述してあり

ます。決 してばかにできない量だということ

は確かです.

革新的な製造技術については,今 までコス

ト低減を中心に考えてきましたが,こ れ.から

は温箋効果ガス削減のため,ラ イフ ・サイク

ル ・アセスメン ト{LCA)的 な観点を考慮

に入れなければいけない問題になってきたと

思います、

吉灘 討議の過程 では,そ ういう施策は,先

進国だけでな く発展途上国代表の方にも,や

っぱりや ちなきゃいかんという意見はあるの

でしょうか。

柏木 私の感覚では,発 展途上国ではやは り

経済べ一スが第一で,ま だそこまでいってな

いと思いますね。ですから,逆 に先進工業国

が率先 して実施,普 及し,コ ス トを経済べ一

スにまで引き下げた後,移 転 にもってい くと

いうことではないのでしょうか。

やは り環境第一ではな く,経 済べ一ス第一

が現状で,そ の格差 はまだまだ大 きい という

気はします。

案現に求め られる強力な促進策

司会 「エネルギー供給部門」での温室効果

ガス抑制策の実義性 とか,実 現のためのii果題

というのは,い かがでしょうか。

石谷 前に申 し上げたような意味で,報 告書

に書いてあるのはやや物理的なフィージビリ

ティー一で,非 常に極端 なケースということを
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十分認識 していただかないといけません。そ

ういう意味で 「実現」の定義 ですが,膚 然放

任でマーケッ ト的に実現す るか という謡にな

りますと,こ れはなかなか難 しいと思います

ね。

ただ,2100年 になりますと,今 度は他の技

籍の進歩 もあ り得 ると思いますけれども,報

蕾書は,現 夜見えている技術 を前提にしてい

ます。その中のコス トに関 しては,非 常にシ

ビアな議論がアメリカ政府等の闘にあ りまし

たが,報 告書のオプションの中では比較的合

理的なコス トのものを挙げてお ります。極端

な謡で言えば,値 段 を厭わなければ自然エネ

ルギーの技術はい くらで もあ るわけですけ

ど,そ れ らを全部挙げてるわけではな く,比

較的実現 しやすい部分 を挙げています。

限界が将来 どこで くるか という話に関 して

は,特 に再生可能エネルギーの中でバイォマ

スの量が大 きいですか ら,腿業 との競合 とか,

いろんな不確定要素があって,状 況にもより

ますが,報 告書 どお りに実現 してい くのは,

かな り國難 と思ってお ります。ただ,こ れこ

れのオプションがあ り得て,そ れがあるポテ

ンシャルを持っているということを,あ あい

う公式の報告書に示すことに意義があったと

思います。

物理的,技 術的にはかな り実現性は高いけ

れども,マ ーケッ ト姓ですとか,社 会的な影

響 とかは不明瞭な謡です し,210⑪ 年 という将

来のこともわか りません。

CO2の 削減策全体が同様でして,今 はCO,

削減に金をかけてまでや るというムー ドは,

醸成 されていない と思 うんです。ですから,

そういうことを言い出したら,ど れもこれも

今直ちにマーケッ トには乗るものではありま

せんeい わゆる 「regretの村策」は一切相手

にされないという話にな り,「no-regretの 対

策」です らなかなか実現 しないというのは,

やは りその実現性 とい う意味で課題が残 され

ているゆえと思います母

いずれにせ よ,今 やろうと思ったらかな り

強力な政策や タックスなどの促進策が要 ると

思います。技術的なレベルで言えば,そ れさ

えあれば直ちに実現す るものがかなりあ りま

す。

ただ,そ の申にも,や は りCO2の 海洋処分

などは まだ研究翻発要素が 多数残 されてお

り,そ ういう不確実性を解明するにもR&D

が必要だとい うことも強調 しており,将 来必

要 な障点にいつで も対応出来るような準備を

してお くこともCO2醐 減策の一つではない

かと理解 しています。

報告憲作成活動に参加 しての所感

苦労が多い英語ベースの

鯛整 ・景認取得の作藁

司会 次に,報 告書作成活動 に参加 されての

苦労話です とか,全 般的な印象,感 想 をお願

いしたいと思います.

塚本 まず第一に,す べてべ一スは英語の文

章です。そうい うことで,2つ の苦労があ り

ました。

一っは膨大な作業に必要 な相互調整を全部

英語でやってい くこと。 もう一つは,最 終的

に政策当局者に総会 を開き,承 認を得 る必要

があ り,そ のときには,そ れまでずっと科学

的知見の領域で議論 していたことに対して,

政治的要素 を含めた議論がなされますが,そ
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れも全部英語でです。飼連の会議ですから公

思6ケ 国語の通訳もありますけれ ども,報 告

書の作成 と承認のプロセスが基本的には英語

というこ とですね。

やは り,こ の作業は,全 体 としてマザータ

ームを使用できるアングロサクソン系の入た

ちが中心で,彼 らの努力とイニシアティブが

かな りべ一スになっていました。具体的に,

各作業部会 とも議長2人 のうち実質的に中心

になった1人 がアングロサ クソン系で,eg-一一

がイギ リス,第 二がアメリカ,第 三がカナダ

でした。作業部会 を支える事務局が,そ れぞ

れロン ドン,ワ シン トン,オ タワにあるとい

うことですね.そ ういう中で,我 が国から参

加いただいた先生方には大変なご苦労をおか

けしたわけですけれども,や は り,か な リア

ングロサクソンペースで進んだというのが偽

ちざる印象です。

二番 目は,さ っきもちょっと触れたんです

けれども,最 終的にまとめた科学的知見を政

策曇局者かち承認 して もらうプロセスがあ り

ます。IPCC議 長のボー一一iJンさんによれば,辛

いけれどもこのプロセスがあるが故に,政 策

当局者が我々の内容 に非常に開心を持って く

れた大事なプ ロセスだというんですが,こ の

プロセスの中で,特 に産油国は 「不確実性」

の議論を強 く主張するわけです。その 「不確

実性」の議論を主張 し合 う中で,や っぱ り文

章表現の妥協を迫 られてくる。科学者が苦労

して作成 した結果に対 して,政 治の世界への

妥協が最媛の ところで働 く。そのことが,こ

れか らも引 き続 き作業される科学者の努力を

ディスカレッジしなければいいと思 ってお り

ます。それが私の印象です。

調整に難行 した報告書の内容バランス

司会 石谷先生いかがでしょうか。

石谷 一つは、参力EIメンバーは一応各国から

任命されてはいますが,特 定の慧識を持った

人が非常に多 く,最 初 に歩調 を合わせるのに

半年 ぐらいロスになったこと。

次に大事 なことでは,IPCCは 特定技術の

信奉者が集まった組織 という面があ り,何 か

す りあわせ るのに一錘の陣取 り合戦の様相が

最後までありました。逆に,そ ういう特異な

人がいないとあのような多岐の分野に亘 る作

業は成 り立ちませんか ら,あ る意味ではその

調整を円滑に進め,い かに常識的なところに

妥協するかが重要でありました。

我々の分野でいうと,具 体 的には,再 生可

能エネルギーのうちバイオマスを重視す るグ

ループがいて,バ ランスがとれた報告書にす

るための調整に苦労 しました.

94年11月 パ リ開催 の「エネルギー供給部門」

執筆者会議で,塚 本さんか らこの問題につい

て一庸論 じていただかなかったら,か な り編

った内容になっていたと思います。塚本さん

のコン トロールは実にタイ ミングもよかった

し,それを待 ってた人も多かったと思います。

そういうことで,最 初に比べるとかな リバラ

ンスの とれた報告書に仕上ったと思っていま

す。

それか ら,こ の報告書は,本 来,ア セスメ

ントを目的 としたものであって,提 出ペーパ

ーはオー ソライズされたものだけを集めると

いう条件でしたが,オ ーソライズす る学会に

偏向があり,そ の結果,ペ ー一パーが偏 った分

野のものになっていましてね。そこのところ

に本質的な問題があって,「科学的知見」の評
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伽 を行 う第一作業部会 と,「影響評価 と対応

載略」を担当する第二作業部会 とでは根本的

に違っていたと思います。幽時の副議長横堀

さんも,途 申で気がつかれたらしいのですけ

ど。

そのような中で感 じたのは,数 多くの意見

があって様々な方策が提示されていますけれ

ども,共 通の基盤で比較に耐えるような評価

がなされているケー スが非常に少ない という

ことでした。また,口 では簡単にいいますが,

いざ横並びに並べ ようと思 うと単位やべ一一ス

が違 うということで殆 ど比較できません。こ

れちは,今 後,デ ー タベースとインベン トリ

ーの整理 をきちっとや って,横 並び評価に耐

えるものにした上でその順位を論ずべき,と

みなも感 じていました し,い たる所で言われ

ていることです。

個 人的には,い ろんな人 と付 き合えて,得

るところが多く,そ の意味では穽常にいい経

験 をさせていただいたと感謝 してお ります、

圧縮された霊みある当たり前の結論

司会 柏木先生,い かがでしょう。

柏木 私は,今 年2月,京 王プラザホテルで

塚本さんや石谷先生 と一緒にや らせていただ

いたIPCC報 皆会でも申し上げましたが,充

実感 とフラス トレー一一ションの2つ がたまって

るわけです(笑 〉.

我々が書いた元原稿はA4で7eペ ージ.枚

数制限により,こ れを約3分 の1の21ペ ージ

に圧縮 しました。各執筆者の信念が籠った原

稿 を削減するのは,ま ことに厳 しい作業です。

ちなみに,我 々が属す るサブグループ2「 緩

杓策の評価」だけで,総 資料ページが七,八

百ページはあると思います。ボー リン氏 も言

っておられましたけど,こ れを全部読む入は

ほ とんどいないでしょう。それを 「政策立案

者のための要約(SPM)」 にまとめたわけで

す.大 体 これが二十五,六 ペー ジですね。そ

うす ると,そ の中で我々担当の 「産業部門に

おける緩和策」は僅か14行 です よ,ペ ージに

して4分 の1ペ ージ。ということは,元 原稿

のおよそ1⑪O分の1の 圧縮ですね。これがモン

トリオールで翻催 された第二作業部会総会に

おいて承認されたものです口

さらに12月,「 総合報告書 」を出したわけで

す。 これは非常にインパ クトがあ りますね。

今度はeg-一・-v第二,第 三の3作 業部会合わせ

て20ペ ージほ どにしたわけですから,そ の中

では 「産業部門」はただの3行 です。「エネル

ギー効率を上げる努力をす る」とエッセンス

のみ書かれています。i当たり前の結論が出て

ると言われても致し方ないわけですが,そ の

結論 を出すためにどれだけのサーベイをした

か を知 っていただきたいところです。ゼ非常に

重みがある嶺たり前の文章」 と私は理解 して

ましてね。それだけのサーベ イをした挙句,

この数行のエッセンスにまとめ上げたのです

から,対 応策にはやは り強力な推進があるべ

きと思いました。それが一つの感想です。

貫かれた参加の 「公平性」

柏木 次に,塚 本さんも雷われてましたとお

り,最 初は政治色抜きの科学者の集ま りとい

うことで,研 究者が今までにやった気候変動

に関する科学的知見を出来 る限 り集めて,い

かに整理 しまとめ疸すかが最初の目的だった

わけです。始めてみると,だ んだんそれだけ

では満足できず,何 とか 「枠組み条約」の答

えになるような内容にして,施 策に結びつけ
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ようということになり,ま た規制力を持つ方

向に向ったことで,充 実感が湧 きましたね.

それは,い いという人もいれば,慰 にそん

なこと全然す る必要ない,最 初の ヨ的と違っ

て くるという人もあり,賛 否i而論あると思い

ます。

私 自身は,承 認プロセスを目のあた りに毘

て,各 国の行政富が出席した会合の中で平等

に横一線で議論 していくわけですか ら,や は

りああい うプ ロセスを踏まない と国際協調の

場では承認 されないのかなと,非 常にいい経

験をしたと思 っております。火学の中の委員

会は,今 までは多数決でやっていくことが多

かったですけど,全 貝賛成というものの重要

さを改めて知 らされた感です。一つの国が,

小さかろうが大 きかろうが,経 済的に発展し

たOECD諸 鷹であろうが,発 展途上国であ

ろうが,す べて1票 だという 「公平性」を自

のあた りに見たのは得難い経験だったと思い

ます.

温暖化対策に関する諸外国の考え方

国情 により異なる温暖化への立場

司会 次に,報 告書 を作成する過程で,い ろ

いろ諸外屡の方 と接せられる機会が多かった

と思いますが,途 上国 も倉めて,外 国の方の

本題に対する考え方というか,臼 本の考え方

と違 う点,あ るいは典通す る点など,感 じち

れたことがあ りましたらお願いします。

塚本 これは大 きく分けて,4つ の立場があ

ると思いますね。

第一番 目の立場は,温 暖化によって非常に

深渕な影響 を受け る国ですね,こ れは一部の

小島娯国です。ここは,海 面水位の上昇によ

り領土が直ちに減っていきます し,そ れか ら

オランダ等 も非常 に低地が多いのですかち,

こういう国たでは温暖化問題を良分たちの直

接的な被害であると非常に深葬1に受けとめて

お ります。できるだけ厳 しい対策を強固に推

進 したいという立場です。

二番 目は先進國です。先進国は一一応 「枠組

み条約」の中にほ とんどの濁が入ってお り,

その中で,人 為的な排出避を1990年 代の終わ

りまでに従前の水準に戻すことになっていま

す。それか ら,2000年 以降のことも,97年 開

催の第三回締約圏会議 までに決めるわけです

けれ ども,先 進国は,一 癒,抑 制策あるいは

CO2削 減策の実施について,f国 別報皆書」を

歯しており,そ の答に沿ってできるだけのこ

とはやろうというものです。

三番 屠は,さ っきも柏木先生か らお話があ

りましたが,途 上国ですね。途上購は,「この

CO2問 題は,基 本的には先進国が産業活動を

活発に行った結果,大 気圏に温蓋効果ガスが

蓄積して生 じた現象ゴ ということで,自 分た

ちはこれか ら発展 してい く段階にあり,要 す

るに先進国 と自分たちは貴任の度合いが達 う

んだ という主張です。持続豹 な発展,Sus-

tainabledevelopmentが きちっ と確保 され

る状況でなければ,自 分たちが先逸国と同 じ

く温暖化短策の義 務を負うのは 「不公平」で

あるということです。今,「 粋組み条約」の中

でも途上置 と先進濁は違 う立場になっていま

すが,報 告書の中でもその辺について,あ る

程度責任を分けた認述になっています。また,

このような認識は,ず っと途上国の中にはあ

ります。

四番詞のグループは,先 ほど申し上げた産
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油嗣です。産油国は,温 暖化対策の推進によ

りエネルギー消費,特 に君油の溝費が減少す

るのは,自 分たちの経済に とって基本的には

マイナスです。このような立揚から,科 学的

知見の 「不確実性」を常に指摘 してきました。

そっいっところで,そ れぞれの国の考え方

の違いが非常に多 く出てお ります。

先進翻に求められ る省エネ努力

柏木 今,塚 本さんがおっしゃったことに全

く同感ですね。ただ,私 が担盗しました 「巌

業都門における緩和策」に限って言いますと,

CO2問 題は,発 展途上国への先端的技術の移

転成否にかかっているという一つの結論 を出

したわけです。

それで報告書に入れる内容 をアメリカから

の執筆者であるムーマオさん と相談 し,国 民

一入当た りのGDPを 横軸に
,縦 軸にCO2排

出量を取って,そ れの年代推移 を出 したんで

すね(図1参 照〉。曝本は,一 人当た りのGDP

が増えて吟CO3躰 出量はほとん ど横這いで

最 も低いわけです。要するに,先 進屡 も一そ

うの努力をなすべ しとい うの と同時に,発 展

途上国では成長過程における参考例 として認
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識 してもらうためにこの図を出したわけでし

て,こ れは非常にインパク トがあった と思い

ます、

発展途上国だけに緯出の抑制を押 しつけて

も全 く無理です。彼 らは貨任ないと思って ま

すから。先進圏も努力が必要 なんだと。かつ,

発展途上国も省エネ先進国に近づけるための

将来像 をいかに して出すかで大分苦労 しまし

た。そういう慧味では,今 までの両者の相異

点,共 通点をいかに同じ土俵で比べ られ るか

を検討 したつもりです。

ギャップもみられた国と執筆者の考え

微妙に響いた原予力への危惧

司会 石谷先生いかがでしょうか。

石谷 前にも申し上げましたように,会 議参

加者が必ずしもその国の考えの代表者ではな

く,そ ういう意味で,国 の温暖化対策に関す

る考 え方 との間にはギャップのあるケースも

多かったと思います、参加者はかな り温暖化

閥題に意識も高いし,特 定技術 を非常に信奉

している。再生可能エネルギー一を極端に期待

している人もいるし,そ れか ち,一 般に反原

子力の人が非常に多かったことが特徴的でし

た。これはヨーロッパの特質ではないか と思

います。

もう一っ,工PCCで 雰常に囲る点は,ヨ ー ロ

ッパは一国一人が参加するので全体 として参

加者は多数になりますが,ア メ リカ,旨 本は

極端な少数になるわけです。それは屡際会議

全般の流れですけ どね。議論の中心が ヨー ロ

ッパへ移 った とかいわれますが,そ れ も結局

は今述べた飼度にあるわけです。 もう少 しア

ジアの人たちが入っているといいのですが,

IPCCは 出席に要す るお金がない と付 き合 え

ないし,国 からの補助も限界があ ります.そ

の辺,今 後ああいう濁際会議の運営は非常に

大きな問題だと思います。

ヨーロッパの反原子力は,我 々 と随分セン

スが違 うと最近1気づ きました。やは り原子力

安全の話なんですね。核廃棄物管理の問題だ

けではな く,一 番の問題はやは り核不拡散,

繍の周辺にそういう危ない国が幾つ もあ るわ

けですからね。そこヘチェル ノブイ リの事故

があって,放 射性物質が風で飛んできた.

そういうことで,原 子力発電所に対 し日本

人 とはまた違 う考えがあります。IAEA(国 際

原子力機関)か ち来た人たちはその辺 をよく

知っていて,私 は日本かち行ってるので,目

本の核管理は別だといつも言っていますが,

個人的には彼らはみな核拡散に対する強い危

惧を持っていますね。

それが原因で,再 生可能エネルギーに極端

に走 るという印象 を受けました。CO2問 題に

は,そ ういう事情が微妙に影響するので,こ

の辺は国の政策 と必ずしも対応 してないので

はないかとの印象でした。ただ,北 欧あた り

は国民全体の意識も同 じだと思います。逆に

CO2の 問題〔意識が高い劉 もあって,第19章 の

「エネルギー供給」の議論では,再 生可能エ

ネルギー,再 生可能エネルギーの合椙になっ

てしまったと思います。

国の政府レビュー もその点では同 じような

傾向があって,抵 当した個人の意見がかな り

表に出ていました.地 熱を入れないのはけし

か らん,と いう要求が強硬にアメリカか ち来

たんです。後でわか りましたが,こ れ も個人

まで行 きつ くのですね。ですから,政 府 レビ

ュー とはいっても,結 周はレビューを担当 し

た人の意見を反映している面が出ました。
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温暖化対策は,一 毅約には「no・regretの対

策」からスター一トする話だと思いますけれど,

日本の場合にはその辺 を探 しても余地がな

く,結 局は少 し先の,長 期的な技術でいくと

い うことになるわけです。そのギャップは,

先進国間で も避けられないという感 じが しま

す、

それともう一つ,ヨ ーロッパの人たちが再

生可能エネルギー と「共同実施GointImple-

rnentation)」 を関連づけて需ってるのは,自

分の国ではCO2排 出量削減に余地はあると

は思っていても,や は り目標達成はなかなか

難 しいことか ら,国 の政策か否かは不明です

が,r共 伺実施」と再生可能エネルit'一一一を結び

付け,発 展途上屡に働きかけようという動 き

も察せ られました.

塚本IPCCの 会議 は本 来 オープ ンな もの

で,日 本か らの出席者は執筆者の方や政府関

係者ばか りでしたが,外 国かちは もっといろ

いろな入が来ていました。 目に付いたのは,

保険会社の人と鼻政府組織(NGO)の 人で

すね。

石谷 保険会社の人が関心 を持つ理由とい う

のは,や はり広い意味での りスク管理 とい う

ことで しょうね。地球温暖化で気候が変われ

ば,自 然の リスクというのも当然変わって く

ることになります。

柏木 先 日,翻 内向けの報皆会をやった とき

には,日 本の保険会社の人も何人か聞きに き

ていましたね、 日本はあとか らキャッチア ッ

プするのは早いですか ら,今 後検討が進む と

思います。

石谷NGOの 浩動 というのは非常に重要だ

と思います。覇本では,本 当のNGOと い う

のが育ってないんじゃないでしょうか.通 産

省あた りでもっと育成に力を入れてもいいの

ではないでしょうか。

塚本 それはすでに結構やっていますよ。

わが 国のCO2抑 制策 と

エネルギー対策 についての所感

求められる環境調和型の

エネルギー・産藁構造の創出と国際協力

司会 最後に我が国のCO2抑 制策 とか,エ ネ

ルギー政策についての所感 ということでお願

いします.

塚本 この辺については,一 つはCOz抑 制 と

いうのは,従来のいわゆる公害問題 と異って,

低塘歴が海面水位の上昇により被害を受ける

のはよくわかるのですが,大 部分の国にとっ

ては,被 害の進行が感覚的に自覚できないん

ですね。徐々に,徐 々に進行するというこ と

で,鍋 の中のカエルが徐々に温度が上がって

も気がつかないで,そ のうち煮えて しまうと

い う比喩があ りますけれども,徐 々に上がる

と危険が認知 されないわけですね。

温」暖化問題はそこらが一番ぴった りしてお

り,被 害がなかなか 自覚 しに くい ところに澗

題があります。 しかも,先 生方の先ほど来の

お話のように,エ ネルギー供給 とか産業活動

とかにもろに関遵 していますかち,COz抑 制

をどこまで,い かにや るべ きかは,先 進醗間

でも相当議論の多い問題 と思います。

これからの 日本の鍵応ですが,日 本はエネ

ルギーの効率的利用の面では各国の中で も非

常に優れたパフォーマンスを揚げてお り,世

界のモデル となり得 る国と信 じています。 日

本がこれから考えるべ きことは,エ ネルギー
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関係に市揚経済メカニズムの導入が進められ

っっあ りますが,そ の価格決定プロセスに環

境要素 を織 り込み,環 境調和型のエネルギー

構造,環 境調和型の産業構造の創 出に向けて

の政策的努力が重要です。単にエネルギーの

効率的利用 というのみでは今後の温暖化問題

の解決は進展 しない部分があ り,そ れらが今

後の日本の大 きな課題だと思います。

もう一つは国際協力の面で,こ れには2つ

あ ります。1つ は,さ っき石谷先生がおっし

ゃったR&Dを 世界 と連携 して推進 してい く

こと。通産省は,1990年,「 地球再生計画」を

出しましたがそれを拡大 した彩で,気 候変動

問題に対応す るための技術開発,移 転 ・普及

プロジェク トである 「気候変動技術イニシア

ティブ(CTI,ClimateTechnologyInitia-

tive)」を,OECD諸 国と協力 してや ってい

くことに しています。特に 「regretの対策」

のR&Dを ある程度各国の協力でや るべきと

考 えています。

もう1つ は,先 ほ ど柏木先生がおっしゃっ

た 罫共同実施」を中心に した途上姻への技術

協力でして,現 在,中 国,ア ジア諸国を中心

にいろいろの技術協力が進行 しています。こ

れをきっち りやって,日 本の資金と技術をう

まく活用 しなが ら,途 上 国にも技術協力を具

体的に進めていくのが非常に大事 なこととい

う気が します。

守れ るかCO2抑 制の国際約束

着目されるバイオマスエネルギーの意義

吉灘1994年9月,我 が国の 「長期エネルギ

ー需給見通 し」(以 下,「長期見通し」)の改訂

がなされました。改訂の動機 は,「枠組み条約ゴ

で我が国が約束 をしているCO,,温 室効果ガ

吉 澤 均 氏

((奪羅 レギー総合鋼 『究所)

ス排出削減についての行動 内容を,締 約国会

議に通報す る必要があることです。

「長期見通 しjでは,CO3排 出量 を増やさず,

「温暖化防止行動計藤」の目標が達成できる

よう,エ ネルギーの需要 を相 盗抑えこんだ構

造にしてあ ります。また,CO2を 排出しない

エネルギーについて も,原 子力開発の遅れを

にらみながら,酒 いっぱい新エネルギー導入

貴のウェー トを上げた形になっているわけで

す。

今,景 気圓復の動 きもあり,2年 前の 「長

期見通 し」に沿って施策を進めた場合に,本

詣に我が国のCO消U減 は達成で きるのか ど

うかにっいて,ど んな見方 をしておられるか,

是非ご自由な立場か ちお話 し顯いたいと思い

ます。

石谷 今おっしゃちれるように,需 要が回復

すると,今 のままでは非常に難 しいと思いま

す.

先ほど申 し上げ ましたように,コ ス トさえ

かければ技徳的には可能だとは思いますけれ

ども,CO,9F出 の多い,安 い既存のエネルギ

ーが存在 し,そ の上 インセンティブがはっき
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蓮 池 宏 氏

((繍'臨 諾 工轍 所)

りしていません。 日本で1割 酬減して も,近

隣の翻が数%増 や したち日本の努力が全部水

泡 とな ります.地 球環境問題はグローバルに

対応 しなければいけないとみんなわかってい

ます し,脱 落国が出るなち,一 体何のために

やるのか という疑問が湧いてきます、

このような段階では,強力な推進は覚束ない

と思いますね。ですから,い つ,本 腰を入れ

る決意をするかがカギで,技 術的にできる,

できないの問題 とはちょっと違う,と いう気

がするんですけ どね。

吉灘 そ うですね,国 際約束の履行 というの

が一っの大 きなカ となりますね。経済性 とい

う一・っの クライテ リアの下で市場参入を放任

します と,i新エネルキー 等は経済性が若千で

も劣れば,も うマー ケッ トに参入できない状

況になるわけです。

そうい うことからすると,地 球環境対策の

ためには若干 コス トがかかって も,新 エネル

ギー とか,あ るいはCO2を 排出 しないエネル

ギー源 を使 ってい くというコンセンサスの形

成がほしい ところですね。

石谷 先進国ではかなりできつつあり,そ の

成果=の一つが 「枠組み条約」 と思いますが,

発展途上国が抜けています。

それで,柏 木先生からさっきお話が出まし

たように,「共嗣実施」の形でうまくいけば,

地球規模で鶴減効果が 出るでしょう。もし失

敗す ると,先 進国は一所懸命下げてもグロー

バルにみた らあまり効果がないという話にな

ります。結局,そ の2つ を組にして初めて実

現するのかな という気が します。

先進諸国がそこに気がついたから,「共同実

施」 を言い歯 していると思います。

吉灘 先ほど,今 度の報告書作成の場にバイ

オマスの好きなヨー ロッパの方がおられて,

バイオマスエネルギーに対する評価が高いと

いう議があ りました。また,今 のf長 期見通

し」は,新 エネルギー等の中で導入見通 しを

サーベイ した結果,ゴ ミ発電に対して最 も量

的なウェー トをかけた構成になっており,崔

年醜の蔚回の見遡 しと大 きく違うところはそ

こだと思い ます。

ところが,ゴ ミを回収 し発電して も,売 電

から流通へのパ スにはやは り 「経済性」 とい

うしっか りした閾がかか るようになってるわ

けです。 自家発余剰電力にしろ卸電力市揚に

おいて も,電 力会社がそこで調達する電力に

は,「 睡1避可書琶原{面」よりも低iいことカf応ホし条

件にな りますからね。そうすると,代 替エネ

ルギー として期待が大 きいゴミ発電であって

も,な かなかマーケ ットに参入できない壁が

あるわけです。

ゴミ発電の経済性 自体 を下げるために,今

いろいろの補助金 とか政策的な助成をやって

いますが,そ れは限界があるんですね。今後

かな リコス トを下 げないと,石 炭,天 燃ガス

その他の火力発電原価,す なわちf圏 避可能

一20一



原価」までには下がってこないわけです。

新 しい電気料金体系 として,昨 年,「インセ

ンティブ規繭料金」が導入されました.こ れ

により各電力会社の努力内容 を評価す ること

になったわけですか ら,私 が提案 しています

のは,例 えばCO窪 排出削減の見地かち,「売上

電力鐙の1%と か2%と かの範曝で,原 子

力 ・水力以外の薪エネルギ ー源か らの調達を

含める」 というような方鈷がどこかで決 まれ

ば,各 電力会社の方でも若干翻高な電力であ

っても買えるわけなんです。そういう政策的

な見通 しはいかがでしょうか。

柏木 国内の謡題に移って きたので,こ こで,

IPCCで 記 した「産業都門における緩和策」を

べ一スに国内状況を見渡 したいと思います.

まず,レ ポー トの中で,こ れか らの産業の

あるべき姿 というくだ りがあ ります.例 えば

セメン ト,紙 ・パ,あ るいは石油精製産業の

ような,今 までのエネルギーの多消費1産業が,

消費す る一方の側から今後はいかに して供給

サイ ドを含んだ 卦一タルなシステムとして構

築できるかとい うことを謳ったわけです。そ

の中で,例 えば製鉄所の建設にはそこの排熱

を完全に使い切るような都市開発 をする。製

鉄所内の発電所の近 くに都市エネルギーセン

ターをつ くり,産i業 エネルギ・一センター とし

て,熱 を完全に使い・切るようなシステムをつ

くるべ しというものです。

塚本 北欧では結構や って ますね。

柏木 や ってますね。それで,発 展途上国が

そういうコンセプ トを受け入れれば,こ れは

極めて大 きなCO,9U減 ができる とい う発想

です。

すなわち,工 揚 とい う点での生産か ら,地

域 とい う酒への展開に発想 を変 えるわけで

すぼそれをもう少 し大 きく捉えれば,今 まで

工業先進国が歩んできた道は,い わば大量生

産,大 置廃棄 という構図でした。ですけど,

環境のパイが決まっている時代になると,そ

れは もうll寺流に合 いません。

すなわち,い かにエネルギー ・資源の循環

型社会構造,あ るいは経済構造 を構築 してい

くか という時代になってきました。 そうなる

とどうしても,エ ネルギー ・原材料 をリサイ

クル,リ ユースできるような製品コンセプ ト,

あるいは製品 リサイクルのシステムづ くりも

必要になってきます。ゼロエ ミッションの産

業構造 というのはあるわけで,産 業へのイン

プ ッ}に 関しては廃棄物ゼロにす る生産講造

とか,あ る巌業か ら畠てきた もの を鴉の生産

の原料 として使えるようにする。す なわち,

アウ トプッ トのインプッ ト化ですね。そうす

ると,産 業間も連鎖的にシステム ・インテグ

レー ションしないと,こ のようなコンセプ ト

が実現 しません。それは報告書にうたいまし

た。

特に排熱工学の重要姓 ということで,私 は

通産省が 「ニューサンシャイン計画」で開発

している 「エコ ・エネルギー都市システム」

の構想図を入れ ました、ところが,国 内では,

あれは縮小,発 展的な拡大みたいな線になっ

ているのが残念です。

ですけど,こ のプロジェクトの縮小拡大に

関 しては,拡 大の ところがゴミ発電なんです。

そうすると,RDF(廃 棄物圃形化燃料)だ

とか,ゴ ミの広域処理 とかいうことにな り,

少 なくとも,先 ほどおっしゃっておられたゴ

ミ発電は,進 めざるを得ない状況になってい

ると思います。

ただね,RDF発 電で経済べ一スがなかな
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か合わないのは,補 助金の問題なんですね.

例えばRDFで 発電をしようとすると,小 さ

な発電瑛の ゴミ焼却炉は,ゴ ミを燃や して発

電 しても採算が とれませ んかち,ゴ ミ発電は

少な くとも1日20⑪ トン以上.のスケールにし

ないと実現性が少ないわけです。

ところが,ゴ ミ処理は市町村行政ですから

70ト ン/日 とか50ト ン/日 という小規模施設が

多数あるわけです。そういうところでは焼却

せず,固 型燃料にして大規模な焼却炉に運び,

まとめて発電 しようというのが今の新エネル

ギー導入策の一つでして,吉 澤専務がおっし

ゃったことの一環だ と思います.

多少問題 と思われますのが,今 のゴミ行政

の助成対象が無価物のゴミであって,ゴ ミが

有価物になると外れるということです。 した

がって,RDF加 工 までは含まれますが,燃

料 として売 ると助成外になります。

RDFの ゴミ処理工場は,今,日 本政府が

普及を進め る方向にあ り,助 成範囲内に もあ

って,ボ イラー を備 えたゴミ焼却場の リプレ

ースよりi採算性がよ く,粛 町村には黒字を出

します。

一方
,発 電は,普 通,県 の企業局がやって

いますeRDFは 有価な燃料 とみなされ,ゴ

ミ処理行政の一環から外れていますかち,こ

の事業には厚生省からの助成はほとんど出ま

せん。発電設備 を持つことになる県は,発 電

し売電 しても,設 備の減価焼卸を含めると赤

字の状態になってしまいます。

ところが,市 町村が行うゴ ミ処理は,前 に

述べ ました とお り,黒 字 ということもあり,

ゴミ発電 システムは全県のレベルで通 してみ

ます と,採 舞はプラスになるのです。ですか

ら,こ れからのゴミ行政のあり方は,発 生し

たゴミがRDFと して有価になっても,一 定

の効率以上の高効率発電 を行い完全なリサイ

クルシステムとする揚合には,ゴ ミ行政の一

環 として助成対象に含めれば,こ れ らは解決

できるわけです.

今問題になってるのは,ゴ ミ発電の愚体 を

いかなる形態にすれば経済性を確保できるか

とい うところにあ り,今 後のゴミ行政のあ り

方の問題 として私は捉えています。

深亥」1な議論が予想 される

各国抑制策の 「公平性」

吉灘 我が睡の省エネは,先 ほどの隠から見

ます と,極 めて高い水準にあ ります。従って,

もはやエネルギー消費の伸びを省エネ技術の

改善によ り抑制できる余地は少 く,今 の 「長

期見通 しjに ある1・ 数%台 の伸びに抑える

のは至難の技か と思いますね。

省エネは,恐 らくあの 「長期見通 し」で想

定 したようにはうまくワークせず,CO2の ト

ー タル排出量で も一 人当た り排 出澱で も,

2000年 で1990年 レベルの粋を超えるん じゃな

いか と思われます。

これか ち先 「枠組み条約」締約国会議によ

る 「国別報轡書」のレビューの動 きと,ま た

5年 後にIPCC報 告書の見直 しがあるのでは

ないでしょうか。

塚本 あ ります。98年 から始まります。

柏木 やはt),200e年 で1990年 レベルの,掴

罠一人当たり排出量に抑えられればいいので

すけれども,CO2排 出の安定化 というのは,

短期決戦でやるよりも間違いな く長期の勝負

でしょうか ら,2000年 における抑制 目標達成

の成否 というよりも,エ ネルギー資源婚環型

構造へ いかに転換する機動力をつけるかが駐
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要ですね。

最終的には,2020年,30年 で安定化する方

向にいけばいいわけですから,2000年 はあ く

まで一つの経過点 といえますか らね.

塚本 なるほど。今,「 国別報告書」のレビュ

ーの状況は,去 年,H本 にもレビューチーム

が来 ました し,H本 の専門家 も他の国に行 っ

て,レ ビューをしています、

報告書に提 出された鎮ですが,2000年 にお

ける排出総量は,R本 の場合 も約3%の プラ

スになっています.ア メリカも同 じぐらいで

すね.オ ランダとかデンマークはマイナスに

推移 していますけれど,先 進国の中では泪標

を維持できるという国はなかなか少ないです

ね。例えばカナダや豪州は,10%を 超える報

告・になっています。

そういう状況の中で,ま ず 「公平姓」の問

題が出て くると思います、抑制値の達成には

インセンティブをつけるか,あ るいは税金 と

いう形でデ ィスインセンティブ をつけ るか

の,ど ちらか しか途はありません。

ところが,こ れらを政策の選択 としてやっ

ている国 と,や っていない翻の 「公平性」を

どうするか というのは,割 と深刻な議論です

ね。

本質的には,柏 木先生が言われるように も

うちょっと長期的に考えて,要 するに,経 済

的負鎧という形で環境のために経済 を抑舗す

るのではなく,む しろ総合的なシステムをつ

くり,そ れで環境にもプラスになるし,経 済

も効率化が進みプラスになる,こ れが一番望

ましい姿だと思います.

抽象的にはわか りますけど,そ れをや るた

めにもまたコス トがかかるということで,次

嘱の締約 麹会議で2000年 以降の対応を議論す

るとき,そ こには深刻な問題が起 こって くる

と思いますね。

柏木 特に 「Jk業部門における緩和策」では,

ある国が,例 えば環=境税をかけると,も う世

界中の産業構造が一変すると言ってます。か

けてない濁へ,企 業が転出してしまいますか

ら。

塚本 そうでしょうね、

柏木 その国が,環 境に対 して一番の汚染源

になる可能1生があるわけですね。ですか ら,

安易にはタックスをかけ られないわけです

よ。

塚本 発電業 自体は動けないですよね。だけ

ど,セ メン ト工業 とか,い ろいろの加工型産

業は出ていけますからね、

吉澤 外国に工場移転 と。

柏木 ですから,産 業の立地購造が全部変わ

って しまいます。それが,地 球規模でみて環

境対策上,最 終的に本当にいいか どうか とい

うと,わ からないわけです。

石谷 工場移転なら,CO2酎 減という点では

まだいいですけどね。例えば日本みたいに省

エネの進んで るところでタックスがかか る

と,国 外の効率の低い工揚に生産が移転 して

しまうケースが考えちれますね。

柏木 そうそう,報 告書にはそれを懸念 して

轡いてあ ります。

塚本 「枠組み条約」 も,ス ター ト時の審議

では,や は り 「公平性」を重視 し,十 分考慮

に入れていこっといっことにはなっているん

です。

ですけどね,何 が 「公平性」か とい う議論

にな ります と,今 の石谷先生のお話に もあ り

ますように,難 しいことになります。

例えば,日 本の一 人幽た りのCO2排 出量
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は,現 在,年 間2.6ト ン ぐちいですけれども,

アメリカの揚合は5.5ト ンで,倍 ぐらい大 き

いわけです。でも,ア メ}}カ の方が寒い し,

国土 も大 きいか ら,やは り寧での移動 となり,

ガソリンも使うということで,単 に一人当た

りだけを基準に して日米を比較す るわけにい

かないですね。寒いところと暖かい ところと

も違いますしね。

ですから,「公平牲」を議論 してい くともの

すごく難しく,結 局,さ んざん議論 した揚句,

要するに90年 という一定の時点でそれぞれの

圏がそれぞれの レベルにいたと。その レベル

を維持するというのだったち,ま あ最小限の

「公平性」を保てるだろう,と い うことでま

とめたわけです。

ベル リンでの第1圃 締約国会議の後,今,

各国の代表が定期的に会合 を開 き,2eoe年 以

降の規鰯のあり方について議論 しています。

その中で段々浮び上っているアイデアは,「政

策 ・手段」と 「数値 目的」の2つ に分けて2000

年以降の対応 を考 えていこうというもので

す。

すなわち,「政策 ・手段」では,エ ネルギー

供給,産 業,交 通等セクター別に各種の政策・

手段の導入に閑 し,例 えば,一 律適用すべ き

もの,プ ライオ リティーの高いもの,採 用が

効果的 と考えられるもの等に分類 して,実 施

しようとするものです.

また,「数値 目的」については,2005年,10

年,20年 というところで,爆 減 も含めてどの

ような数値 を目的 とすべ きか を,こ れから97

年の第3回 締約国会議に向けて議論 している

わけです。

要するに,本 聖に具体的に 「公平性」を保

ちつつ,各 国の,特 に先進属の義務 を今後も

継続 してい く,あ るいは強化 してい くという

のは,ま さに大変な議論です。

石谷 今,塚 本さんがおっしゃったように,

気候の差が大きいのです。今回つ くづ く思 っ

たのですけど,海 外かち人が来ると,エ ネル

ギーの効率的利用ということでコー一ジェネレ

ー ションを必ず最初に尋ねてきます。これは

熱の有効利用ですかちね。南の国,た とえば,

イン ドなんかへ行ったら,温 熱利思の ゴー ジ

ェネなんか使用の余地は殆 どあ りません.そ

ういう差が非常に大きいんですね。それ を認

め ると,今度は格差の問題が浮上 しますしね。

大睦国家は5去i整備 と

モニタリングシステムの設置か ら

吉澤 今 までの話です と,小 島喚国とか,あ

るいは沿岸型の国はCO2削 減を熱心に考 え

て くれるのですが,今 回の作業を通 じて見た

ところ,大 陸国家の中国 とかロシアの姿が出

てこないんですけれ ども,い かがですか.

柏木 私が印象に残ってるのは,先 ほど塚本

さんがおっしゃった,「i現在水準 より10%～30

%の エネルギー効率向上は,費 用 をほとん ど

あるいは全 くかけずに,技 術的あるいは管理

方法の改善によ り実現可能だゴ というステー

トメン トを入れてるわけです、

手を挙げたのは中国で したね、英語 では,

Fwithlittleandnocost」 となっていたので

す。すると,や は り,中 謡は抵抗があったの

でしょうね,お 金 をほ とん どかけずle-・30%

削減可能 と書かれると,自 分たちの努力でク

リーンにす るとかマネー ジメン トをや ると

か,何 ちかの方法で達成できるはずだという

ことになるわけですか ら。実際 には10%～30

%の 効率改善には,運 用改善 も必要だし,費
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用 も必要 ということです。私はあれを聞いた

とき,中 騒は,先 進i国が空力になって資金 を

っ くり出し,そ の中で省エネ技術投資の財源

を確保 したい,と いう意味だったのだ と思っ

ています。

塚本 中国で一つ難しいのは幸国営工場が相

当多いことですね。私の経験から申します と,

日本で環境庁ができたとき,私 は水質保全局

にいました。そこでまず我々がやったことは,

法律の設定に加 えて,排 出基準を実際に工揚

が守 り得 るのか,そ れから環境基準設定水城

の水質チェックをいかに行 うか,要 するにモ

ニタリングシステムの確立 とその費用,必 要

な機器の調達などをやったのです。

何が言いたいか といいます と,要 するに,

中翻でもきちっとやろうと思ったら,ま ず法

律をしっか りつ くること。次はモニタljン グ

をきちっとやってい く。そして3番 目に,日

本の揚合は,通 産省に公害防止管理者 という

システムを俸 り,工 場に対 しては有害物質の

俳出記録 をつけさせ るし,ま た一定量以上の

排出をす るところには,大 気汚染 ・水質汚濁

の防止に公害防止管理者の設罷を義務づけま

した。このシステムをつ くった後は,舗 と順

調に進展しました。中国では,ま だモニタリ

ングシステムを設置しようというところまで

進んでいないのではないかと思います。

それから,公害防止管理者制度については,

企業にシステムをきっちり遵守させ,そ れ を

チェックしていくのは,日 本でもかな り苦労

を要す る面もありましたが,一 旦決まると梱

当のレベルまでは走 ります。アメリカでもそ

こはなかなかうまくいかないようです し,こ

れを途上瀾で進めるのはものすご く大変 じゃ

ないか という実感はあ ります.

私 も申国へは3回 ほど行きました。北京で

環境関係の人たちに会います と,と て も立派

なことを言われ ますけれども,そ の立派なこ

とが末端に滲透するまでには,大 きなギャッ

プがあるんですね,で すから,確 かに大変だ

と思いますね。

司会 今 日予定 してお りました トーキング ・

アイテムにつ きまして,穿 常に広い視点か ら,

貴重なご意見をたくさん伺うことがで きまし

た。長時間どうもあ りがとうございました.

本 日はこの辺で終了にいたしたい と思いま

す。
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臨 業 計 画〕

平 成8年 度 事 業 計 画 の 概 要

㈲エネルギー総合工学研究所

ogeegeeeoeSe喰e{lee{})eSeeieeieegeogeoge"geo{})egeegeeg・eSoeegeeSee{}eegc,o{}c)oic.o{}oegeegeegc.e{k.eg"eEeogeegeeeoogecgo

本研究所は,エ ネルギーに関連する情報の

収集,加 工,提 供およびプロジェク ト調査研

究を推進 し,併 せてエネルギー技衛の普及啓

発活動 を進めることを基本方針 とし,そ の事

業活動の効率化 を一眉推進 しつつ,平 成8年

度においては,次 の各号の事業を行 う、

1.エ ネ ル ギ ー-C:係 る科 学 技 徳 に関 す る講 査

に つ い て

エネルギーに関連する各種情報を,屡 内お

よび海外の諸機関との情報交流等を通 じて広

く収集 し,技 術的見地から区分,整 理する、

(1)エ ネルギー技術データベース基礎資料

の情報収集 ・検索 ・処理

② 地球環境基礎情報の収集

2.エ ネルギーの開登,供 給,利 用に係 る科

学技術資料 ・情蔽の分析法,評 価法,体 系

化法の關発 および応用に関する研究につい

て

エネルギーの開発,供 給,利 用に係 る科学

技術資料 ・情報に盟 して,そ れ らの分板,評

価,体 系化 を行 うための手法の開発研究 を実

施 し,ま た,こ れ ら資料 ・情報の分析 ・評価,

動的な変動予測,栢 関性の評価,目 的に応 じ

た体系化などを行い,そ の利用価値の向上 を

はかることとする、

① エネルギー技術デー タベースの体系化

法の開発研究

② 各種エネルギー ・システムの技術的 ・

経済的評価手法の開発研究

3.:ネ ルギーの覇発,供 給,利 用に係 る技

徳上の基礎的事項に関する部樽的,総 含的

な研究について

エネルギー新 技術の萌芽の発見 と将来展

望,エ ネルギー技術要素の特牲向上,安 全性・

信頼性の評価,エ ネルギー開発,供 給,利 用

のための各種 システムの評価研究,開 発計緬

の立案 と最適化など,部 門的,総 合的な技術

的見地からの研究 を行 う、

ω 原子力に関す る安全評儀,ヒ ューマン

ファクター,PAに 関する調査研究

② 新エネルギー技術シーズに関する調査

研究

{3)エ ネルギー一#k給見通 し等に関する調査

研究

{4)エ ネルギー ・システム技術等に関す る

調査研究
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㈲ エネルギーと地球環境問題に関する調

査研究

4.エ ネルギーの開発,供 給,利 用に係 る技

術上の亦用的旗項 に関する専門的,総 合的

な研究について

刻々変佑する社会的,経 済的,技 術的な多

種 多様 な制約のもとで,エ ネルギーの開発,

供給,利 用に関して,安 全性の確保 を前提 と

して,地 球環境問題への対応を考慮 しつつ,

規実性のある最適なシステム を設計する。

さらに,こ れらの最適 システムの設計研究

の成果を具体的プロジェ クトに応罵する研究

を行 い,プ ラン ト設備や機器の翻発に資する

等専門的,総 合的見地からの研究 を行 う。

〔原子力関係)

(1)原 子力腿発利用政策に腿す る調査研究

・原子力開発政策の支援 システムの研究

・海外の原子力開発政策の調査分析

・国際協力のあ り方に翼す る調査研究

② 原子力 多目的利用に関す る調査研 究

(地域アメニティ構想等〉

(3}新 型原子炉の開発実用化等に関する調

甕研究

・FBRの 実用化に関す る調査研究(新

技衛適用可能 性)

・軽水煩技術の洗練 ・高度化 に関す る調

査研究

・高温ガス炉プラン トの適用性に関する

調査研究

{4)核 燃料サイクルに関する調査研究

・プル トニウム利用に瀾する調査研究

・使用済燃料管理システムに関する調査

研究

㈲ 原子炉廃止措置および放射性廃棄物の

処理 ・処分に関する調査研究

・原子炉廃止措置実施の環境整備に闘す

る調査研究

・日本型地層処分 コンセプ ト研究

・地層処分クライテ リアの調査研究

・高 レベル放射性廃棄物処分に係 る社会

豹受容性に縄す る調査研究

・超ウラン元素(TRU)廃 棄物の処理

処分対策に関す る調査研究

{6)原 子力の リスク評価に関す る調査研究

・確率論的安全評価(PSA)の 利用に

閣する調査研究

(7}原 子力安全の社会科学的研究および原

子力分野における入材確保問題に関す る

調査研究

・原子力発電施設におけ るセー フティカ

ルチャア等の実証研究

⑧ 原子力分野における数値 シミュレー シ

ョンに関する調査研究

・BWR熱 水力挙動解析研究

・先端シ ミュレーション技衛 を中心 とし

たシステム工学に関す る調査研究

〔化石燃料関係〕

{9}炭 化水素系エネルギーに闘する調査研

究

・非在来盤天然ガスに関する調査研究

・石油製品の合理的利用に関する調査研

究

・低公害型自動車用燃料に関す る調査研

究

・低公害型自動車用燃料の開発 ・潤屠等

に関す る調査研究
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・石抽利周機器からの大気汚染物質の排

出量等に関する認査及び低減方策に関

する調査

・メタノール製造用天然ガス資源に関す

る調査研究

㈹ 石炭の利用技術に関す る調査研究

(11)石 炭灰溶融燃焼固化に関する調査研究

働 重質油 ・超重質油の利用技術に関する

調査研究

(13)LPG新 供給システムに関する意識分

析研究

〔斬工ネルギー ・エネルギーシステム関係〕

{14)自 然 一■再生可能xネ ルギーに関す る調

査研究

㈲ 省エネルギー技術に関する調査研究

㈹ 長期的な電力需要に麗する調査硫究

㈲ 燃料電池に関する調査研究

㈹ 電力負荷平準化に関する調査研究

㈲ 分散型電源の普及動向分析調査

⑳ 電気 自動車等代替エネルギー自動車に

関する調査研究

㈲ 廃棄物発電等未利用エネルギーの有効

活用に関する調査研究

⑳ 次世代高効率火力発電技術に関する調

査研究

㈱ 水素利用国際クリーンエネルギー シス

テム技術{WE-NET)に 関する調査

研究,評 価

伽)新 水素エネルギーに関する実証研究お

よび麸礎研究

〔地球環境関係〕

㈲ 炭酸ガス回収 ・処理システム評価等の

地球環境技術に関する調査研究

㈱ 環境調和型エネルギー一・コミュニティ

に関する調査研究

⑳ 地球規模からみたエネルギー需給構造

の在 り方に関する調査研究

㈲ 火力発電所からの石炭灰有効潤用拡大

に関する調査研究

⑳ 高度脱灰火力技術に関する調査研究

㈹ 低コス ト酸性雨対策技術の開発評価

〔横断的研究〕

⑳ 各種エネルギー間の競合に関する調査

研究

働 各種エネルギー供給システムに塊す る

総合豹評価,ベ ス トミックスの在 り方に

翼する調査研究

㈲ 人口問題とエネルギー問題に関す る解

析,評 価

5.前 三号の研究に係 る試験について

新水素エネルギー実証ラボラ トリーにおけ

る実証試験 を行 うとともに,前 三号の研究に

伴う材料,要 素,機 器等の試験も随時行 うこ

ととする。

ε.前 各号の調査,研 究,試 験の成果に係 る

資料の作成,整 備,提 供について

前各号の事業で得 られた成果の うちから,

技術情報 として有用度の高いものを自的に応

じて速やかに編集 し,利 用者に提供する。 さ

ちに,こ れらの研究成果は出版,展 示,講 演

会等により公表 し,で きるだけ広 く利耀に供

することとする。

また,そ れぞれの目的に応 じたエネルギー
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の開発,供 給,利 用に係 る技術指導 を行い,

人材を養成す るなどエネルギー技術に関する

指導,普 及,啓 発に努めることとする.

(1)技 徳清報の編集,整 備,提 供

{2)定 期刊行物の出版

{3)エ ネルギー技術普及講演会(エ ネルギ

ー総合工学 シンポジウム,月例研究会等)

の匪}催

7.そ の 他

エネルギーの開発,供 給,利 用の円滑な展

隈を図るためには官 ・学 ・畏一体 となった協

力体制を整え,効 率的に機能 させ ることが重

要 である。本研究所は,こ のような観点に立

って,エ ネルギー技術上の諸問題 について,

各界の専門家による討論 と情報交流を行 う場

を提供 し,貴 任ある,し か もll寺宜に適 した新

しいエネルギー技術政策について提喬を行 う

こととする。

また,エ ネルギー技術に礫する函際協力の

積極的な推進など,本 研究所の趣旨にかなっ

た諸事業を行 うこととす る。

{1)エ ネルギー技術懇談会の設置および運

営

② 内外の関連研究機麗との研究協力
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〔寄 稿〕

APECに おけるエネルギー分野の取 り組み

一 「3Eス タデ ィ」 か ら 「行 動指針 」 まで 一

山 城 宗 久 幅藤灘 纏離ル焔庁)

1.は じ め に

昨年11月 のAPEC(ア ジア太平洋経済協

力)大 阪閣僚会議 ・首脳会議において,今 後

のAPECの 中長期的活動 を方向付ける ギア

クション・アジェンダ(行 動指針)」 が採択さ

れた。これを契機に,APECは,従 来の単

に議論を行いビジョンを打ち出す とい う段階

から,行 動の段階へ と一歩踏み出すこととな

った。この 「行動指斜」は,貿 易 ・投資の 自

由化,貿 易 ・投資の円滑化,経 済 ・技術協力

を三本柱 としてお り,エ ネルギー分野は,そ

の柱の一つである経済 ・技術協力の中の重要

分野 として位置付けられている、

本稿では,エ ネルギー分野における ギ行動

指針」の合意に至 るまでのプロセスについて

紹介 し,APECに おけるエネルギー分野の

取 り組みについて概説することとしたい.

2.APEcr3Eス タ デ ィ」

(D提 案の背景

APECに おける桁 動指針」採択のアイデ

アは,一昨年のボゴール首脳会議の後,イ ン ド

ネシアからAPEC議 長国のバ トンを渡され

た我が国が打ち出したものであり,し たがっ

て 「行動指針」 自体の検討は昨年初頭より始

め られた。しかしなが ら,エネルギー分野に関

す る「行動指針」の内容の淵源は,一 昨年に我

が国が とりまとめ,APECジ ャカルタ閣僚

会議において橋本通産大臣(当時)よ り報告 を

行ったAPEC「3E(経 済成長i,エネルギー

セキュ リティ,環 境保全)ス タディ」にある。

APEC「3Eス タディ」の作成は,1993

年,米 濁シア トルで初めて開かれたAPEC

首脳会議 において,我 が国が提案 し了承され

たものである。我が国がかかる提案を行 うに

至った問題意識は,「APEC地 域,と りわけ

アジア途上地域は,急 速な経済成長を背景 と

してエネルギー需要が急増 してお り,こ の傾

向が現在のエネルギー需給構造の下でこのま

ま続けば,経 済成長 と環境問題に悪影響を及

ぼす可能 性が極めて高いejと い うものであっ

た。以下,こ の点について,デ ー タに基づ き,

若干説明を力IIえる。

総合エネルギー調査会国際エネルギー部会

は,昨 年6月 にとりまとめた中聞報皆で,ア ジ

編者注 二本稿は,(財)エ ネル ギー・総合工学研究所が開催した 「第131回 月粉研究会」(平成7年12月)に おけ る講

演内容 を,本 誌への掲載のため文章化 していただいたものです。
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ア11ケ 国 ・地域(日 本,中 国,香 港,台 湾,韓 翻,

ベ トナムを除 くアセアン6ケ 国〉のエネルギー

需給見通 しの試算を発表 した。これによると,

2000年 までは年率4.0%,20eo年 以降2010年 ま

では年率3,9%で 増加 を続け,2010年 には1992

年の約2.0倍 に達す るものと見込まれているe

国別には,中 国,台 湾,韓 国,イ ン ドネシア

で2eleff一の一次エネルギー需要が1992年 の2

借以上とな り,またタイ,マ レー シア,フ ィil

ピンでは3倍 以上になると予湖されている。

さちに,ア ジア地域の経済発展が高度化を

たどる過程で,電 力,都 市ガス,ガ ソリン等

の石油製品といった二次エネルギーの需要が

急増するものと見込 まれている、上記の中間

報告によると,桝 えば,日 本を除 くアジア10

ケ濁・地域の電力需要 は,2000年 まで年率8.2

%,200e年 以降2010年 までは年率7.3%で 増加

し,ま た石油製品需要は,200e年 まで年率4,9

%,2000年 以降2010年 までは年率4,2%で 増加

するもの と予測されている。

以上のように急速に増大する一次及び二次

エネルギー需要 を満たすためには,一 次エネ

ルギー源の開発,二 次エネルギー供給施設・設

備の整備をタイム リーに行 う必要がある。そ

れには,資 金面を含め 多くの問題の解決が不

可欠であり,揚合によっては,エ ネルギー聞題

がアジア地域の経済成長に とってボ トルネッ

クになる可能性が十分にあると考 えられる。

また,ア ジア地域の一次エネルギー供給は,

その9割 以上 を化看燃料に依存してお り,中

でも石炭,石 油への依存度が高いことか ら,

かかる供給構造の ままで増大す る需要が充足

されれば,地 球温暖化問題,窒 素酸化物 ・硫

黄酸化物の排出問題に重大な影響 を及ぼすこ

とが予想される。

(2)我 が国からの捷案誤題

我が函は,こ うした問題意識の下に,「AP

EC域 内における3E同 時達成の重要性につ

いて共通認識の醸成を國 るとともに,そ のた

めにエネルギー面かち取 り組むべ き課題 とA

PECの 果たしうる役割について,今 後のA

PECに おける政策的議論の基本的枠組みを

提供する」ことを目的に,「3Eス タデ4」 の

原案伶成 ・とりまとめを行 った。

同スタディのメッセー ジを要約すれば,「A

PEC城 内において持続的成長 を遂げるため

には,エ ネルギー需給構造の改革が不可欠」

ということであ り,そ のために取 り組むべき

需給両面の課題について,次 の とお り疑示 し

た。

① エネルギー効率の改善

具体的課題の第一は,エ ネルギー効率の改

善である。

先に述べたように,ア ジア途上地域における

エネルギー需要の大幅な増大 には,経 済成長

にともなう詣然増の部分に加 え,エ ネルギー

効率の悪さが大 きな要姻として働 いている。

各国 ・地域における一次エネルギーのGN

P原 単位を比較 してみ ると,例 えば中国は,近

年改善が見 られるものの日本の約10分 の1の

エネルギーi効率 とい う低位に留まってお り,

またアセアン諸国は,む しろエネルギー効率

悪化の徴候さえ窺 える(図1参 照〉。

換 言すれば,ア ジア途上地域にはエネルギ

ー効率改善の余地がかな り残 されてお り,経

済成長を犠牲にすることな くエネルギー消費

醐減が可能 とい うことである。このことは,

環境負荷の軽減に痘結す る。このように,エ

ネルギー効率の改善は,エ ネルギー問題が経
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済成長のボ トルネックとなるのを防止するな

いしは遅 らせ る効呆があ り,環 境保全にもプ

ラスになることか ら,3E伺 時達成の鍵を握

っている。

低いエネルギー効率 をもたちす原因には,

不適切なエネルギー価格制度,時 代遅れの技

術 ・設備,公 共輸送 システムの来発達等が挙

げられる。 これ ちの解決のためには,一 義的

には各国 ・地域の 自助努 力が必要であるが,

先進諸濁,と りわけ我が国は,エ ネルギ ー効

率に闘 し,世 界最高水準の技術 ・ノウハ ウを

有 してお り,こ れらの積極的な移転は,ア ジ

ア地域のエネルギー効率改善に多大の貢献を

なし得 るもの と考 えている。

給確保である.

化石エネルギーの有限性 と将来のエネルギ

ー需要の大輻な増大を考えれば,後 述のとお

り,非 化石エネルギーの導入 ・拡大はきわめ

て重要である。一方,現 在,ア ジア地域の一

次エネル%'一一一需要の8割 以上 を占める石炭 ・

石油のシェアを,短 ・中期のうちに他のエネ

ルギー源に代替するのは現実には至難 と言え

る。したがって,石 炭 ・石油の安定供給確保

は引き続 き重要課題であ り,そ のためには,

贋炭 ・石油の需給状況について各騙 ・地域澗

に共通認識を醸成す るとともに,探 鉱・開発,

石油精製施設の拡大,輸 送インフラの整備等

を遅滞な く推進す ることが必要である。

② 石炭 ・石油の安定供給確保

具体的課題の第二は,現 在のアジア地域の

主要エネルギー源 をなす石炭 ・石油の安定供

③ エネルギーのク リーンな利用

具体的課題の第三は,エ ネルギーのクリー

ンな利用である。
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上記のように,石 炭 と石抽は,嶺 面,ア ジ

ア地域の主要エネルギー源の地位 を継続す る

ものと見込まれ,環 境保全に適切な対策が講

じられない限 り,二 酸化炭素等の地球温暖化

ガスや硫黄酸化物,窒 素酸化物等の排出量は

膨大とな り,環 境に甚大 な影響を与える可能

性が大きい,し たがって,石 炭・石油の生産,

輸送,撫 工,消 費の各段階において適切な環

境対策を講ずることが緊要であるが,そ の際,

鍵を握るのは技術 ・ノウハウである。環境対

策に必要な技術 ・ノウハウについては,エ ネ

ルギー効率改善の場合 と同様,先 進諸圏が高

レベルのものを多数膚 してお り,こ こでも技

術 ・ノウハウ移転の余地 ・効果は大きい。

しか しながら,例 えば火力発電所の脱硫設

備のケースに見 られ るように,狭 義の環境対

策,す なわち環境負荷低減を直接の目的 とし

た対策は,そ れ より経済的利益が産出される

ものではな く,む しろ,少 な くとも短期的に

は利益圧迫要因となることから,環 境対策は

マーケッ トメカニズムに委ねるだけでは進み

に くい面がある。 したがって,政 府によるマ

ーケットメカニズムの補完が必要であり
,特

に,適 切 な環境規制の実施が重要 となる。

また,環 境負膏低減効果が大きい最新の設

備・技術は,コ ス トも高 く,ま た実際に管理・

運転する人貝に高度 な知識 ・習熟が求め られ

ることから,ア ジア途上地域で環境対策の導

入を進めるに際 しては,む しろ各地域の実情

に見合ったレベルの技術 ・設備から着手する

のが実際的 と考 えられる.

④ エネルギー供給源の多様化

具体的課題の第四は,エ ネルギー供給源の

多様化である。

まず,化 石燃料の中で,石 炭 ・石抽依存を

減 らし,天 然ガスの利用 を拡大することであ

る。アジア地域には,中 小ガス田を含め相当

量の天然ガスが埋蔵 されてお り,そ の開発 ・

利用 はエネルギーセキュ リティにプ ラスす

る.さ らに,石 炭 ・石油に比べ環境 負荷が小

さ く,こ の面か らも利用拡大は望 ましい。天

然ガスは,こ のように火 きなメリットを持 ち,

その利用拡大は重要な課題であるが,一 方,

長期的にみれば,天 然ガスも有限な資源であ

り,そ の環境負荷が小さいとはいえ,あ くま

で石炭 ・石油 と見較 した相対値においてであ

ることを忘れてはならない。

したがって,天 然ガスの利屠拡大 を進める

一方,非化石エネルギーの導入・拡大が重要で

ある。例えば,ア ジア途上地域においては,未開

発の包蔵水力ポテンシャルが大 きく(既 開発

の水力は,総 ポテンシャルの5%程 度 ともいわ

れている。),そ の開発はエネルギーセキュ リ

ティの確保に大 きく貢献す る。 また,水力は,

地球温暖化ガスの発生がな く,硫黄酸化物,窒

素酸化物等による大気汚i染問題 も引き起 こさ

ないという環境保全上の利点も併せ持つ。反

爾,特 に大規模な水力開発は,周 辺の森林伐

採や住罠移住 とい う溺の環境問題,娃 会闘題

へのインパ ク トに十分な配慮が必要 となる。

また,太 賜熱,太 陽光,風 力,バ イオマス

等 も,地 域条件によっては,従 来のエネルギ

ー供給システムに対 し十分な競争力 を持 ちう

る。例 えば,島 峻地域においては,大 型発電所

を一箇所作 り,そ こか ら送 ・配電するよりも,

新 ・再生可能エネルギー を利用 した分散型電

源システムの方が効率的になる。したがって,

申長期的視点に立ち,こ れらのエネルギーの

積極的導入を推進す ることが重要である。
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⑤ 原子力蜜全の確保

具体豹課題の第五は,原 子力安全の確保で

ある。

原子力は,非 化石エネルギーの一一部 と位置

付け られるものの,上 記の第四課題で述べた

非化石エネルギー源 と異なり,平 和利用,核

不拡散 といった特贋な苗提条件がある。また,

APEC諸 国の中には原子力をエネルギー供

給源 として位罷付けていない騒もあ り,AP

EC「3Eス タディ」では,原 子力の推進 で

はな く,原 子力安全の確保 として提示 した。

自国が原子力発電を行 っていな くて も,他 掴

の原子力発電の安全には重大な関心があると

いうのが,域 内非原発翻の立場であった。

現在,域 内アジア途上国・地域においては,

原子力発電の導入 ・拡大の動 きが活発化 して

きてお り,例 えば,中 国,韓 国,台 湾では,

既に原子力発電所を運転中で,今 後 さちに増

設を計画 している。現在,原 子力発電 を行 って

いない国の中でも,例えばイン ドネシアは具体

的な導入計画 を有してお り,またタイ,マ レー

シアは試験研究自的の原子炉を持 っている。

こうした動 きは,エ ネルギー需要の急増や

環境問題への対応の必要姓か ら生 じたもので

あるが,実 際の導入 ・拡大に際 しては安全性

の確保が大煎鍵であり,そ のための当事 国自

身の自助努力はもちろんのこと,原 子力安全

技術 ・ノウハウの移転についての域 内諸国間

の協力が重要 となる。

「3Eス タデdjで は,以 上のとお り,五

っの課題を掲げるとともに,こ れ らの課題に

対慮 し,3Eの 同時達成 を実現す るためAP

ECが 果たしうる役割について も併せて提示

した.具 体的には,情 報交換に始 まり,技 術

移転の円滑化,共 通認識の醸成,政 策議論,

さちに将来的にはプロジェク ト形成や資金供

給の円滑化 といった役踊について も,APE

Cが 果たす可能性があるとした。

共通認識醸成の役割の中では,APEC域

内の 「エネルギー需給見通 しの作成」 を提案

したが,こ れは後述のように,昨 年のAPE

C火 阪会議において合意に達 し,APEC「 行

動指針」に盛 り込まれた。また,政 策議論の

役割の中では,課 題 として取 り」二げた事項等

に関 してエネルギー政策の原則のような もの

について合意することを提案 したが,こ れに

ついても,今 後,一 遮のエネルギー政策の 自

標を確立 してい くことが合意 され,「 行動指

釧 に盛 り込まれた。

3.r行 動拙針」・「行動翫画」協議の経緯

エネルギー分野のAPEC「 行動指針」の

検討は,一 方にはこれまで述べた 「3Eス タ

ディ」の内容 と,他 方にはAPEC域 内にお

ける貿易 ・投資の自由化 ・円滑化の推進,経

済 ・技振協力の強化 を謳ったポゴール宣言の

趣旨を踏まえて,昨 年初めよ り開始された.

我が睡は,APEC全 体の議長i国及び 「3E

スタディ」の提椙 ・とりまとめ国 として,A

PECエ ネルギー ・ワー-veンググループ議長

国である豪州 といわば二入三脚的に協力 して

「行動指針・」作成に取 り組んだ。

昨年2月 に福岡で開催されたAPEC謀 級

事務 レベル協議において,APEC「 行動指

針」作成が正式に合意され,そ の基 となる罫行

動計画」を各ワー キンググループで作成す る

ことが決定された。我が国は,こ の決定 を受

け,エ ネルギー分野の 「行動謙画」に盛 り込

むべ き内容の基本方針をまとめ,豪 彊 と議論
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を開始した.

豪州は,当 初,二 つの理由か ら短鰯的な「行

動計齎」を考えていた自第一の理由は,エ ネ

ルギー ・ワーキンググループ議長国 としての

経験かち,中 長期的な活動内容 を一年足 らず

でまとめるのは難しいと考えていたか らであ

る。第二の理由は,豪 州は,本 年第・一一・WUAP

ECエ ネルギー大匿会合の開催を意図してお

り,そ の時までの道筋を 「行動計画」に定め,

その後の展聡は大臣会合に委ねればよいと考

えていたか らである。

これに対 し,我 が国は,APEC全 体で中

長期的な 「行動指針」の作成を計画 している

中で,短 期的な 罫行動指針」ぜ行動計緬」に

留 まるのであれば,こ れまで着実な活動 を積

み上げてきたエネルギー ・ワーキンググルー

プの信煩陸を損なうのみならず,中 長期的活

動の方向性す ら合意できない熟度のグループ

であれば,そ もそも大距会合の開催に値 しな

い という考 え方か ら,中 長期的 なr活 動指

針」・「行動計画」作 りを強 く主張 した。

結局,両 匡1案を加盟函 ・地域に諮るこ とに

な り,昨年5月,北 京で開かれたワーキンググ

ループ初 日に議論 したところ,両 国案 を一体

化 させた形の 「行動計画」骨子を両国で作成

し,そ れを翌日再度議論することとなった。

こうして,深 更まで豪州 と調整を行 った来ま

とめた骨子案 を翌 日議論 し,2000年 までを念

頭に置いた 「行動計画」の骨格についてよう

や く決着す ることができた。

その後,昨 年7月,札 幌のAPEC高 級事

務 レベル協議において当該骨子案 は了承 さ

れ,岡 時に本年APECエ ネルギー大臣会合

の開催についても基本的了承が得 られた。夏

から秋にかけてさちなる肉付けを行った後,

10月 に台北で開かれたワーキンググループに

おいてエネルce'・一一分野における 「行動計画」

について合意した。さちに,「行動計画」のエ

ッセンスを抽出 した 「行動指針」について,

ワーキンググループの一週1}琴後に東京で開か

れた高級事務 レベル協議 を経て,11月 の大阪

APECl彊 僚会議 ・酋脳会議において最終的

に合意 ・採択された。

4.「 行動指針」・「行動計画」の内容

「行動指針」・罫行動計爾」では,ま ず,共 通

政策理念として,郵APEC地 域が持続可能な

エネルギー一共同社会 として発展することを目

指 して3Eの 同時達成に取 り組むこと」を掲

げ,そ のため推進すべ き四つの優先的テーマ

を表明 した。

① 共通認識の酸成,政 策協調の場の形成

その第一は,い わば総論的なテーマの,「城

内エネルギー問題 についての共通認識の醸

成」である。

APECメ ンバーが,域 内エネルギ・一需要

の急増に起因するさまざまな問題に的確に対

応 してい くには,そ の葭提 として,域 内のエ

ネルギー情i勢・エネルギー問題について,メ

ンバー間の共通認識の醸成が不可欠である。

ワーキンググループや専門家会合,さ ちには

数々のワークショップ等これまでのAPEC

の活動 を通 じて,共 通認識は徐々に醸成され

つつあるが,一 層の進展 を図るべ く,「アジア

太平洋エネルギー ・リサーチセンター」を設

立 し,APEC「 エネルギー需給見通 し」を

作成することで合意した。

同センターは,本 年半ばに日本に設立する

ことにしておD,APEC加 盟各国 ・地域の
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専門家 を招き共同研究方式で 「エネル ギー需

給見通 し」の作成 を進め,来 年末までにまと

める予定になっている。また,同 センターで

は,需 給見通 しに関連 した諸問題について研

修等を行 うとともに,域 内のエネルギー機関

との間でインターネッ トを利用 したエネルギ

ーネットワー クを構築 して1青報 を交換す るこ

ととしている。

中長期的には,域 内のエネルギー問題に関

す る共通認識が高まった段階で,エ ネルギー

政策に濁するAPECメ ンバーの共通 目標 に

ついて,大 臣レベルの合意 を得 ることとして

いる。この政策 囲標は,エ ネルギー供給途絶

の リスクとその影響,エ ネルギーの利用に伴

なう環境への影響等,広 範囲な問題に対処す

るものになると予想され る。 さらには,メ ン

バーが相互にエネルギー政策 を紹介 し,検 討

し合 う相互審査 を併せて実施することとして

いる。

我が圏 としては,こ うした活動 を通 じて,

APECを 緩やかなエネルギー政策協調の揚

として育成 していきたいと考 えている督

害要因について議論 し,そ の訂腿策 を探るの

が本テーマの提起に嶺たっての狙いである。

電力 インフラの整備 は,需要の急増に対 し,

BOO(BuiEdOwnOperateゾ 等}こよるプ ロ

ジェクトが数多く浮上 しているものの,反面,

公共性が強 く,政 府の政策が大 きく影響す る

という特性を持つ。本テーマの下では,ま ず,

この電力インフラの投資に影響 を与 える1雛

度,規 制,手 続き上の問題点を明確に し,そ

れ らを取 り除き投資の円滑化を図る指金1作成

か らスター トすることとなった。政府の関与

に関す る論点には,例 えば,電 力の売買契約,

料金等の電力固有なものの他,外 貨転換 ・送

金に係 る政策等電力部門に限定されない包括

的事項 も考 えちれる。本指針は,民 問部門の

意見 を十分に反映 させ るべ く官畏協力の下に

作成 を進め,本 年中の完成を目指 してい る。

その後,電 力以外のエネルギー供給部門へ

の投資についても洞様の検討を行い,長 期的

には,国 境を越えるインフラ整備及びその資

金調達に関連する問題についても検尉対象 に

含め ることで合意 した。

② 投資の促進

優先的テーマの第二は,エ ネルギー分野に

おける投資促進である。

先にも述べたとお り,、域内,と りわけアジア

途上国 ・地域におけるエネルギー需要増に適

切に対7応す るためには,多 額の投資が必要 と

なる。一方,こ の投資を公的資金のみに依存

するのは限界があ り,民 間資金の円滑な供給

が不可欠 となる。そこで,斑 間資金供給の阻

③ 環境負荷の低減

優先的テーマの第三は,エ ネルギー分野に

おける環境負荷の低減である。

エネルギー ・ワーキンググループは,こ れ

までエネルギー ・環境問題について専門家の

会合等で検討を進めてきたが,従 来の取 り組

みは,ク リーン ・コール ・テクノロジーに関

す るものが大宗を占めていた。石炭は,AP

EC域 内において石油 と並ぷ主要エネルギー

*BOO=発 電所建 設などの海外協力形態の一つで,建 設後 も引続 き設備 を所有 し運転を行 う方式。一定期 間運

営 した後,設 備 を相手国に譲渡す る方式は,BOT(BuildOperationTransfer)方 式 と呼ばれる。
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源であ り,特 に中国においては7割 を越す一

次エネルギー供給源であることから,そ の利

用に際 し,環 境負荷 を低減させ るクリーン ・

コール ・テクノロジーの重要牲は変わらない

が,今 後は,そ れに加 え,再 生可能エネルギ

ーや省エネルギー技術の滋入について も活動

を拡大 してい くことで合意 した。

中長期的には,気 候変動問題対応のための

多國間協カプログラムを検討 してい くことと

なり,そ のプログラムには,「気候変動粋組み

条約」における 「共同i爽施」につながる実証

プ ロジェク トを含めることが合意された。我

が国は,そ の一つ として,「石炭層メタンガス

の回収 ・利用プロジェクト」を提案 し,「行動

計画」に盛 り込 まれた。

○ 石炭層 メタンガスの回収 ・利用プロジェ

ク ト

メタンガスは,二 酸化炭素の20倍 か ら60倍

の温窪効果を有するといわれている。APE

C諸 国 ・地域は,石 炭採掘による世界全体の

メタンガス放 出量の半分以上 を放出 してお

り,し か も,そ の量は石炭生産蚤の増力轟等に

伴い今後ます ます増大す る傾向にある。

一方,中 国等の途上函は,炭 坑採掘時に発

生す るメタンガスをほとんど未利用のまま大

気中に放 謝している。このメタンガスを回収

し燃焼 させ て発電等に利用するプロジェク ト

を,APECメ ンバーによる共同事業 として

実施 し,エ ネルギー有効利用と環境負荷低減

の一君二鳥を目指す というのが我が国提案の

骨子である。

具体的には,日 本,米 国,豪 州等のAPE

C加 盟先進国が協力 して,中 国,イ ン ドネシ

ア等の域内産炭国においてメタンガス翻収 ・

利用の実証プラン トを設置するとともに,併

せて開逗技術についての研=修を実施 し,さ ら

に,こ うした事業の成果を基に,メ タンガス

回収 ・利用事業の温暖化防止効果等について

の評価手法を検討していくこととしている。

「共隅実施」については,「 気候変動砕組み

条約」の纏約国問で,い まだそのスキームに

ついての合意はなされておらず,い わゆる「共

岡実施活動」の実績を稜み重ねていく段階で

ある。 しか し,世 界全体の半分の温暖化ガス

を排出しているAPECが,将 来の 「共同実

施」に向けての取 り組みを始めたことには大

きな意義がある。我が醐は,上 記の 拓 炭層

メタンガス回叡.・利用プロジェク ト」の推進

はもちろんのこと,同 様のプロジェクトの開

拓 ・推進に積極的に取 り組んでいきたいと考

えている。

④ エネルギー基準のハーモナイゼーション

優先的テーマの第嗣は,エ ネルギー基華の

ハーモナ イゼイションの推進である。

このテーマは,一 義的には,省 エネルギー

に関す る基準のハーモナイゼイションを念頭

に駈いてお り,試 験基準や試験機関の相互承

認及び試験結果の受入れについて,1999年 末

までに合意に達することとなった。

5.ま と め

以上,エ ネルギー分野のAPEC「 行動指

針」・「行動計画」の内容について説明して き

たが,そ れは取 りも直さず,現在 までのエネル

ギー分野におけるAPECの 取 り組みの集大

成 ともいえる.本・年は,合意 した罫行動指針」・

ギ行動計画」を実行に移すスター トの年であ
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り,我 が国としては,引 き続き積極約なイニ

シアチブ を発揮 していきたいと考えている。

最後に,私 の感想めいたものを一言述べ る。

この一年半の間で,本 稿で述べてきたAPE

Cプ ロセスを経て,首 脳レベルによる 「行動

指針」の合意 という成果に灘達 し得たのは,

大きな喜びであった。それに加え,APEC

の場を通 じて,従 来エネルギー分野において

それほど頻繁な交流の無かったメンバー国 ・

地域,と りわけアジア途上国 ・地域の方々 と

定期的に会合 し,ま た情報交換 をし合 う機会

を持ち得たことは,大 変勉強になった.ま さ

に,こ うした機能がAPECの 持つ大きな役

綱であると実感 した。

APECは,Z8の 加盟翻 ・地域から成る組

織ゆえ調整には著労する面があるが,世 界の

成長センター を包括 し,エ ネルギー消費の面

では,盤 界の半分 を占めるというマグニチュ

ー ドの大 きさか らすれば,む しろメンバー数

が18と い うのは コンパ ク トである とも言 え

る。今後,APECが,世 界のエネルギー問

題 を議論 し,解 決 してい くための重要なフォ

ーラム として成長することを念願 している。
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ア ジア ・太平洋地域 の

エ ネルギー事情 とわが国の戦略
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1.外 交 問題 化 して い るエ ネ ル ギ ー 問 題

2.顔 の 見 え な い ヨ本 か ら,顔 の あ る 日本 へ

一 ア カ ウ ン タ ビ リテ ィー の 発 揮 一

3.ア ジア の21世 紀 一 何 に 困 るか 一

垂.屡 本 に 何 が で き るか

5,わ が 翻 の 戦 略

1.外 交問題化 しているエネルギー間題

1992年 の俗秋プラジルサ ミッ トは,地 球環

境問題 を外交の課題に位置付けるのに成功 し

た.「気候変動粋組条約」の第 ヱ回締約屡会議

が1995年3月 末か ら2週澗にわたt)ベ ル リン

市で開催 され,い よいよ2000年 以隣の温室効

果ガス排出置掬制の目標値設定に向か って秒

読みが始まった。

筆者は,非 政府組織(NGO)か らの参加者

の一人としてこの歴史的環境外交の場 を眺め

ていたが,眺 めていただけでほんの二度発言

しただけの参加でしかなかったの を,今 でも

悔 しく思っている。

最初の一一pa間,NGOの 会議 はまるで「共同

笑施(J.L,JointImplementation>」 を巡っ

ての駆け引きか と思 う程,J、1,の 宣伝がすさ

まじかった.米 蜀政府は,毎 日夕方5隠 に米

国の考え方を説明する場を設定 し,その中で,

既に米国企業の多 くが途上濁での省エネや太

陽光発電,あ るいは森林保全や植林に資金 を

提供 して,そ の結果排出量が肖職 されるCO2

の量,あ るいは炭素 として固定されるCO2の

墨を米国政府にレ潔一 トしていると強調 して

いた。米国政府と呼搭 して,WorldBusiness

CouncilforSustainableDevelopment,環 境

保護団体などがワー クショップやシンポジウ

ムを開いて,先 進劉企業が地球環境問題の解

消に貢献できると,ま るでキャンペー ンを張

っているようだった。また,米 国政府は,途

上圏60ヶ 国の専門家に研究資金を提供 して,

各国が気候変動により産業,食 糧,気 象など

にどのような影響を受けるか,夫 々カン トリ

ーレポー トを作成させていることを宣伝 して

いた。そして14ヶ 厨分については概要版 を配

布 していた。

実際の外交の場では,2000年 以降の温i蓋効

果ガス排出量抑鵜の目標値を設定する議論そ

の ものが成立せず,第2回 締約国会議で議論

の まとめ方,す なわち目標値 を決める方法を

編者注:本 稿は,{財)エ ネルij-一一一総合工学研究所が開催 した 「第131画 月例研究会」(平成7年 犯月〉におけ

る講演内容 を,本 誌へ の掲載のため文章化 していたfい たものですe

一39一



決め ることとなり,そ の方法に基づいて第3

回締約国会議で目標値を決めることに落ち着

いた。その第3回 の会議は,十 中八九京都で

開催される。よって,当 然議長国は日本 とい

うことになる。ベル リンの会議で,く だんの

J.1.は,1999年 までに主に先進国の間で試行

され ることになった。希望すれば途上国 も参

加 できるものの,本 質的には先進国側が温室

効果ガス排出量 を抑制すべ きだ という途上国

側の主張が通った形になった。

さて,舞 台は1995年ll月APEC首 脳会議に

移る。前述の第3回 会議 を京都で開催すると

したら,米 国はJ.1。 を条件 に持 ち出 して く

る。筆者は,途 上国がJ.1.の 施行 を認めるよ

うにわが国がネゴシエー ションを取っておか

ないと,京 都で 「気候変動枠組条約」そのも

のが破談になって しまうことを恐れていた。

したがってベル リンか ら帰国 してす ぐに,日

経産業新聞の 「て くのろじ一考」のコラムで,

日本が政府開発援助二国間借款で海外援助 し

てきた資金 を,返還 して もらわずに例えば「植

林 日本基金」 として活用 してはどうか と提案

した。

植林 には地域性がある。それに大規模植林

を可能にす るための技術開発 も必要である。

日本の民 ・官の研究機関が開発 している技術

を実用化するための研究 も含めて,各 国に研

究開発援助 と植林事業 を展開していくのだ。

1ha当 りの植林費用 は500USド ル程度 であ

る。昭和55年 の政府開発援助二国間借款額が

13億 ドルであったが,年 間13億 ドル を充当す

ると2.6万km2の 植林が可能にな り,昭 和63

年 の35億 ドルは7万km2の 植林資金 になる。

熱帯雨林なら夫々年間0.2億 トン,0.6億 ト

ンの炭素固定を可能にする。 ちなみに,日 本

では年間2.5億 トンの炭素 をCO2と して排

出しているので,後 者なら毎年その24%を 吸

収す る森林を復興できる計算になる。10年 間

続けると森林面積が10倍 にな るので実に240

%に なる。 この分のCO2吸 収 を当該国 と日

本で仮に半分ずつCO、 排 出権 として分ける

ことが国際的に承認されれば,ア ジア諸国 も

わが国も21世紀への展望が拓けて くる。まさ

に,JointImpleme航ationの モデルケースに

なると言えよう。

話はAPEC首 脳会議に戻 るが,J.1.の 試

行に対 して先進国 も途上国もその施行可能性

を協力 して追求 していこうと合意されたよう

である。また,日 本政府は1996年 度 より 「ジ

ャパンプログラム」 と称 して,日 本の民間,

政府研究機関等に」.1.の 試行 を呼びかけて

その効用の見通しをたてようとしている。一

歩前進である。ただ,今 の ところ民間機関が

J.1.を 試行する場合,免 税措置など税制上の

優遇がなされていないようなので,政 府が本

気にJ.1.を 考 えているか否かが明白にな る

のはこれからであろう。しか し,1997年 の第

3回 締約国会議の議長国になるには,少 なく

とも1996年 秋までにはAPEC諸 国の間で2000

年以降のJ.1.の 見通 しを明 るいものに して

お く必要がある。 日本がこの 「2000年以降の

温室効果ガス排出量抑制 目標設定」 という難

題を解 く重要な役割 を演 じられたら,日 本の

国際的地位は実質的なものになるにちがいな

い し,グ ローバルな環境の歴史に名を残すだ

ろう。 これこそ子孫への遺産なのである。

さて,一 体 どの程度温室効果ガス排出量 を
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抑 制 す れ ば 良 い の だ ろ うか 。

「気 候 変 動 に 関 す る政 府 間 パ ネ ル(IPCC)」

の最 近 の レ ポー トか ら例 を 引 い てω,図1に

示 すS35。,S45。,S55。,S65。,S75。 に注 目 し よ

う。図1の 下 図 は年 間 のCO2排 出 量 の推 移 を

示 した もの で,こ れ に 対 応 して 上 図 に大 気 中

のCO2濃 度 を予 測 して い る が,仮 に産 業 革 命

以 前 のCO2濃 度 の2倍 で あ る550ppmで 飽

和 す る ケ ー スS55。 を選 択 し て み よ う。S,,。

で は2000年 の グ ロ ー バ ル な 人 工 的 なCO2排

出 量 を70～80億 トン(C換 算)と み な し,2000

年以降2100年 まで大略70～80億 トンのまま推

移 し,そ れ以降CO2排 出量を削減 して2200年

には40億 トン程度になるとみなしている。

大気中のCO2濃 度が産業革命以前の2倍

になるケースは多くの人達によ り検討されて

いて,平 均気温が2～3℃ 上昇することと,緯

度の高い地域の気温上昇が著 しいことがほぼ

受入れ られている予測であろう。そこで,2000

年のCO2排 出量を70億 トンとして,2100年 ま

で年間排出量70億 トンと一定で推移す ると想

定する。また,先 進国 と旧ソ連・東欧では2000

(ε
n
n
)
遡
黙
創0
0
恐
蠣

880

790

600

500

408

390

6

5

(㌣
ε

≧
)
釈
翼
纈
姦

毯

湾

3

9
L

0

200

1908195020002050210021592200225023{〕0

年

大 気 中 のCO2濃 度 安 定 化 の シ ナ リオ

20

15

0

仁U

(世
＼
ハ
ニ
遡
9
鰍
巡
裸
週
)

翻
翌
鎚穐
0
0
や
租
H
<

e

顔

&
聾雄

1900290021002200
年

大 気 中CO2濃 度 安 定 化 に 必要 な排 出抑 制 の 経 路

鍾
堪糖
、。
。
租
H
<
e
塁

↑

2390

図11PCCに よるCO2排 出 量 と大 気 中CO2濃 度 の関係 の予 測

一41一



年 以 降 毎 年1%の 割 合 でCO2排 出 量 を 削 減

して い き,削 減 した分 は 途 上 国 の排 出 量 が増

え て い く と想 定 す る。 そ う した場 合,入 ロ増

加 の 著 しい 途 上 国 で は,一 人 当 りのCO2排 出

量 は2000年 以 降 増 え るの だ ろ うか,減 る の だ

ろ うか 。

1990年 の 各 図CO2排 出 量 を表1よ うに 見積

も る と,先 進 国25.9億 トン/年,旧 ソ連 ・東 欧

13.3億 トン/年 とな る。ち な み に この 年 の グ ロ

ー バ ル な 人 工 的CO
2排 出 量 合 計 は58億 トン

だ っ た の で,58億 トンか ら25.9億 トン と13.3

億 トン を 引 い た 残 りの18.8億 トン/年 が 途 上

国 か らの排 出 量 とい う こ とに な る。 簡 単 の た

め に,2000年 の 排 出 量70億 トンは,58億 トン

の1.2倍 に 当 るの で,先 進 国,旧 ソ連 ・東 欧 そ

し て途 上 国 の2000年 にお け る排 出量 を1990年

の 排 出 量 の1.2倍 とみ な し,先 進 国 と 旧 ソ

連 ・東 欧 か らの排 出 量 は合 計47億 トン/年,途

表 璽 各 国 のCO2排 出量(1990年)

単位:億 トン/年

先 進 国 旧 ソ連 ・東 欧

国 名 CO2排 出量 国 名 CO2排 出量

日 本 2.9 旧 ソ 連 10.6

オース トラリア 0.7 ポ ー ラ ン ド 1.0

カ ナ ダ 1.1 旧 ユ ー ゴ 0.4

米 国 13.1 ル ー マ ニ ア 0.5

英 国 1.5 ハ ン ガ リ ー 0.2

イ タ リ ア LO

オー ス ト リア 0.1

オ ラ ン ダ 0.4

ギ リ シ ャ 0.2

ス イ ス 0.1

ス ウ ェー デ ン 0.1

ス ペ イ ン 0.6

デ ン マ ー ク 0.1

ド イ ツ 2.6

ノ ル ウ ェ ー 0.1

フ ラ ン ス 1.0

ベ ル ギ ー 0.3

合 計 25.9 合 計 13.3

上 国 か らの 排 出 量 は23億 トン/年 で あ る と仮

定 す る。次 に47億 トン/年 を毎 年!%ず つ 削 減

して い く と,2010年 に は42.5億 トン,2050年

に は28.5億 トン,2100年 に は17.2億 トン とな

るの で,70億 トンか ら これ ら の数 値 を引 い た

残 りが,途 上 国 か らの 年 間 排 出 量 とな り,そ

れ は2010年 に27.5億 トン,2050年 に4L5億 ト

ン,2100年 に52.8億 トン と な る。

他 方,途 上 国 の 人 口 を2000年 に51億,2050

年 に87億,2100年 に97億 と想 定 す る と,2000

年 を!と した と きの 途 上 国 の 人 口,CO2排 出

量 は 次 の よ う に な る。

2000年2050年2100年

人 口 基 準=1.01.711.90

CO2基 準=1.01.802.30

CO2/人 口 基 準=1.01.051.21

す な わ ち,途 上 国 で の 一 人 当 た りCO2排 出

量 は2000年 ～2050年 で ほ ぼ 一 定,2100年 で は

2000年 の1.2倍 とい う こ とに な る。

以 上 は ひ とつ の 目安 で あ る 。CO2排 出 量 を

温 暖 化 な どの 気 候 変 動 が 人 類 の 生 存 を脅 か さ

な い範 囲 に抑 制 す る と して,そ れ が 大 気 中 の

CO2濃 度550ppmで あ る か 否 か は 議 論 の 分

か れ る と こ ろ で あ ろ うが,先 進 国 と旧 ソ連 ・

東 欧 の 年 率1%削 減 が,途 上 国1人 当 た りの

CO2排 出 量2000年 水 準 維 持 と い う痛 み 分 け

に な りそ う な の で,550ppm程 度 す な わ ち 図

1のS55。 シ ナ リオ に 議 論 が 収 敏 す る の で は

な い だ ろ うか 。勿 論JointImplementationも

導 入 され る だ ろ う。

1995年 秋には国際連合設立50周 年 を迎 え

た。国連加盟国が増えたので,安 全保障理事

会常任理事国の数 と選び方の見直 しが検討さ

れてお り,50周 年を期 して 日本 とドイツが追
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加 される見通 しであったが,種 々の意見が集

約出来ずに現在 に至っている。国連資金の分

担金の多い日本が常任理事国に加わることへ

の反対は殆 ど無いので,今 年秋にはその可能

性が濃 くなる。

以上のように,「 気候変動枠組条約」第3回

締約国会議議長国(1997),国 連安保常任理事

国入 り(1996)と いう国際舞台が用意されて

いるのに対 して,巳 本が「気候変動枠組条約」

を具体化 してい くための シナ リオを構築 し

て,外 交の場 でそれを提示 しつつ,立 場の異

なる国々 をまとめてい くことを世界中が注視

している。

2.顔 の見 え な い 日本 か ら,顔 の あ る 日本 へ

一 「ア カ ウ ン タ ビ リテ ィ ー」 の 発 揮 」一

「責任」という概念は,「 レスポンシビリテ

ィー」 と 「アカウンタビリティー」か ら成 り

立っている。今までの 日本の外交にはレスポ

ンシビリティーはあってもアカウンタビリテ

ィーは無かった。殆 どの人達はアカウンタビ

リティーが極めて重要なことであると気付い

ていなかった。

経済的に,人 口的にあるいは軍事的に無視

で きない規模の国が,自 国の生存をかけて21

世紀に向けて何かを準備す るとしよう。国内

経済の仕組みを変えて,も っと国内で競争原

理が働 くようにす るとか,人 口抑制が必要な

のでその実現に向けての政策を罰則 を以て強

く施行するとか,軍 隊 を石油探査に投入する

とか色々のケースが想定できる。仮にある国

が こうした施策 を黙 って実行 し始め たとす

る。外国に対 して情報が伝わ りに くい国だっ

たら,施 策の実行開始後1～2年 すると,あ

の国は何や ら妙なことをた くらんでいるらし

いとい うニュースが世界を駆け巡 るだろう。

場合によっては国際紛争の種になる。海外企

業の活動が制限され るようになった,人 口抑

制 を受け入れたが らない人たちが周辺諸国へ

国境 を越えて難民 として流出し始めた,あ る

いは国境線が微妙な海域に軍隊が軍艦以外の

船 で配置 されてい る等々の状況 を想定すれ

ば,国 際紛争の種にな りかねないことが容易

に想像 できるだろう。 これは 「アカウンタビ

リティー」の欠落 した国のや ることである。

自己説明責任のことを 「アカウンタビリテ

ィー」と言 う。個人でも企業でも国家でもよい,

影響力のある人や機関が,自 己の理念 を示 し,

それを実現するためにこれか らは,ど んな行

動原理のもとに どう行動するつ もりであるか

を明示す ることが,「 アカウンタビ リティー」

である。明示 したことを実際にどうやって実

行 してい くか,そ してその結果に責任 をもつ

ことが 「レスポンシビリティー」である。

H本 が21世 紀の人類の危機 をどう把え,日

本の立場でどう解決 していこうとす るかを明

示することが必要である。 とくに地球環境問

題 はエネルギー問題,南 北問題 であり,民 族

問題 も絡んで くる複雑かつ総合的な問題であ

る。

平成7年 度に我が国は 「科学技術基本法」

を制定 した。軍事力で国防を実施す るのでは

なく,経 済 と科学技術で国防を実現 しようと

いう考え方である。この場合の国防とは,何

も人工衛星でアジア地域 を監視 しようという

のではな く,人 類の生存に役に立つ科学技術

を創出して,ア ジアをはじめ世界中にこれ を

普及 して,エ ネルギーや環境,食 糧などの問

題の解決に貢献 しようというのである。 日本
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と仲良 くしなければ,国 民の生活水準をある

程度以上 に向上で きないばか りか,国 土保全

もままならない という状態になった とした

ら,こ れが科学技術 を介 しての国防 というこ

とになる。

日本が21世 紀の グu一 バルなCO2排 出量

抑制のシナ リオを,仮 に図1のS55。 のように

描 き,先 進国と旧ソ連 ・東欧のCO2排 出量年

1%削 減を目標値 として提案 し,途 上国につ

いては一一人当た りの排出量を2000年 レベルで

一定に しようと発言す るとしたら
,そ うした

状況下で世界の化石燃料 を今後150年 間 どの

ように開発 してい くか,省 エネルギー を如何

に進めてい くか,わ が国が具体的にどんな役

割 を演 じてい くか を併せ て提示 しなければな

らない。そして我が国の理念の実現に向けて,

我が国に協力する国凄あるいは機関を募 り,

そのための共同で実施する事柄の枠組みを提

示することも大切である。科学技術の開発実

用化 を一緒にや りましょう,そ のメニューに

はこんなのがあります とか,日 本 とJ.1.を

実施するなら日本はこんな便益 を提供 しまし

ょうとか,国 境線の微妙な地域での石油探査

のや り方 を協議す る場 を設定 しましょうなど

については,わ が国からの提案 を待っている

国が少な くないのではなかろうか。

3.ア ジ ア の2雌 紀 一 何 に 困 るか 一

21世紀中葉のアジアは世界人口の半分 を占

め,そ の6割 以上が巨大都市に集中するだろ

う。都市住民が就業できる産業があるだろう

か。あった としてもその産業がエネルギー依

存型でなく,知 識集約型あるいは労働集約型

でなければならない。今でも不足している安

全な飲料水 を如何 にして確保するのか。知識

集約型産業が成 り立つには少な くとも中等教

育が普及 していなければならないが,男 女平

等な中等教育のほぼ完全な普及をどうやって

実現してい くのか。縦軸にその国の人ロ増加

率,横 軸に中学校就学率 をとって多くの国の

データをプロットしてみると,中 学校就学率

を最低限70%に しなければ人口増加率をゼ ロ

にはできないのではないか ということを示唆

する,図2に 示すグラフが得 られる。(2)

多くの人口を支えるには食糧増産が必要で

あるが,こ の ところ世界の穀物生産量は年間

④＼
⑧

寄

如

細

凹

o

o

年
平
均
入
口
増
加
率
(%
/
年
)
(1
9
9
5
～
8
7
)

一1
.0

⑦ ⑭ ⑯

⑳⑳ ⑳ ⑳ ㊧ ⑲

〔〕204{〕608D100

中学校就学率(男子)(%)(1985)

①エチオピア ⑧セネガル ⑮韓国 ㊧イギリス

②ネパール ⑨ギニア ⑯イスラエル ㊧フランス

③タンザニア ⑩ブイリピン ⑰シンガポール ⑳旧西 ドイツ

④ソマリア ⑪ジンバブエ ⑱イラク ㊧日本

⑤スーダン ⑫ペルー ⑲ブルガリア ⑳スウェーデン

⑥レソ ト ⑬ヨルダン ⑳ニュージーランド⑳カナダ

⑦スリランカ ⑭アルゼンチン ⑳ イタリア ⑱米国

図2中 等 教 育 普 及 率 と人 口増 加 率 の 関 係

*緑 の革命:高 収量品種 を開発 し広めてい く技術革新。小麦 ・米などの品種 改良で途上 国の農業生産向上につ

くした。
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18億 トンで頭打ちの状態にある。1960年 代 に

始まった 「緑の革命」*の効用は,そ ろそろ飽

和 してきた。品種改良だけでは増産が容易 で

はない。農耕地の大幅拡大の望みも多くない。

痩せ た,降 雨量にも恵まれない草原なら残っ

ているが,開 拓可能な森林は殆 ど残 っていな

い 。

現在の技術 と現在の採算をべ一スにすると

2010年 頃には生産可能な石油の半分 を使 いき

ってしまうというのが,電 中研の内山洋司博

士(3)と,世 界資源研究所(WRI)の ジェーム

ス ・マッケンジー博士(4)がそれぞれ独立に行

った研究の示す共通 した推定結果である。そ

の頃には石油 ショックが到来 して一次エネル

ギーの価格が2～3倍 になるか も知れない。

そうすると一次エネルギーの採算べ一スが変

わるので,石 油の2～3次 回収,CO2を 大量

に含む低 品質の天然ガス,メ タンハ イ ドレー

ト,海 水中の溶存ウラン,オ リノコタールな

どが開発の対象になる可能性がある。

食糧増産に大量のエネルギー を必要 とし,

そのエネルギー価格が高騰す ると今 までとは

ちがった貧富の差が生 じるか も知れない。 と

いうのは,小 麦 と原油の交換比率 を原油1バ

レルに相当す る価格の小麦をブッシェルで表

示 して示す と,1950年 かち1973年 までずっと

1だ ったのが,1974年 ～1983年 にかけて上昇

して8に なり,そ の後1990年 には6で あった

よ うに,こ の20年 間エネルギーの方が相 対

的に穀物 よ り高価格 であ った(5)のが2010年

には再 び1に 戻 るか それ以下 になる可能性

があると思 うか らである。人はエネルギー

と食糧 の どっちを選ぶか と言 うと,先 ず食

糧 を選ぶだろう。よって,持 続可能 な農業が

人類生存の鍵 を握 ると思 われ るよ うになる

だ ろう。

現在,世 界の穀物の約4割 が家畜の飼料に

使われている。 もしこれ を全て人間の食糧に

使 うと仮定すると,80億 以上の人ロを養 える

計算が成 り立つ。よって,現 在の食糧問題は

貧 しい人々のロには入 らないが,絶 対量は足

りているので分配に問題があると考 えられて

いる。 しか し絶対量が不足するとなると,飼

料 として売るより食糧 として売った方が有利

になるか も知れない。

この他,大 河川の治水機能を上流 ・中流域

の植林 によってある程度取 り戻さなければ,

かんがい用水の不足や洪水に困るので,CO2

吸収 を兼ねて大規模植林が多くの国で始まる

だろう。

以上の他にも21世紀には困るにちがいない

課題 を表2に 例示 した。表2に は日本でも困

るようになる課題 も併せて示 してあるが,そ

れらの多くは我が国独 自の問題ではなく,グ

ローバルに共通した問題が もとになっている。

4.日 本 に 何 が で き るか

今 までのテクノロジーは,ひ とつのことを

成 し遂げるのに複数の技術を総合化,シ ステ

ム化 してきた。 しか しひ とつのことを成就 し

ても,そ の代わ りに大気や水質汚染など,別

の不都合なことを残 してきたように思 う。

そこで,ひ とつのことを成すと二つ以上の

役立つことを成 し遂げる可能性 を二つ示 して

みよう。

O脱 硫 と食糧増産の二兎を追 う⑥

例 えば中国では一次エネルギーの76%を 石
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炭に依存 しているのに,脱 硫装置が殆 ど普及

していない。 臼本で公害防止装置が普及 した

のは,議 会制民主主義が地方 自治体にまで徹

底 されていたか らで,公 害防止を主張するこ

とが地方議員の当選に必須の条件であったの

も大 きな理由である。

中国では別のインセンティブを考える必要

がある。そこで農耕地の開拓がままならず,

逆に経済成長のために農耕地 を犠牲にしてい

ることを鑑み,来 るべき食糧不足の解消ある

いは農民の農耕地不足の解消のために,脱 硫

装置の普及が必要であるというロジックを考

えた。

詳 しくは 日本エネルギー学会誌1995年12月

号の特集記事に譲 るが,中 国には石膏を添加

すると農耕地に変わる不毛の土地が10万km2

以上分布 している。pHIO以 上のアルカ リ性

土壌でナ トリウム塩が集積 している。石膏の

カルシウムがナ トリウム と置換すると,土 は

団粒構造 を取 るようになるこ とが判 ってお

り,筆 者ら(6)はポッ トで麦を栽培す ることに

より確認している。

よって,脱 硫装置から排出される石膏が土壌

改良材になるので,不 毛のナ トリウム塩類土

壌地帯 を穀倉地帯に変 えるこ とが可能 であ

る。pH8～10の アルカリ土壌にも適用できる

こと,酸 性の電気集 じん装置による捕集灰

(EP灰)も 土壌改良材に適 している可能性が

高いことなどが解 ってきつつある。こうした

土壌改良材に,(株)テ クノサービスの青木部

長が開発 して商品化 されている石炭灰からつ

くったケイ酸カ リ肥料を添加すると,遅 効性

表2こ の ま まい く と将 来 困 る こ とは何 か

項 目
年

世

界

日

本

食 糧

エ ネル ギー

緑 の 喪 失

人

社

口

会

資

環

社

源

境

会

エ ネ ル ギー

1990 2000 2010 2020 2030 2040 2050

分配の問題

スラム化進行

絶対量不足(穀 物の高騰)

漁業資源枯渇

石 油,天 然ガ スの 高騰

CO2排 出 量窺制

CO2吸 収源 として の植林

大洪 水,水 不足

難民 ・流 民 の激増

世界経済 ・政治
バランスの再構築

高品質石炭の高騰

アジアの高齢化

気候変動の顕在化対策

燃料価格高騰 食糧の高騰

CO2排 出量規制 酸性雨被害顕在化

温暖化に伴う気候不順

出生率低下 社会の高齢化 く福祉,労 働力不足)

国際化に伴う治安悪化

石油,天 然ガスの高騰 高品質石炭の高騰

CO2排 出量規制

良質の労働力不足

Pu問 題(FBR開 発の国際的認知)
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綿灘 艶

① 南極海の海水か ら分離 した植物
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② 南極海産植物 プランク トンNitzschiasp.の

増殖速度 と鉄濃度の関係

(クリー ンルー ムでの室内培養実験結果)

③ 南極 海 での船 上 鉄 添 加 培養 実 験 に お

け る クロUフ ィ ル濃 度 の経H変 化

(鉄濃 度:無 添加==◎.16×10'9mo1/1itre,

鉄 添 力B・1.23×10一"mol/1鷲re)

太平洋
亜寒帯域

太平洋
赤道域

南極海

植物 プ ランク トン増 殖速度

(divi$ond-1)

09.20.40.60.81

④ 栄養塩が豊富に存在するにもかかわらず植物プランクトン量の少ない外洋高栄養塩海域

(①太平洋亜寒帯域,② 太平洋赤道域,③ 南極海)と,そ れらの海滅 における植物プラ

ンクトンの増殖速度に及ぼす鉄添加の影響(㊧:当 所研究所が船上添加実験した観測点)

図3海 洋の植物プランクトン増殖に鉄分が鍵を握るω
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なので優れた土壌改良が可能になる。

○ 鉄分の海洋散布が もた らすCO2吸 収 と

魚獲量倍増の効果(7)

海洋で栄養塩が豊富に存在す るにもかかわ

らず,植 物プランクトンの量は多 くない海域

がある。図3は 太平洋亜寒帯域,太 平洋赤道

域,南 極海で電中研の武田主査研究員が取水

して,鉄 分 を添加すると植物プランクトンが

増殖す ることを確認 した結果(7)を事例 として

示 したものである。

その後,米 国のグループがガラパ ゴス諸島

の海域で実際に鉄分 を海洋表面に散布 して植

物プランク トンの増殖を確かめてお り,海 水

中のCO2濃 度の低下,プ ランク トンが光合成

によって固定 した炭素の量などについて検討

し,温暖 化抑制の方策 としてCO2吸 収に効果

があること,CO2吸 収量は海水中の鉄分濃度

か ら計算 した理論値通 りであること等を認め

ている。(8)

年間10億 トン程度のCO2(炭 素換算)を 極

めて経済的に吸収 し,動 物プランクトンや魚

などに食べ られなか った植物プランク トン

は,死 滅すると海底に沈む。よってCO2吸 収

の有力手段であると期待できる。国際的な共

同研究を行い,環 境に害 を与えない範囲で,

かつ効果的な鉄分散布の量や方法が例 えば国

連基準などとして決め られると良い と思われ

る。

また,植 物プランクトンが大量に増殖す る

と,漁 業資源が豊かになるので,こ こ数年1

億 トンと頭打ちだった漁獲量を2～3倍 に増

やせ るようにならないとも限 らない。 日米加

などが協力して実現す るのに適 した新 しい地

球環境 ・食糧対策である。

この方法 をサポー トす るために,日 本国内

で稚魚を艀化 して東シナ海,太 平洋,イ ン ド

洋で定期的に放流す ると効果がある。筆者が

沖縄の水産試験所で稚魚の放流効果を質問し

た ところ,放 流 した内,成 魚にまで育つのが

数%。 しかしなが ら漁獲量に占める割合は2

～3割 であるということだった。

したがって,大 規模に放流 し,か つ植物プ

ランクトンの増殖 と併せて行 うと,タ ンパ ク

源 としての魚肉の増産 に貢献できるようにな

る。そして,日 本が行 う稚魚の放流 と鉄分散

布が,ア ジアやAPEC諸 国などに とって欠か

せ ない事業になるであろう。 これこそ日本の

国防に役立つ事業である。

以上の他 に も経済成長 ×環境 とい う概念

で,環 境保全が経済効果 を生むような事業 を

考案すると,あ るいはエネルギー ×環境 とい

う概念でエネルギー開発が環境保全にもなる

ような知恵のある事業を考察すると,持 続的

な成長あるいは持続的な開発が可能になって

くる。

と こ ろ で,イ ン ドは21世 紀 中葉 か ら後 半 に

中 国 を抜 い て 人 口世 界 一 に な るの で は な いか

と言 わ れ て い るが,食 糧 増産 の 見 通 しは 暗 い

と思 わ れ る。筆 者 が1994年3月 に デ リー に あ る

国 際 稲 研 究 所(IRRI,InternationalRice

Researchlnstitute)イ ン ドオ フ イ ス を訪 れ た

時,デ リー 北 方 を流 れ るガ ン ジ ス 河 は6～8月

の 雨 季 に何 度 か 大 洪 水 を もた ら し,乾 季 の 河

巾5kmが,実 に500kmに な る と聞 い た。水

深1.5mの 巨 大 な水 平 原 が 広 が り,稲 は 茎 を

ず ん ず ん伸 ば して穂 を水 面 に 出す 。養 分 が 茎

に 使 わ れ る の で,1ha当 た りの 収 量 は1～2ト
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ン程度 と少ない。また,乾 季を迎 えると9ヶ月

間雨は一滴 も降らない。イン ド大陸がその昔

ヒマラヤに衝突 したので,石 灰岩の層が地下

に横たわっている。

こうした状況下で穀物の収量を増すには,

現在の一期作を雨季の水 を地下ダムに貯 える

など,治 水によって3～4期 作 にすれば良い。

その技術 を創れるのは日本 ぐらいではないだ

ろうか。 イン ドに限 らず,ア ジアのモンスー

ン地帯では水事情は殆 ど同様 で,雨 季と乾季

が明瞭である。 日本が雨季の水を乾季に使え

るような治水事業を行えば,そ の地域の穀物

生産量が2～3倍 になるだろう。他方では,バ

ングラデシュの大洪水 を克服す る事業も考案

できるかも知れない。

エネルギー開発は穀物増産以上に微妙な問

題 を含んでいる。海底の石油開発は国境問題

ひいては軍事衝突に発展 しかねない。米国と

協力しつつ,新 技術 を適用することになるだ

ろうが,残 念ながら日本はこの分野で技術力

が強 くない。

つ成果 を出すことで,も うひとつは10年 後に

大 きな成果を生む可能性 を秘めた研究 を育て

ることである。研究所 を日本 と読み代 えれば,

日本の貢献策が見えて くるような名 言であ

る。

ブラッグ博士は,X線 回析の,あ の λ ・2d

sinθを見つけた人である。その後,こ の式を

もとにしてX線 解析学そして結晶構造学を開

拓 した。今 日のDNA構 造学 もブラッグ博士

の研究が発展 したものである。

さて,わ が国が今す ぐ国際貢献できそうな

課題 を列挙 してきたが,も うひ とつ例示する

なら,石 炭水混合燃料(CWM)の 国際規格を

つ くることではないだろうか。21世 紀中葉ま

でには高品質 の石炭が枯渇す る可能性 があ

る。低品質の石炭 を脱灰 して高品質のCWM

をつ くり,こ れを国際市場に出すようにすれ

ば,わ が国が開発実用化 している石炭利用技

術が世界中で使 えるようになる。 よって,技

術移転により高効率環境保全技術を世界中に

普及できるようになる。

CO2を 半分以上含 む低 品質の天然ガスを

有す る中小ガス田は広 く沢山分布すると言わ

れてお り,こ れを有効活用するにはメタノー

ル化の小型プラン トを開発 したい。今の とこ

ろCO2やH20(水 蒸気)と メタンが共存す る

条件下でアルコール を合成する反応を促進す

る触媒が見つかっていない。従来の触媒研究

の延長上には見つか らない可能性が高い。ゆ

えに,新 しい触媒反応 を見つけるような基礎

研究から始めなければならない。

X線 回析のブラッグ博士は,研 究所長の役

割 を二つ示 している。ひ とつは今す ぐ役に立

研究所で10年後に大きな成果を生む可能性

を秘めた研究 を育てることは,グ ローバルな

貢献という日本の役割で考 えると,30年 後に

大きな成果を生む可能性を秘めた研究の芽を

見つけ,そ れを国際共同研究にまで拡げるこ

とではないだろうか。将来必要 となる耐塩性

植物の遺伝子利用,海 水の微量成分 を抽出し

て世界の土壌に散布 して生物界の健康 を守 る

方法,将 来の人々が受け入れるプル トニウム

の新 しい利用法,核 融合,常 温超電導などが

この分類に入るだろう。
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5.わ が国の戦略

食糧やエネルギー資源の 自給は出来な くて

も,日 本の知恵,技 術,エ ンジニア リング,

マネジメン トなどを総合 した援助や協力があ

って,食 糧増産やエネルギーの有効利用が可

能になると言われるようになる仕組み,言 い

換 えれば,そ れ程重要 な国際貢献ができるよ

うなエンジニア リングの力を質 ・量 ともに併

せ持つ国になること一これが戦略の第一歩で

ある。

次に,21世 紀の人類の生存に係わる難題に

対 して,日 本がそれをどう理解 し,ど う取 り

組んでい くかを海外に向けて説明す ること。

そして,パ ー トナーが現れたら一緒に何 をど

うや るかをもあらか じめ説明 してお くこと。

国内的には,"何 かを出来 る人"を みつけて,

人物本位,能 力本位 にその人を核 とした組織

やプロジェクトをつ くるようにす ること。そ

うすれば使命の終わった組織は崩す ことがで

き,新 しい組織 を別につ くれるようになる。

過去のシガラ ミで研究開発費を配分 しなくて

済 む よ うに な る。 人 探 し,ス ジの 良 い テ ー マ

探 しが プ ロ ジ ェ ク トつ く りの 基 本 に な る。
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1.は じ め に

現在我が国の電気事業用火力発電で使用 さ

れている石炭,石 油及び液化天然ガス(LN

G)等 の燃料 は,① 供給安定性,② 輸送 コス

トを含めた経済性,③ 環境性,④ 取扱い性の

4つ の条件 を兼ね備 えているが,こ こでは,

現時点で,① は満足す るが,② ～④について

はこれら条件 を1つ で も満足 しない燃料 を

『低質燃料』 と位置づける。すなわち,亜 渥

青炭,褐 炭等の低品位炭,重 質原油,天 然ア

スファル ト及び石油系残渣油やバイオマス等

を指すことになる。

欧州では,古 くか ら自国で産出され る褐炭

等の低品位炭や,製 油所か ら副生され る重質

油(残 渣油)及 びバ イオマス等を火力発電燃

料 として使用 してお り,近 年では,こ れら低

質な燃料 をより高効率 に且つクリー ンに利用

するため,ガ ス化複合発電(IGCC)技 術等の

開発が積極的に進め られている。

低質な燃料の有効利用は,化 石燃料の節約

につながるとともに,火 力発電燃料の多様化

及び発電 コス トの低減に もつながるものであ

り,資 源小国である我が国にとっては,低 質

燃料の利用は避けて通れない課題であると考

えられる。

当所では,資 源エネルギー庁公益事業部発

電課か らの委託を受けて 「高効率発電技術調

査」を実施中であり,こ の一環 として,低 質

燃料利用発電において先進国である欧州の状

況を調査 したので,そ の概要 を報告す る。

2.調 査 計 画

2.1調 査目的

今回の海外調査 は,今 後の我が国における

高効率発電技術開発の方向性等の検討に資す

ることを目的とし,欧 州で既に実証プラン ト

等が建設中のガス化複合発電及び低質燃料 を

使用 している発電設備 を対象に,設 備の設計

思想や仕様,運 転又は建設状況,ト ラブル対

策並びに低質燃料利用の考え方,取 扱い技術

等を調査 した。

調査は,当 所に設置 している 「低質燃料利

用高効率発電技術調査委員会」のメンバーを

中心に,電 力会社の火力関係の方々からなる

調査団を結成 し,実 施 した。

2.2調 査 日 程

平 成7年10月16日 か ら25日 の!0日 間 に わ た

り実 施 した。表1に,調 査 日程 及 び訪 問 先 を,

ま た,図1に 訪 問先 の概 略 の位 置 を示 す 。
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表 肇 調査日程及び訪問先

月 日 訪 問 先

10月16霞

(月)

エ ンバ イア ロ ・パ ワー社

(フ ィ ン ラン ド)

10月17日

(火)

エ ス ・ケ ー ・パ ワー社

(デ ンマ ー ク)

10月18日

(水)

シ ェル パ ー ニ ス製 油所

ユー ・エ ヌ・エー(UNA)社 ヘ ムエ グ発電所

(オ ラ ンダ)

10月20β

(金)

エ ネル社

(イ タ リア)

烹0月23ヨ

(月)

エ ル コガ ス社 プエル トヤ ノ石炭 ガ ス

化複合発電実証プ ラン ト

(スペ イン)

10月25日

(水)

スペ イン電力公社プエンテス発電所

(スペ イン)

3.調 査 内 容

本 報 告 で は,表1の 訪 問 先 の 中か ら,フ6

ン ラ ン ドの エ ン バ イ ア ロ ・パ ワー 社,デ ンマ

ー クの エ ス ・ケー ・パ ワー(SKPOWER)社
,

スペ イ ン の エ ル コガ ス社 プ エ ル トヤ ノ石 炭 ガ

ス化 複 合 発 電 実 証 プ ラ ン ト及 び スペ イ ン電 力

公 社(ENDESA)プ エ ン テ ス 発 電 所 の4箇 所

の調 査 結 果 を紹 介 す る。

3.1エ ン パ イ アra・ パ ワ ー 社(フ ィ ン ラ ン ド)

イタ リア

㊧ローマっ㎜掌

図1調 査訪問先の概略位置

逼い 、

エ ン バ イ ア ロ ・パ ワ ー 社

(ENVIROPOWERINC.)は,フ ィ

ン ラ ン ドの プ ラ ン トメー カで あ

る タ ンペ ラ ・パ ワー 社(TAMPEL

LAPOWERINC.)と ス ウ ェー デ

ン の 発 電 会 社 で あ る ヴ ァ ッ テ ン

フ ァー ル社(VATTENFALLAB)

の 出 資 に よ る合 弁 会 社 で あ り,

主 と し て発 電 技 術 に 関 す る研 究

開 発 業 務 を行 って い る。

本 調 査 で は,エ ンバ イ ア ロ ・

パ ワー 社 が 実 施 して い る加 圧 流

動 床 ガ ス化 パ イ ロ ッ トプ ラ ン ト

に よ る,バ イ オ マ ス,石 炭 の ガ

ス化 試 験 状 況 等 を調 査 した。 な

お,パ イ ロ ッ トプ ラ ン トは,フ

ィ ン ラ ン ド ・タ ンペ レ市 の タ ン

ペ ラ ・パ ワー 社 工 場 内 に 設 置 さ

れ て い る。

(璽)バ イオアス利用の考え方

フィンラン ドでは火力発電燃

料 多様化のため,豊 富なバ イオ
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マス資源の活用 を目指 してお り,そ の利用方

法 として高効率で環境性に優れたガス化複合

発電が有望 と考えている。特にヴァッテンフ

ァール社はバイオマス利用に積極的である。

(2)パ イロッ トプラン トの仕様 と特徴

ガス化方式は,多 種多様な燃料に対応可能

との観点から加圧流動床方式を選定 し,ガ ス

化剤は経済性の観点か ら空気 としている。

図2に,パ イwッ トプラン トのシステム系

統図を示す。

パイロッ トプラン トには,開 発要素 のな

いガス ター ビン設備 等 は設 置 され てお ら

ず,ガ ス化 試験運転中に発生するガス化 ガ

スはボイラで燃焼 させ,発 生 した蒸気はタ

ンペ レ市の地域熱供 給用 として売却 してい

る。なお,パ イロ ットプラン トの建設費は約

1億FIM(日 本円で約25億 円)で あ り,全 額

自社 負担 となっている。表2に 設備仕様の

概要 を示す。

(3)ガ ス化試験の状況

1995年5月 までに延べ3,600時 間運転 し,

計5,800ト ンの原料 をガス化 している。ただ

し,連続運転時間は運転員等の人的制約か ら,

最大で2.5週 間となっている。試験開始当初

は,バ イオマスの安定供給,灰 排出系のシー

ル及び石炭ガス化時のサイクロン部詰まり等

の トラブルが発生 したが,現 在は問題な しと

のことであった。

生成ガスの発熱量は,5～6MJ/m3N,炭

素転換率 は98～99%の 実績 を得て いる。 ま

た,脱 硫率は,炉 内脱硫(ド ロマイ ト)で 約

70～80%,乾 式脱硫で95%以 上 となっている。

ただし,バ イオマスのガス化時は,乾 式脱硫

及び2段 目サイクuン の使用は必要ない。

燃料サイロ

バイオ
コークス マス 石炭

講

ir

脱じん
フィルターi

図2ガ ス化 パ イ ロ ッ トプ ラン トの シス テム系 統 図
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表2パ イwッ トプ ラン ト設備 仕様 の概 要

(a)ガス化 炉

・炉 型 式

・容 量

・ガ ス 化 剤

・ベ ツ ド 材

・炉 構 造

・ガス化 温度

・炉 内 圧 力

(b)燃料供 給 方式

加圧 型 内部循 環 流動床 ガ ス化炉

15MW(熱 入力)

空気+蒸 気

ドロマ イ ト,ラ イム ス トー ン,砂

耐 火材構 造(炉 内 での熱 回収 な し)

石炭 時!,000～1,100℃,バ イ オマ ス時800～900℃

30bar

乾 式供 給(ロ ックホ ッパ 方式)

*ロ ッ クホ ッパ は,石 炭 系,バ イオ マス系,ベ ッ ド材系 の3系 統

(c)ガス精製 設備
・脱 じん設備:2段 サ イ クロン 十セ ラ ミッ クフKル ター

*バ イオ マス時 は1段 目サ イ クロ ンのみ を使用

・脱 硫 設 備:炉 内脱硫+乾 式 流動 床方 式

*石 炭 時 は炉 内脱硫+乾 式脱硫,バ イ オマ ス時 は炉 内脱 硫 のみ使 用

*脱 硫 剤;ジ ン ク タイ トネー ト(ZnO・Tio2)

*処 理 ガ ス温度;500℃

*再 生 処 理;窒 素 又 は蒸 気 で希 釈 した空気

*S回 収処 理;湿 式処理(実 用機 では単体 硫 黄 又は,硫 酸 と して 回

収 す る予 定)

*脱 硫 率;炉 内脱硫 で70～80%,乾 式脱硫 で95%以 上

(4)バ イオマス ・ガス化複合発電技術の開発

目標 と今後の計画

パイロッ トプラン トのガス化条件(滞 留時

間等)は 実用機 と同様に設計 されてお り,同

様の炉構造によ り,単機容量 として,250MW

(熱入力)ま でスケールアップ可能 との説明

があった。 なお,中 小容量の場合,酸 素吹 き

より空気吹 きが経済的であるが,熱 入力500

MWク ラス以上になれば,酸 素吹 きでも経済

性が出るとの考えが示された。

現在,実 証プラン トの建設が計画中である。

実証プラン トは,国 内の製紙会社発電設備の

一部 を流用 し
,出 力60MWe+60MWthで,

1996年 から建設開始,1998年 か ら運転開始の

予定である。なお,建 設費は約4億FIM(日

本円で約100億 円)の 予定 であり,一 部政府

か らのi援助が得 られ る見通 しであるとの こと

であった。

(5)所 感

世界の石炭ガス化方式が酸素吹きの方向と

なりつつある申で,熱 入力500MW以 下の容

量では,空 気吹 きが経済的に有利 との判断か

ら,日 本 と同 じ空気吹きガス化炉を開発 して

いる点で興味深い。

また,種 々の燃料 を使いやすい流動床方式

ガス化炉を選定 し,開 発ステップ として,ガ

ス化の容易なバイオマスから取組み,次 に石

炭へ と展開 していることから,非 常に堅実で

確実 な開発ステップ を踏んでいることが判

る。

但 し,パ イロットプラン トは,ガ スタービ

ン,蒸 気ター ビン発電設備等を含めた総合シ

ステム となっておらず,ま た,規 模が小さい

こと及び連続運転時間があまり長 くないこと

から,本 技術の有効i生を現時点で判断するこ

とは難 しいと思われる。
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3.2ヱ ス ・ケ ー ・パ ワ ー社(デ ンマ ー ク)

エ ス ・ケ ー ・パ ワー 社 は,デ ン マ ー ク東 部 の

80%の 電 力 を供 給 す る発 電 会 社 で あ り,4つ

の 発 電 所 及 び7つ の 熱 電 併 給 プ ラ ン トを所

有,運 転 して い る。1994年 末 時 点 に お け る発

電 設備 等 の概 要 を,表3に 示 す 。

エ ス ・ケ ー ・パ ワー 社 で は,オ リマ ル ジ ョン

導 入 の 考 え 方 と今 後 の 計 画,高 効 率 発 電 技 術

開 発 の現 状 等 につ い て 調 査 し た。

表3エ ス・ケー ・パ ワー社 発 電 設備 の概要

(1994年 末)

発電所名 燃 料 設備 容 量*1
[MW]

発 電電 力量
[GWh]

Asnaes*2 石 炭 1,512 7,746

Avedore 石 炭 250 1,747

Kyndby 石炭/ガス 670 26

Stigsnaes 石 炭 413 1,752

小 計 2,845 11,271

熱電併給プラント *3 22L4 528

合 計 3,・66。41・1,799

*1設 備容量は、送電端出力を表す。

*2Asnaes#5(695MW)は1994年 にオ リマル ジョン

焚きに改造
*3石 炭,ガ ス,麦 わら,廃 棄物

(1)火 力 発 電 燃 料 構 成 とオ リマ ル ジNン 導 入

エ ス ・ケ ー ・パ ワ ー 社 の 火 力 発 電 燃 料 構 成

は,1970年 代 当初 は石 油 が90%,石 炭 が10%

程 度 で あ っ た が,1970年 代 半 ば と後 半 の オ イ

ル シ ョッ クに よ り急 速 に 石 炭 へ の 転 換 を進 め

た結 果,1993年 時 点 に お い て石 炭 が90%以 上

を 占め る極 端 な石 炭 偏 重 型 の 燃料 構 成 とな っ

て い た。 石 炭 調 達 に お い て は,経 済 性 を高 め

且 つ 供 給 安 定 性 を確 保 す る た め に,一 国 へ の

依 存 度 が30%を 越 え な い よ うに 供 給 元 を分 散

す る と と もに,価 格 が 安 い銘 柄 及 び安 い 時 期

に 集 中 的 に 調 達 す る こ と を行 っ て お り,貯 炭

量 は1年 分(約500万 トン)に も達 し て い る。

しか しながら,エ ス・ケー・パワー社では,

・今後,石 炭価格の上昇が予想 される

・火力発電燃料調達の柔軟i生を確保

・二酸化炭素排出量の削減が必要

等の理由から,火 力発電燃料 としてオリマル

ジョン導入の検討 を実施した結果,1995年1

月か らアスネス発電所5号 機(約700MW)に

試験的に導入 している。

表4に,エ ス・ケー・パワー社の火力発電燃

料構成 を示す。

表4エ ス ・ケー ・パ ワー社の火 力発 電燃料構成

[%]

燃 料
1993年 1995年

石 炭 99.3 60.0

天 然 ガ ス 2.8 11.1

バ イオマ ス(わ ら) 0.6 1.4

重 油 2.5 3.9

石 油 コ ー ク ス
一 1ユ

オ リマ ル ジ ョ ン } 22.4

(テスト導入)

ア スネ ス発 電 所5号 機 で は,1995年2月 か

ら4月 にか け て 実 施 さ れ た フ ェー ズ1運 転 テ

ス トで,IO万 トン の オ リマ ル ジ ョ ンが 焚 か れ,

燃 焼 性 等 の確 認 が 行 わ れ て い る。 この 運 転 テ

ス ト結 果 に よ り,バ ー ナ ー を改 良 型 に 取 替 え

る と と もに,ス ー トプ ロ ワ増 設 等 の 設 備 改 造

が行 わ れ て い る。

今 後 フ ェー ズII運 転 テ ス トと して,IOO万 ト

ンの オ リマ ル ジ ョンが焚 か れ る予 定 で あ る。

(2)マ ル チ ・フ ユ ー一エ ル ・コ ンセ プ ト

エ ス ・ケー ・パ ワ ー社 で は,火 力 発 電 燃 料 利

用 の新 しい 考 え方 と して 「マ ル チ ・フ ユ ー エ

ル ・コ ンセ プ ト」 の 導 入 を検 討 し て い る。

マ ル チ ・フ ユー エ ル ・コ ンセ プ トとは,石
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炭,石 油,天 然ガス及びバイオマス等の燃料

を1つ の発電プラン トで使用可能 とし,燃 料

調達の柔軟1生を確保するとともに,ボ イラ給

水加熱に天然ガス焚 きガスタービン排熱 を利

用するコンバインドサイクル化によって,出 力

増及び高効率化を図ろうとす る考え方である。

本コンセプ トの概念図を図3に,シ ステム

フU一 を図4に 示す。

本コンセプ トは,コ ペンハーゲンのアベ ド

ール発電所2号 機(現 在は1号 機のみ)に ,

採用される予定である。アベ ドール発電所2

号機にガスター ビンを付加 した場合の性能諸

元を表5に 示す。

アベ ドール発電所2号 機の設備建設費は,
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表5ア ベ ドール発 電所2号 機 の 出力,発 電効率

ケ ー ス 発 電 設 備 出 力

[MW]

発電端効率
*3[%]

GT*1

1台

設 置の

場合

ボ イ ラ ・蒸 気 タ ー ビ ン 375 48.3

ガ ス タ ー ビ ン 70 (57)・2

[総 合] 445 49.5

GT*1

3台

設 置 の

場合

ボ イ ラ・蒸 気 ター ビン 375 48.3

ガ ス タ ー ビ ン 210 (57)・2

[総 合] 585 51.1

注)*1:ガ スター ビン(GT)は ロー ルス ・ロ イス社 製 を

使用す る場合 。

*2:給 水加熱 によ る熱圓収率 を含 む

*3:発 電端効率 は,LHV基 準

押 し込みファン,誘 引ファン及びボイラ給水

ポンプが一系列で,ガ スター一ビン1台 設置の

場合約12万 円/kW,ガ スタービン3台 設置の

場合約10万 円/kWと 見積 もられている。ただ

し,こ の費用には,揚 運炭設備,灰 捨て設備,

港湾設備,土 地代は含まれていない。

マルチ ・フユーエル ・プラン トの発電 コス

トについては,現 在の石炭価格 をべ一スとし

て,天 然ガス価格が石炭の1.5～3倍 の広い

範囲で変化 した場合において も,石 炭専焼プ

ラン トや天然ガス専焼プラン ト(コ ンバイン

ドサイクル)に 比べ有利であるとの説明があ

った。さらに,石 炭ガス化複合発電プラン ト

との建設費及び発電効率の比較例 として,表

6の 試算結果が示された。

(3)所 感

デンマー クは島国であ り,ま た,資 源 を持

たないため燃料の殆 どを輸入す るなど,我 が

国と非常に似 た環境にある。エス・ケー ・パワ

ー社では,燃 料セキュ リティーの確保並びに

発電コス ト安定のため,燃 料の多様化を進め

るとともに,そ れをフレキシブルに運用できる

システム作 りを進めているとの印象を受けた。

マルチ ・フユーエル ・コンセプ トの経済性

については,試 算の前提条件等が不明であ り

直ちに判断できる状況ではないが,経 済的な

燃料のベス トミックスを具現化する方策の一

つ として注 目される。

3.3エ ル識ガス社 プエル トヤノ石炭ガス化複

合発電実証プラン ト(ス ペイン)

エルコガス社は,ス ペイン電力公社,エ ネ

ル(ENEL)社(イ タ リア),フ ランス電力公社

(EDF)等 の電力会社及び欧州のプラン トメ

ーカが共同出資により設立した会社であり,

現在,ス ペインのプエル トヤノで石炭ガス化

複合発電実証プラン トを建設中である。

プエル トヤノ実証プラン トは,ス ペイン国

内で産出す る褐炭及び製油所か ら副生される

石油コー クスを燃料に使用する計画であり,

石炭等の高度利用技術の実証並びに酸性雨等

環境問題の改善に資するとともに,従 来の発

表6マ ル チ ・フユー エ ル ・プ ラン トと石 炭 ガ ス化 複合 発 電 の建 設費,発 電効 率 比較例

発電方式

1995年 ～2000年 2000年 ～2010年

発電 効率

(田V)[%]

建 設 単価

[US$/kW]

発 電効率
(LHV)[%]

建 設 単価

[US$/kW]

マルチ・フユーエル プ ラン ト

(石炭べ 一 ス)
47.5 1,250 50～52 L250

石 炭 ガ ス 化 複 合 発 電 45.3 1,900 50～54 1,300～1,900

注)試 算の前提条件 等、詳細は不 明.
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電方式に比べて経済的に競合可能 なシステム

の確立を目的としている。

(1)建 設工事の進捗状況

実証プラン トの建設サイ トは,プ エル トヤ

ノ'市中心部から車で約20分 の場所 に位置して

お り,周 囲は荒野の状況である(写 真1)。

また,市 街 と建設サイ トの中間に位置する

場所には,レ プソール社(ス ペ インの石油会

写真1建 設サイ ト周辺の状況

社)の 製油所があり,ガ ス化原料の石油 コー

クスはここから供給 されるものと思われ る。

実証プ ラン トの建設状況は,次 の とお りで

あった。

・ガス化炉建屋[コ ンクリー ト建屋+鉄 骨組

建屋]は 建設済であ り,訪 問日の翌週(10

月30日 ～)か らガス化炉本体設置工事に着

手す る状況であった。ガス化炉本体は13の

パーツに分け現地搬入後,溶 接組み立てを

行っている(写 真2)。

・ガスタービン発電設備並びに

排熱回収ボイラ本体 は設置済

みであ り,配 管等の付帯工事

が行われていた。また,空 気

分離後の酸素,窒 素貯蔵 タン

クも設置済であった。なお,

空気分離装置の工事は計画よ

り遅れているとの説明であっ

た(写 真3)。

・クー リングタワー(高 さ120

m)は 完成済。ガス精製設備

義 勝 麟

膏"_〆_・ 、紫1

順 賑1藩鱒
:一

ゼ1.L「 ・
ド 影 .!∫ 卜 命

紅 ㌔ 璋 豊 二 鳳 峯_

蓑響嘩罎 憾 償続
写真2ガ ス化炉建屋及びガス化炉本体(写 真右奥に横た

わっている機器)

並びに上記以外の設備は土木

工事 の段階であった。

(2)ガ ス化複合発電設備の仕様

と性能

表7に,主 要 な設備の仕様及

び性能諸元 を示す。

本実証プラン トの建設 コス ト

は,総 額622.5百 万US$(1,858

US$/kW>と 割高になっている

が,商 用機になれば20～25%低

減可能 との説明があった。なお,

上記の建設費は,土 地代 も含ま

れた値であるが,写 真から判る
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ように建設現場 は荒野の真ん中

であ り,日 本の発電所立地状況

と比較すれば,国 土条件の違い

をまざまざと感 じさせ られた。

(3)今 後の建設工事及び試運転

計画

建設工事及び試運転に係 る今

後の主要 日程(目 標)と して,

以下のスケジュールの説明があ

ったが,現 場の建設状況 を考 え

れば,実 際の試運転工程はかな
写真3 ガ ス ター ビン建 屋,空 気分 離装 置及 び酸素 ・

窒素貯 蔵 タン ク

表7石 炭ガス化複合発電設備の仕様 と性能諸元

(a)発 電 出 力

・発 電端 出力:335MW[ガ ス ター ビン:190MW ,蒸 気 ター ビソ:145MW]

・送 電端 出力:300MW[所 内動 力:35MW]

(b)発 電 効 率:45%(LHV,送 電 端)

(c)ガ ス 化 炉

・炉 型 式:一 段 噴流床 ガ ス化炉(プ レ ンフ ロー炉)

・容 量:2
,600T/D

・ガ ス 化 剤:酸 素

・炉 壁 構 造:水 冷 壁構 造

・ガ ス化 温 度:1
,500℃(ガ ス化炉 頂 温度:800℃,リ サ イ クル ガス に よる クエ ンチ実 施)

(d)使 用 燃 料:プ エ ル トヤ ノ褐 炭 十石 油 コー クス(重 量 比1:1)

(e)燃料 供 給設備 二乾式供 給(uッ クホ ッパ方 式)

(f)ガス精製 設備:セ ラ ミックフdル ター 十 ス クラバー

*硫 黄 は、単体 硫 黄 として回収 す る.

(9)ガス ター ピ ン:シ ー メンス社 製ModelV94.3

㈲ 蒸気 ター ビ ン:高 圧,中 圧,低 圧 の3段

り遅 れ る もの と予 想 さ れ る。

・1996年4月26日:天 然 ガ ス に よ る商 業 運 転

開 始

・1996年6月1日:ガ ス化 炉 試 運 転 開 始

・1997年3月28日:石 炭 ガ ス に よ る商 業 運 転

開 始

(4)所 感

プエル トヤ ノ石炭ガス化複合発電実証プロ

ジェクトは,多 額の開発費用に対す るリスク

回避のため,欧 州主要電力会社及びプラン ト

メーカが共同出資により開発を進めている点

が特徴的である。

褐炭は,水 分や灰分が多 くまた自然発火 し
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易い等取扱いが難 しい石炭ではあるが,一 方

でガス化 し易い石炭であ り,本 実証プロジェ

クトを通 じて,設 備の簡素化等石炭ガス化複

合発電の経済性が向上 してい くことに期待 し

たい。

3.4ス ペイン電力公社 プエンテス発電所

スペイン電力公社が所有す るプエンテス発

電所は,ガ リシア地方ラ ・コルーニャ近郊の

褐炭露天掘 り炭鉱(ア ス ・ポン

テス,AsPontes炭 鉱)に 隣接

する山元発電所である。従来こ

の褐炭 を燃料 としてきたが,褐

炭埋蔵量が減少 してきたこと並

びに硫黄酸化物排出量削減の必

要に迫 られたことから,褐 炭 と

亜溌青炭 とを混焼 させ ることと

し,種々の試験を実施 している。

(1)ア ス ・ポンテス炭鉱の概要

アス ・ポンテス褐炭炭鉱の可

採埋蔵量は1972年 時点で3億 ト

ンである。炭層は約20mで あり,

表土は薄 くドラッグラインの必

要はな く,連 続式採炭機により

採掘 し,炭 鉱内の仮置 き貯炭場

か ら発 電所 ま で総 延 長3,325

m,能 力2,500t/hの ベル トコン

ベヤで輸送 している。採掘量は

毎年1千 万 トン以上に達 してお

り,1993年 の実績は約1千 万 ト

ンで国内炭の約3分 の1を 生産

しているが,こ れまで20年 間の

採掘 による残余埋蔵 量の減少

が顕在化 している。採掘後の埋

め 戻 しに は,発 電所 の 燃 焼 灰,ボ タ,表 土 を

利 用 し,埋 め 戻 し後 に は発 電 所 で 栽 培 し た樹

木 を植 林 して い る(写 真4・5)。

ア ス ・ポ ン テ ス褐 炭 は 高 水 分,高 灰 分,低

発 熱 量(1,600～2,200kca1/kg),高 硫 黄 分 で

あ り,そ の 値 の ば らつ き も大 き い石 炭 で あ る。

(2)プ エンテス発電所の概要

プエンテス発電所は,電 力需要の増加に対

輪羅麹
、

・
慕

写真4褐 炭採掘後の埋め戻し

讐 う

緬ム重 一
"o響 ・凋

・/吻警ζ響 灘〆 匹 デ

写真5埋 め戻し後の植林
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応 して国内資源 を活用す るために立地された

山元発電所 であ り,総 発電設備容量は1,400

MW,1994年 の発電電力量は9,203GWhで あ

り,国 内電力の6%を 供給 している。写真6

に,発 電所の全景を示す。

発 電設備 の構 成は350MW×4基 か ら成

・譲 灘 。

り,1970年 に 設 計,1972～1979年 に か け て建

設 され,1976～1979年 に か け て 運 転 を開 始 し

て い る。 表8に,主 要 な 設備 の 概 要 を示 す 。

(3)褐 炭燃焼に伴 うトラブル事例 と対策

褐炭の燃焼は,図5に 示すように,バ ンカ

ーか ら供給 され る80mm以 下の

馨

礪,

写真6プ エンテス発電所の全景

褐炭を,火 炉出口か ら抜き出し

た燃焼ガスと共に衝撃 ミルで粉

砕 し,6つ のバーナーで,予 熱

2次 空気により燃焼 させ る方式

である。

また,衝 撃 ミルでは微粉砕が

困難であるため,炉 内で発生す

る未燃焼粒子は,炉 底の移動式

グレー ト上でス トー カー燃焼 さ

せている。

運転開始当初のボイラ設備は

褐炭燃焼に適 しておらず,バ ー

表8プ エンテス発電所主要設備の概要

項 目

・発 電 出 力

・貯 炭
,運 炭 設 備

・ボ イ ラ

(FosterWheeler製)

・バ ー ナ ー

・排 煙 処 理 設 備

・タ ー ビ ン

性 能 ・ 仕 様

1,400MW(350MW×4基)

屋 内パ イ ル貯 炭,4パ イル,25万 トン(3日 分)

払 出炭 は磁選 後 、80mm以 下 に破砕 しバ ンカー貯 炭

自然 循環1段 再 熱 タワー ボ イ ラ(高 さ90m)

蒸 発 量1,090.4t/h

蒸 気 条件16.55MPa、540.6℃/540.6℃(設 計値)

火炉 断面15.7m×15.7m

6バ ー ナー,タ ンジェ ン シャル燃 焼(2段 燃焼 採用)

燃焼 ガ ス乾燥衝 撃 ミル6台.

ボ イ ラボ トムに移動 式 グレー ト設置.

電気 集 じん器(3室)の み

集 じん灰 は炉 底灰 と共 に、 炭鉱 にベ ル トコンベ ヤ輸送.

数

気

気

気

長

ト

転
蒸
蒸

璽

熱

終

↓

回
主

再
排
最

ヒ

3,000rpm

162kg/cm2,538℃(設 計 値)

39kg/cm2,538℃(設 計 値)

0.069kg/cm2,38.4℃[湿 式 クー リン グ タ ワー]

33.5inches

1954.4kca1/kWh(44%)
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ナ～への石炭分配,燃 焼空気分配が不適切で

あったこともあ り,火 炉出口燃焼ガス温度が

高 くなり過 ぎ,ス ラッギングの発生,収 熱バ

ランスの悪化,ス プ レー水の増加,ス ー トプ

ロワ蒸気量の増加により,ボ イラ効率が低か

った。

これに対 して1988年 までに,以 下に示す改

造を実施 し,ボ イラ効率の向上や利用率の向

上を図っている。

・エ コノマイザーのボイラ給水流れの改善

・バーナーへの石炭分配,バ ーナー角度の変

更等燃焼システムの改造

・ボイラ出口煙道の磨耗対策 として,バ ッフ

ルプレー ト,ガ イ ドベーンを設置 し,フ ラ

イアッシュの50%を 空気予熱器前で捕集で

きるように改造

(4)亜 渥青炭の混焼

プエンテス発電所の建設においては,電 力

供給が優先され,高 硫黄炭燃焼に対する環境

対策は後回しにされたが,EC加 盟に伴い環

境問題への対応が必要 とな り,硫 黄酸化物排

出量を40%削 減する必要が生 じてきた。また,

褐炭炭鉱の残余埋蔵量の減少に伴い,採 炭寿

命の延命が必要になってきている。

しか しながら,発 電所寿命の問題 もあり新

たな投資が難しく,か つ現状の効率 を維持 し

てい く必要 もあることから,褐 炭 とほぼ同じ

性状で硫黄分が低い輸入亜渥青炭 を混焼す る

こととし,1991年 か ら試験的に燃焼し,1994

年か ら本格的に燃焼 を始めている。

現在3基 のボイラ設備改造が終了 し,混 焼

している。残 り1基 も来年改造 し,以 降は褐

・EヨII

F次 ・・ノマイザ■

ヒ 次工・ノマ・ザ■

一
L遡 兜

図5褐 炭使 用 時の ボ イ ラ燃 焼系 フ ロー 図
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炭の専焼は行わないとのことであった。

使用 している亜歴青炭は,米 国ワイオ ミン

グ,モ ンタナ州等のパウダー リバーベイスン

炭,イ ン ドネシア炭 を輸入 してお り,図6に

示す ように,発 電所か ら35km程 離れたフェ

ワール港で陸揚げし,30ト ン トラックで輸送

している。現在,炭 鉱内に50万 トンの亜歴青

炭用貯炭場 を建設中であり,褐 炭性状の変動

に合わせて混炭割合 を調整 し,発 電所貯炭場

にコンベヤ輸送す る。なお,発 電所貯炭場以

降の石炭設備 については,従 来の設備 をその

まま使用 している。

亜歴青炭 との混焼に当たっては,表9に 示

す褐炭50%・ 亜渥青炭50%の 混焼 を基本 とし

て,亜 歴青炭専焼 も可能 とする設備に改造が

行 われている。この改造では,褐 炭燃焼実績

の多いブルガ リヤのエンジニヤ リングを導入

してお り,バ ーナーは全体 を交換 し,バ ーナ

ー下部ではフユーエル リッチ,上 部ではエヤ

ー リッチになるように している。また,ミ ル

導入ガスは図7に 示すように,ボ イラ過熱器

後の比較的低温な燃焼ガスを抜 き出す ように

している。

これらの改造によって,火 炉内の燃焼温度

分布が改善され,ボ イラ出ロガス温度が低下

し,ス ラッギングの発生,収 熱バランスが改

善され,ボ イラ効率 は3%向 上 している。

なお,火 炉壁のスラッギング除去には,ウ

ォー ター ・デスラッガー を46台 設置してい

る。 また,窒 素酸化物排出量及び故障率が大

幅に低減 し,1年 間無停止でボイラを稼動さ

せることができるようになっている。

賑 響 前処理

図6褐 炭,亜 渥 青炭 混炭 時 の貯炭 ・運炭 フロー 図
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表9褐 炭,亜 渥青炭混炭後の性状及び

亜渥青炭の性状

褐炭50% 亜渥青炭
十

亜灘青炭50% 100%

(1)工業 分析値 〔%〕

水 分 34.05 25.36

灰 分 20.54 4.00

揮 発 分 24.37 32.78

固定炭素 2LO4 37.86

(2)元素 分析値[%]

水 分 34.05 25.36

灰 分 20.54 4.00

C 30.25 52.38

H 2.50 3.75

S L83 0.24

0 10.37 13.51

(3>発 熱 量 〔kcal/kg〕

高 位 2,862 5,062

低 位 2,539 4,756

(5)環 境 対 策

プエンテス発電所は,集 じん以外に排煙処

理対策 を実施 しておらず,356mの 高煙突に

よる拡散のみである。1970年 の認可時の規制

基準 と1994年 の排出実績(一 部は亜歴青炭燃

焼実績 も入っていると考えられる)は 表粗に

示す とお りで,い ずれも硫黄酸化物は非常に

高い排出値である。硫黄酸化物排出量を数年

の内に40%削 減するために,亜 渥青炭混焼へ

の転換を急いでいる理由である。

同発電所では,1970年 の認可時に発電所周

辺への大気汚染が懸念されたため,発 電所を

中心に半径35km内 に硫黄酸化物,窒 素酸化

物,粒 子状物質のモニタ リングステー ション

が57箇 所設置されている。

これらモニタリングステーションの内17箇

ズ

一

図7褐 炭,亜 渥青炭混焼改造後のボイラ燃焼系フロー図
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表10プ エ ン テ ス 発 電 所 の

大 気 汚染物 質排 出実績

[mg/m3N]

1970年

認可 基準

1994年

排 出実績

硫 黄 酸化 物

ば い じ ん

窒素 酸化 物

10,800

350

一

6,750

129

619

(注)イ直は,026%換 算イ直

所は自動測定 となってお り,測 定 されたデー

タは発電所及び地方政府に電送されている。

また,残 り40箇所は毎 日サンプ リングし分析

す る義務 を負わされてお り,着 地濃度が基準

を越える恐れがある場合には,出 力抑制す る

か,亜 涯青炭燃焼に切 り替えている。

(6)貯 炭 管 理

褐炭 と亜渥青炭 との混炭手法は,炭 鉱の6

万 トン貯炭場か らの払出 しにおいて,予 め

200mm以 下 まで粗破砕 した褐炭の払 出量,

性状分析を行い,こ れに対す る亜歴青炭の混

炭比率 を調整するものであ り,分析システム,

混炭 システムを現在開発 しているとのことで

あった。

発電所の貯炭場は当初屋外式であったが,

初期において褐炭の粉砕機 ・バンカー等で詰

まりが生 じたために,写 真7に 示す ように,

屋根付 きに改造している。

また,石 炭粒径が0～80mmと ばらつ くこ

とか ら,パ イルの積み上げに際 しては積み木

を積み上げるように行い,粒 径の偏 りを防止

している。その他,運 炭 コンベヤ等での粉 じ

ん対策などについては,特 に注意 を払ってい

る様子は伺えなかった。

写真7発 電所貯炭場の全景

(7)所 感

プエンテス発電所の排煙対策については,

以上に記 したとお り,現 在の 日本の状況か ら

比べれば言語道断なものである。 しか し,こ

の山元発電所が計画 され建設された当時を想

像するに,欧 州共同体(EC)に も加盟でき

ない経済状況のなか,成 長に欠かせ ない電力

需要を低廉なコス トで満たすために,当 時こ

の山元発電所はその規模から国内電力の主要

な供給源であったと考 えられ る。今 日既に20

年間の操業により,褐 炭炭鉱の

寿命 も後10年 程度 となり,発 電

設備 も老朽化 してきているが,

当初の目的どおり経済の成長,

ECへ の加盟 も果 た した こと

で,今 度は環境対策という新た

な要求 を満たさな くてはならな

くなったことは皮肉である。

プエンテス発電所において,

技術的に興味を引いたものに,

燃焼 ・炉底灰システムがある。

燃焼性は良いが灰分が非常に高

いことから,ミ ルの補修頻度を
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下げるため,衝 撃 ミルでそこそこ粉砕 し燃焼

させ,未 燃焼チャーは炉底でス トー カ燃焼 さ

せ,多 量の灰は連続式スライデ ィング ・グレ

ー トにより常時排出す る,と の設計思想が見

受けられ る。

また,一 炭種 でボイラ設計 したにもかかわ

らず,こ れだけの改造 を必要 としたのは,低

質燃料利用の難 しさと考 えられ,低 質燃料の

導入に当たっては,細 心の配慮 とノウハウの

積み重ねが重要であると感 じられた。

我々の対応 をして くれた発電所 長に よれ

ば,日 本人が発電所の調査に訪れるのは,自

分のこれ までの在任期聞中(14年 間)初 めて

のことであ り,他 の所員を含め非常に親切で

且っ丁寧に対応 して くれた。

発電所は,世 界三大聖地の一つサンティア

ゴ ・デ ・コンポステラか ら車で約1時 間30

分の山中に位置す るが,車 窓からみた壮大な

褐炭炭鉱の風景は,日 本ではお目にかかれな

い とても印象的なものであった。

4.お わ り に

今回の欧州調査 を通 じて,訪 問先各社はい

ずれ も,自 国で産出される低品位炭や製油所

か ら副生される重質油(残 渣油)等 種々の化

石燃料や,廃 棄物,バ イオマス等まで含め幅

広 く低質燃料の有効利用 を進めていることが

確認された。

これは,低 質な燃料は調達 コス トが安 く,

発電 コス トの低減につながること,さ らに,

燃料の多様化は,エ ネルギーセキュ リティー

の確保及び既存の化石燃料の価格抑制に もつ

ながるものであ り,こ れら両面を狙った取組

み と考 えられる。この背景には,各 国固有の

エネルギー事情 とともに,現 在欧州連合(E

U)に おいて 「域内電力単一化」(電 力市場の

自由化)構 想が検討されてお り,各 国の電気

事業者は,発 電コス トにおいて十分な価格競

争力を確保 しなければならない状況にあるた

めと考 えられる。

また,発 電効率の高効率化 にも積極的に取

り組んでいる。これは,地 球環境問題への積

極的な取 り組みの表れであるとともに,EU

共通の環境規制遵守義務がその背景にあると

考 えられ る。

我が国において も,電 気事業の規制緩和が

進められ,発 電市場への 「独立発電事業者」

の参加等今後増々低廉で安定的な電力供給が

求められることになる。特に資源小国である

わが国にとっては,低 質燃料の利用は避けて

通れない課題である。

現在既に,国 内の一部の 自家用発電設備で

は,オ リマルジョンが導入されているが,今

後 も欧州各国の低質燃料利用動向を注視 して

いくとともに,わ が国電気事業者の低質燃料

利用高効率発電技術 の導入 を促進するため

の,種 々の規制緩和や資金援助等法律 ・制度

面でのバックアップ方策について も検討 して

いく必要があると考 えられる。

最後に,今 回の調査実施に際 して,調 査団

長 としてお骨折 り頂いた関西電 力(株)原 子

力 ・火力本部米 田火力計画課長並びに調査団

に参加頂いた各氏に,紙 面 を借 りて感謝の意

を表する次第である。
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　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　〉ζ〔〉ζ(〉〈〉〈〉 〈〉ζ>1〈〉 ζ〔〉ζ(〉ζ(〉〈〉ζ〔)互ζ〔〉〈Σζ》ζ(〉〈〉〈〉 ζ〉ζ(〉ζ(〉ζ(〉ζ(〉ζ(寛ζ(5〈〉 〈〉ζ〔〉ζ(〉ζ〔〉〈〉(〉 〈)5ζ〔〉 〈〉ζ〔〉<

廼 ミ〈{{戸 へ「{バ{四 く く 戸へ「〈{バ ア～ミ四 斧 ミ{{四 戸へ『<<パ<<<(戸 ハ『〈 バ バ 〈 バ 〈 胃

エネ テ ク ドリーム2で(そ の で3)

地域共生型発電所 デザインで何 を表現す るのか

地域景観創造型発電所デザインの構築を求めて

よ し や こう き

与志耶 劫 紀
　 ね 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　〉ζ(〉ζ〈〉 ζ〔〉ζ〔〉ζ(〉<>1〈〉ζ(〉〈〉ζ(〉〈〉ζ〔)〈〉 ζ〔)筆ζ貫 ζ〔〉ζ〉ζ〔〉〈〉〈〉〈〉 ζ〔〉ζ(〉〈〉 ζ〔〕5ζ〔〉ζ(〉ζ()ζ〔〉 〈〉〈〉〈〕§〈寛ζ〔〉〈〉ζ(〉<

<<(戸 へK7""sKべ 戸く「PA・{四7ぺ 戸く「警 ミP～ミパ パ<<7へ{<<バ 〈MK四7.NK戸 へRバr'"'sパ 〈 べps[1戸 く「7VL97-N9〈

地 の 推 進,A.電 源 地 域 の 振 興 の 在 り方 」 に§
1。 は じめ に

お い て,次 の よ うに述 べ て い る。

(1)「 地域共生型発電所」の概念提示

「地域共生型発電所」 とは,平 成4年6月

電気事業審議会需給部会電力基本問題検討小

委員会が取 まとめた報告書において,電 源地

域の振興推進の新 しい施策 として,初 めて提

示 された概念である。 ところで,「 共生」とは

いかなる概念なのであろうか。

① 広辞苑によれば,「共生』 とは,「別種の

生物が一所 に棲息 し,互 いに利益を得て共

同生活を営むと考 えられ る状態。ヤ ドカ リ

の貝殻 口にイソギンチャクが着生 し,前 者

は後者の触手によって敵の攻撃を免れ,後

者は前者の運動によって食餌 をあさ りうる

類。 また,マ メ科植物 と根瘤菌,地 衣類を

構成す る菌 と藻類 とが相互に栄養 を与えあ

う生活 をする類。」 をい うとしている。

② 岩波国語辞典によれば,「共生」とは,「異

種の生物が相手の足 りない点を補い合 いな

が ら生活する現象」をいうとしている。

(2)同 報告書における 「地域共生型発電所の

イメージ」

(1)で述べ た電事審基本問題小委報告書は,

「第III章個別課題への対応方策,1.電 源立

「今後,電 源地域の振興を推進 してい くに

あたっては,地 域 と発電所 との共生(驚 地域

共生型発電所)を 実現 してい くことに重点を

置き,地 域産業の振興及び生活環境の充実に

今まで十分には活用されていなかった発電所

の有す る諸資源を積極的に活用 してい くとの

コンセプ トの下に各種施策 を最大限に活用 し

ていく必要があると考える。」

「このような地域共生型発電所のイメージと

しては,例 えば次のようなものが考 えられ る。

① 地域産業 と発電所 との共生

a発 電所の物理的資源(蒸 気,温 排水,

敷地等)を 活用 した農水産業,観 光産

業の振興

・蒸気 を活用 した大規模温室花き栽培

や熱帯動植物園

・温排水 を活用 した養殖,種 苗生産

・上記生産物(花 き,水 産物等)の 産

直市場や活魚レス トラン

・港湾施設,護 岸,掘 削残土 を活用 し

た,海 釣 り公園,増 殖場,海 面養殖

・観光資源 となる魅力ある発電所デザ

インやPR施 設の充実等

b発 電所のソフ ト資源を活用 した産業
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振興

・地元雇用 ・調達の質的,量 的拡大

・技能研修による入づ くり支援

・電力関連企業 ・施設の地元立地推進

等

② 地域住民 と発電所 との共生

・蒸気を活用 した温水プール,地域冷暖房

・地域環境に調和 した発電所デザイン

・敷地 を活用 した地元開放型公園,ス ポ

ーツ施設

・ゴ ミ焼却場等の廃棄物処理施設の共同

立地

・発電所関係保健医療施設 ・福利厚生施

設の地元開放

・地域におけ る文化活動の支援・主催等」

以上のことか ら,発 電所デザインに関して

は,「①地域産業 と発電所 との共生」における

「観光産業振興」のための 「観光資源 となる

魅力ある発電所デザ イン」の採用 と,「②地域

住民 と発電所 との共生」のための 「地域環境

に調和 した発電所デザイン」の採用がイメー

ジとして例示されている。

本稿は,こ の二つのカテゴリーの発電所デ

ザインの具体的要求 内容を分析 し,そ れを実

現するデザインの構築 の仕方を探ろうとする

ものである。

§2。 電源立地対策の流れと発電所デザイン

(1)電 源立地対策の流れ

昭和30年 代以降の電源立地対策は,次 の4

段階に区分 して考えることができる。(表1参

照)

① 昭和30年 代～昭和40年 代(地 元誘致型立

地の時代)

この時代の火力立地は,地 方公共団体が公

有水面埋立てにより造成 した臨海工業地帯の

一画 を
,地 元要請により取得 して進出した時

代 であるといえる。旺盛な電力需要の伸びに

対応するため,工 期の短い,燃 料 コス トの安

い火力電源の開発が加速された。

また,原 子力立地地点について も,戦 前戦

後を通 じての未開発地域について,地 元誘致

を受けて十分広大 な用地 を取得 できた時代 で

ある。

② 昭和50年 代～昭和50年 代後半 まで(地 元

共存型立地の時代)

火力電源については,「公害企業の立地であ

り,地 元雇用 も少なく,メ リットが少ない」

との指摘を受けて,地 元雇用の拡大 と地元企

業への発注の増大に努めた時代 である。

原子力電源の立地にあって も,電 源三法の

制定に際 して格段の立地促進優遇措置が採れ

たことに加え,地 元雇用の拡大 と地元企業へ

表1電 源立地対策の流れと発電所景観デザインの時代区分

年 代

項 目

昭和
30年40

('55)1('65)
5060

1('75)1(稠

平 成

7年(将 来)

1('95)

電源立地対策の流れ
i地 元誘羅 立地 ll繍 酬1地 域鍵 立地【繊 姓 型立地

発電所景観デザイン

の流れ i醐 顯 型)目顯 保全型1i顯 融和型 牌 域顯 創造型
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の発注(土 木工事等)の 増大が図られ,第1

次及び第2次 石油危機の発生等の事情 もあり

比較的順調に立地が進展 した といえる。

③ 昭和5眸 代後半～平成3年 頃 まで(地 域

振興型立地の時代)

しかしなが ら,原 子力立地において各社の

初期地点の立地が一巡すると,開 発 目標ペー

スに比べて立地の停 滞が 目立つ ところ とな

り,地 元要求に更に一層応えてい くとの見地

か ら,「地域振興型立地」が立地政策 として提

唱された。

原子力や火力電源の立地受入れに伴 う地元

メ リッ トの拡大策 として,電 源三法交付金に

よる電源地域への産業の誘致,水 産振興事業

の拡充措置に加 え,地 域振興支援策が強化 さ

れた。この ような 「地域振興施策」の中で発

電所技術 自体に着 目す ると,「発電所か らの熱

供給」と,「温排水の有効利用」が打出された

ことが特記 される。

原子力発電所か らの熱供給については,①

熱供給設備の建設コス トが高いこと,② 原子

力発電所が立地するような過疎地域において

誘致が想定 される蒸気利用型産業 としては,

食品加工業,合 板工場等であるが,こ れらの

業種は原料の搬入,製 品の出荷条件に大 きく

左右 され る業種 であ り,原 子力発電所周辺に

わざわざ立地するのは困難であること,③ 発

電所外の熱需要 に対 して,事 業 として熱供給

を行 うこ とは熱需要の年間利用率 が低 いこ

と,供 給責任 を伴 うので原子炉の故障等に備

えてのバ ックアップ設備 を保存しなければな

らないこと等の事情があり,事 業 として本格

的に実施 されるには至らなかった。

一方,「温排水の有効利用」の分野では,ヒ

ー トポンプの小型化及び高性能化が進展 した

ことにより,冬 期の温排水(15℃ 程度)か ら

25℃以上の種苗や稚魚の越冬成育可能な水温

を,加 温用ボイラー等を設置 しな くとも,現

場において簡単に実現できることとなった。

このため,火 力及び原子力発電所における「温

排水の有効利用」は,本 格的に実用化され,

水産業や陸上の施設園芸 との共生が可能 とな

った。昭和30年 代後半から提唱された 「温排

水の有効利用」は,25年 の試行期間を経て実

用化段階に入ったこととなる。

④ 平成4年 以降(地 域共生型立地の時代)

平成4年6月 電気事業審議会需給部会電力

基本問題検討小委貝会報告書において,新 し

い立地対策の概念 として,「地域共生型発電

所」が提案 されてから以降は,電 源立地にお

ける発想の転換が求められるところとなった

ことは,§1(1)で述べ たところである。

(なお,本 節の大部分は,論 点整理の便の

ため,拙 著,エ ネテク ドリーム21(そ の5)

「排除型立地か ら地域起 し型立地へ,求 めら

れる電源立地対策技術における発想の転換」

「§3電 源立地対策の流れ」から再掲させて頂

いた。)

② 発電所 デザインの変遷

「発電所デザインは,ど うあらなければな

ちないか2と の主体的 目的意識は,平 成4年

6月 の 「地域共生型発電所」の提言における

「観光資源の対象となる魅力ある発電所デザ

インやPR施 設の充実等」の例示をもって提

起された。それ以前は,地 域の景観 との融和

に配慮 して,「 で きるだけ不適合 を少 な くす

る」という,受 動的なレベルに止まっていた。

(1)で述べた発電所立地対策の流れ と時代 区

分 と比較 しながら,発 電所デザインの変遷に
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ついて整理 ・考察すると,次 の とお り。

① 昭和3眸 代から昭秘 眸 頃 まで(工 場景

観型デザインの時代)

公害問題が顕在化す る迄の高度経済成長期

においては,急 増す る電力需要に対応す るた

め都 市臨海部 に多 くの火力発電所 が立地 し

た。発電所の建物は,発 電設備 を収容する「工

場建鼠 にすぎず,機 能面を重視 した配置

形状,色 彩の域に止まっていた。

② 昭和40年 代～昭和48年 まで(景 観保全型

デザインの時代)

公害問題,特 に大気汚染問題の深刻化に伴

い,火 力発電所は公害物質の大規模 な発生源

として捉えられていた。このため,公 害防止・

環境保全対策に力を注 ぐとともに,景 観の面

でも 「イメージ ・アップ」が必要 となった。

景観影響 をできるだけ小 さくするため,「保

全」 という方針で景観デザ インがスター トし

たと考えられる。当初は発電所 の外周部の緑

化を主体 とし,発 電所本館の色彩等に配慮が

加えられた。地元共存型立地を推進する上で

も発電所デザインによる 「公害型企業」イメ

ージからの脱却が必要であったのである。

なお,こ の時点の原子力発電所は,建 設費

抑制の見地か ら原子炉建屋等の外壁は,コ ン

クリー トの打放 しそのままとされた。

③ 昭和48年 ～平成4年 まで(景 観融和型デ

ザインの時代)

深刻化す る発電所立地難を打開するため,

行政レベルの措置 として,昭 和48年 か ら通商

産業省においては 「環境審査」が開始 され,

その結果は 「環境審査報告書」 として電源開

発調整審議会前の各省連絡会議の場に提示さ

れることとなった。 この通商産業省の 「環境

審査」において,「植生への影響」,「景観への

影響」も審査対象項目に加えられたことから,

発電所デザ インは新 しい時代,即 ち 「景観融

和型デザインの時代」に移ったといえる。

公害防止対策においては,石 灰石石膏法に

よる排煙脱硫技術の実用化,並 びに乾式触媒

排煙脱硝技術の実用化,更 には高性能集 じん

技術の採用等 によ り終息傾 向を見せ始めた

が,地 元メリットが少い等の事由により火力

電源,原 子力電源 とも立地難が表面化 して来

た。

「地域振興型立地」の推進の一環 として,

企業イメー ジ改善対策 として周辺環境 との

「融和」を図るため,煙 突や建屋の色彩 をデ

ザインする手法が検討 され始めた。 また,航

空法の改正(昭 和55年)に より煙突の色彩が

紅 白のス トライプ(い わゆる 「赤自はちまき

煙突」)か らは解放 された。

この時代の発電所デザインの意識は,ま だ

初期段階であ り,「建築美の表現」という意識

は希薄であったと考えられるので,「景観融和

型デザインの時代」 という呼び方が適切であ

ると思われる。

④ 平成4年 以降(地 域景観創造型デザイン

の時代)

平成4年6月 の電気事業審議会需給部会電

力基本問題検討小委員会報告書におけ る 「地

域共生型発電所」の提言においては,§1(2)で

述べたとお り,発 電所デザインに関 しては,

「①地域産業 と発電所 との共生一 観光資源

となる魅力ある発電所デザインやPR施 設の

充実等」(い わゆる「地域景観創造型発電所デ

ザイン」の提起)

「②地域住民と発電所 との共生 地域環

境に調和 した発電所デザイン」(い わゆる「地

域景観調和型発電所デザイン」の提起)
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が提起 された。

「地域景観創造型発電所デザイン」は全 く

の新 しい概念であ り,一 方,「地域景観調和型

発電所デザイン」 も従来の景観融和型デザ イ

ンから主体的に踏出して,「調和 とい う建築美

の表現」を意図したものと解すべ きである。

地域共生型発電所は,本 格的な地域社会 との

共生関係を確立することを目指 した 「企業哲

学:の 変更によるものであるから,「地域共生

型発電所デザイン」の具体的内容,手 法も「企

業哲学」 という原点に立脚 して演繹的に構築

されなければならないのである。

§3。 電源立地に係 る 「環境アセスメン ト制

度」の整備確立

(1)環 境保全対策の実施 において,確 保 され

るべき事業者の主体性

電源立地に係 る環境アセスメン ト制度は,

①公害の防止 ・環境保全の必要性,② 電源立

地難を打開するための事業者 と地域住民との

直接対話の機会の創出,③ 電源開発調整審i議

会及びそれに先立つ各省協議の場におけ る

「発電所の環境保全対策に係 る各省調整」の

促進等の見地から,逐 次,整 備充実が図られ,

現状においては最 も合理的,か つ充実 した環

境アセスメン ト制度 として有効に機能するシ

ステム となっている。然 も,法 的強制に依 ら

ず,事 業者の主体的実施 を重視 していること

は,自 由闊達な国民の活動を保証す ることに

よる効率化 を目指す 「規制緩和の時代」 を先

取 りしたものであり,エ ネルギー供給分野に

おける効率化 とコス ト低減の達成を実現する

手段 として,今 後 とも維持されるべ きと考え

る。

そして,発 電所に係 る環境影響評価が本質

的に法制化による強制的実施に馴 じまないの

であることは,争 う余地がない。法制化に基

づ く環境影響評価は,客 観的に確立された影

響評価予測の手法があ り,評 価結果の客観的

基準に より適否が判断 されなければな らな

い 。

然るに,現 在の環境影響評価では,唯 一,

定量的評価予測の手法があるのは,大 気汚染

に係 る 「地上濃度の予測計算」のみである。

(騒音,振 動については,敷 地境界における

規制基準 を充す よう詳細設計 を行 う方針であ

ることの確認の意味が強い。)ところが,こ の

地上濃度(最 大着地濃度等)も 環境保全対策

を決定する上で何の役 にも立たない。地方自

治体,環 境庁側か らは,技 術的能力及び資金

的能力のある企業は,「最大限の努力をして,

可能な限 り排出量 を少な くする」よう要求が

なされるからである。

一方
,温 排水対策について見ると,水 質汚

濁防止法において 「熱による汚染 を含む。:と

して公害規制の対象とされた発電所復水器の

冷却水の放水(・=温排水)の 水温に関す る「排

水基準」は法制定(昭 和45年)以 来26年 経過

した現在においても,総 理府令において具体

的数値が告示さるところとはなっていない。

即 ち,水 温規制は,わ が国においては行政ニ

ーズが極めて弱かったことの証左である。

その他,植 生への影響,社 会環境への影響

等はいずれ も法制化 による定量的評価には,

本質的に馴 じまない。ましてや,発 電所デザ

インの適否の判断は,い かなることがあって

も定量的評価には馴 じまない。

以上の とお り,発 電所に係 る環境影響評価

は本質的に法制化による強制的実施は馴 じま

ないことが明らかである。
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従 って,事 業者の発電所 に係 る環境保全対

策の実施においては,事 業者の主体性が最大

限確保 される効果的な制度の確立が求め られ

るところとなる。

(2)電 源立地 に係 る「環境アセスメン ト制度」

の整備確立の流れ

① 昭和48年9月 通商産業省資源エネルギー

庁通達 「発電所の立地に関する環境審査の

強化について』の制定と,電 源開発調整審

議会における意見調整

審査対象発電所は,「原子力および一定規模

以上の火力発電所」とされたが,審 査項目の

中では 「③ その他の環境問題(自 然植生等)」

として発電所 デザインについて も,周 辺景観

との融和に配慮する方針であることが確認さ

れるようになった。

通商産業省は,「環境審査結果をもとに電源

開発調整審議会において意見を述べ る」こと

とした。具体的には,審 査結果を 「環境審査

報告書」 として取 りまとめ,審 議会の開催に

先立 って開かれる 「各省連絡会」の場に提示

して,各 発電所に係る環境保全対策について

意見の調整を行 うこととした。

② 昭和51年7月 原子力行政懇談会最終答申

「原子力行政体制の改革,強 化 に関する意

見」における 「通産省環境審査システム」

のオーソライズ

内閣に設置された原子力行政懇談会の審議

においては,原 子力発電所の安全性確保の在

り方のほか,温 排水 を中心 とす る 「環境審査

の在 り方」についても審議が行われた。 この

結果,通 産省の環境審査 システムが,関 係各

省庁 出席のもとで同意され,オ ーソライズさ

れた。要点は,次 のとお り。

(i)「審査担当省庁は,温 排水等の環境審査

報告書 を作成 し,公 表す る。」

(ii)「環境審査報告書については,そ の作成

に当たって環境庁 ・水産庁等の同意 を求

め,そ れぞれの省庁 の責任関係を明確に

したうえで電源開発基本計画決定前に公

表する。」

現在,通 産省の環境審査報告書が各省合議

され,文 章表現の細部まで協議がなされ同意

取付けの努力がなされているのは,原 子力行

政懇談会の答申書の内容が,各 省庁間で誠実

に実施 されていることによるのである。

③ 昭和52年7月 通商産業省省議決定 「発電

所の立地に関する環境影響調査及び環境審

査の強化について」への拡充(図1参 照)

環境影響調査書の作成,並 びに地元への公

開周知,地 元住民等の意見の把握 と環境保全

対策への反映等の要求の高まりに対処するた

め,通 商産業省は手続制度を大幅に拡充 した

省議決定 を行 った。(省議決定 とは,通 商産業

省設置法に定められた権限に基づいて意志決

定 した外部への指導方針を明示 した文書をい

う。)

審査対象発電所には,次 の とお り水力発電

所,地 熱発電所が加 えられた。

①出力15万kW以 上の火力発電所(地 熱発電

所にあっては,出 力1万kW以 上の もの)

⑤原子力発電所

⑱出力3万kW以 上の水力発電所 であって,

環境保全上特に必要 と認められるもの

⑯その他環境保全上特に必要 と認められる

発電所

また,環 境審査項 目及び評価の基準につい

ては,2年 間の暫定運用ののち,昭 和54年6

月「発電所の立地に関する環境審査指針」(資
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(主要 な相違点)① 発電所方式では,事 業者の調査書 は,直 ちに主務大臣たる通産大臣に送付 され通 産大臣が直接に環境審査 を開始す るのに対 し,閣 議決定方式では都
道府県知事が審査 を行 った後,最 終段階で主務大臣が関与す ることとなる。(なお,発 電所方式では,地 方 自治体 と情報交換,各 種手続 きに関す る連

絡等,密 接な連携 を とっている ところである。)

②発電所方式では,関 係省庁意見は最終的な修正調査 書作成以前に前広に反映できることとなっている。
③発電所方式では,原 子力発電所 については,公 開 ヒア リングを実施す るこ ととなっている。

④発電所方式では,電 源開発調整審議会 において,環 境庁 を含む関係行政機関,関 係都道府県知事 の意見が総合的 に調整 され るシステムとなっている。
(注)発 電所 方式:昭 和52年7月4H付 省議決定及 び原子力発電所の公開ヒア リングについては昭和54年1月22日 付省議決定に基づ き実施。

(昭和52年7月 以前は,資 源エネルギー庁長官通達(昭 和48年9月12日 付)に より行政指導)

図1環 境アセスメント閣議決定 ・発電所方式対比



源エネルギー庁通達)が 制定 された。

発電所デザインは,「α)運転開始後に係 る項

目,(2)自 然景観等」において,次 のとお り「評

価の指針」が示されている。

「① 自然景観;

発電所の設置後における景観が周辺の

景観 と調和す るよう留意されたもので

あること

② 自然保護;

発電所の設置の場所の自然公園,自 然

環境保全地域,海 岸保全地域,保 安林,

砂防指定物,鳥 獣保護区等の保全が可

能な限 り図られるものであること」

従って,昭 和52年7月 の省議決定以降は,

「地域景観調和型デザインの時代」 とするこ

とも可能であるが,§2(2),③ で述べ たとお り,

まだ 「景観美の表現」 という意識は希薄であ

ったので,本 稿は 「環境融和型デザインの時

代」 としておいた。

④ 昭和59年8月 「環境影響評価の実施にっ

いて」の閣議決定

昭和56年 か ら昭和58年 の3年 間にわたり,

「環境影響評価法案」が閣議決定され,国 会

に提出されたが,成 立せず,審 議未了,廃 案

となった。昭和57年11月 成立 していた中曽根

内閣では,方 針転換が図られ,行 政指導べ一

スによるアセスメン トの広範な実施 を可能 と

する 「環境影響評価 の実施について」が昭和

59年8月28日 閣議決定された。

この閣議決定が環境影響評価の対象 とす る

「対象事業等」計12事 業の中には,「発電所」

は含 まれていないが,こ れは昭和52年7月 の

通産省省議決定に基づ く実績があるためであ

る。 この点について,通 産大臣は特 に発言を

求めることで,明 確にされている。

「本 日,閣 議決定により,国 が行 う公共事

業等主要 な事業について,環 境影響評価 を行

うべきことが定められたところ,電 力につい

ては今般の閣議決定の対象事業には含 まれて

いないが,こ の閣議決定を充分踏 まえ,今 後

ともこれまで行 ってきた環境影響評価 に万全

を期することとしたい。」(昭 和59年8月28臼

閣議,通 商産業大臣発言要旨)

なお,発 電所設置の工事において,「㈲埋立

及び干拓」に該当する事業 を伴 う場合は,当

然 この事業については,閣 議決定べ一 スのア

セスメン ト手続を行 う必要がある。

また,そ れ以降地方 自治体の条例により,

ほぼ同 じ内容のアセスメン トの実施が要求さ

れ る事例が多 くなってお り,「環境影響調査

書」(省議決定べ一ス)は,「 環境影響評価準

備書」 としても実質的に共用されている。

こと発電所デザインについては,発 電所が

立地する市町村においても,観光のシンボル,

地域活性化の起爆剤 としての期待が近年 とみ

に高まってお り,こ れらの地元要望に主体性

をもって対応するためには,「地域共生型発電

所デザイン」のコンセプ トを早急に確立する

必要がある。

§4。 「地域共生型発電所デザインa実現の課題

「地域共生型発電所デザイン」は平成4年

6月 に初めて提起された ものであ り,然 もそ

の内容はベ ク トルの異なる 「地域景観創造型

発電所デザイン」(観光資源 として魅力あるデ

ザイン)と,「地域環境調和型発電所デザ イン」

(景観 調和 の中に建築美 を表現するデザイ

ン)を 綜合 したものが求め られている。

地域共生型発電所デザインを具体的個別地

点で適用 し実現 してい くに当たっての課題 を
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整理すると,次 のようになろう。

① デザイン理念の未確立一 発電所デザイ

ンにおける主体性確立の必要性

従来の 「景観融和型発電所デザイン」なら

手慣れてお り極めて容易に実現 できる。 しか

し,「地域住民 と共生関係を樹立するデザ イン

をしろ」 と雷われても,現 在の知見では不可

能に近い。デザインの専門会社に発注すると

して も,発 注する側でコンセプ トを提示 しな

ければ,相 手のデザイナーに遊ばれるだけで,

表現 目的が分 らない,あ るいは発電所のデザ

インでは先人達や同業他社が 「禁忌事項」 と

して回避 して来た手法を時代錯誤 して強調す

るデザイン案が提案 されて来る可能 性が大 き

い。然 も,担 当者が 「建築美」や 「地域共生

の企業哲学」の素養を持合せていない ときは,

悲劇的な推移をたどることとなる。

かか る事態を回避するためには,平 成4年

6月 以降の地域共生型発電所デザインの時代

にあっては,電 源立地に係 る 「企業哲学」の

変遷を踏 まえ,「何を表現 し,何 を訴えるか』

という発電所デザインにおける主体性の確立

が先づ必要である。

発電所デザインにおいて 「何 を表現 し,何

を訴えるか」 とは,当 該企業の事業活動の根

本意識に係 る事項であるから,本 来なら 「C

I基 本計画」や 「中長期活動指針」の中で明

示されていなければならない。電気事業の社

会性が一層高まっている折,本 来の企業の姿

を表現する方法 を確立 してお くべ きと思料 さ

れる。

② 自己存在の認識 ・自覚の未成熟性

「電気事業とは何か」「発電所 とは何か」を

明確に述べ,そ れを 「発電所のデザインにお

いて顕現せよ」 との要求に応 えることは,専

門家であっても至難の業ではなかろうか。し

か し,平 成4年6月 の電気事業審議会需給部

会基本問題検討小委貝会では,電 力業界の代

表の方が中心 となって審議が行 われ,電 気事

業の発展段階の一つの選択 として 「地域共生

型発電所」の立地対策が答申されたものであ

る。電気事業 としての 自己存在の位置付けや

根本的な行動規範の意識においては,「地域社

会 との共生は十分可能であ り,そ れな くして

は円滑な電源立地は見通 しは得 られない」 と

の割切 りがなされたものと考 えられる。従っ

て,こ のような高まいな企業哲学の領域にお

け る思考訓練が,発 電所デザインを直接担当

す る階層において求め られることとなる。見

聞 を広め,哲 学 を悟 るには,遠 くへの旅(海

外出張等)が 最 も効果的であるので,こ のた

めの機会が多 く与えられるべ きと思う。

③ 「主体的デザイン手法」の確立の必要性

「地域共生型発電所デザイン」において,

「何 を表現 したらよいか,ま た逆に何 は表現

すべ きでないか」をデザ イン手法 として明確

に整理 しておかなければならない。

しか しながら,発 電所のデザインを担当す

る人達 には,大 きなとまどいがあろう。何故

なら,こ の領域はわが国で初めてのデザイン

活動 であり,然 も大学では殆んど教 えて貰え

ないと思われるか ちである。建築工学の単位

は取得 したが,構造論や材料論が中心であ り,

工業用施設である発電所建屋等において,「建

築美をどう表現 してい くか」についての体系

だった研究は殆ん どなされていない。

だか らこそ,本 邦初演である 「地域共生型

発電所デザイン3の 手法は,自 らの思考方法

により体系化 していかなければならないので

ある。
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④ 「建築美の表現手法」の体系化の必要性

「地域景観創造型発電所デザイン」におい

ては 「観光資源 とな りうるような快美性の実

現」が求められ,ま た,「地域環境調和型発電

所デザインjで は,「地域の景観 と調和 した建

築美の実現」が求められる。

いずれにしても,「どうすれば,何 を表現で

きるか」について,形 態,空 間,心 理,及 び

要素の各分野ごとに手法を整理 して,提 示 し

てお く必要がある。この際,建 築美論におけ

る過去2000年 の歩みを十分念頭において,日

本社会における地元住民の心理的受止め方に

適合する表現の仕方 を探る必要がある。

⑤ 個別施設 に対するデザイン基本通則の必

要性

発電所の個別施設に適用す るデザインの具

体的実施方法は,③ で述べた 「何 を表現 した

らよいか,ま た逆に何 は表現すべ きでないか」

を示す 「主体的デザイン手法」 と,④ で述べ

た 「どうすれば,何 を表現で きるか」を示す,

「建築美の表現手法」 を組合せ ることにより

定 まって来 る。この内容 を 「個別施設に対す

るデザインの基本通則」 として整備 ・確立す

る必要がある。

⑥ 発電所デザインを実施する技術者(デ ザ

イナー)の 養成

従来,発 電所の建屋等の建築物について,

明確 な目的意志をもってデザインすることは

求めちれなかったか ら,こ の分野を専門とす

る学者,プ ロのデザイナー等は育 っていない

のは当然のことである。 しか しなが ら,国 民

生活に不可欠の電気エネルギーや熱エネルギ

ー を集中生産する発電所の立地,建 設の事業

が円滑に進展することは,文 明社会の維持の

ためには是非 とも必要 なことであるととも

に,発 電所 という複合建築が都市景観の中で

占める位置は格段に重要なものとなると考え

られ る。従 って,こ のような地域社会 との共

生関係 を多角的に形成する発電所の建築学上

の意義 も極めて大 きなもの となるはずである

か ら,有能な技術者を集め,「発電所デザイン」

の専門家 として養成する必要がある。更に,

学術的水準の向上,相 互啓発を促進す るため,

発電所デザインの專門家の交流の場(学 会,

フォー ラム等)の 形成が急がれるべ きである。

§5。21世 紀社会の技術が具備すべき特性と,

達成すべき 「技術の洗練 ・高度化」

21世紀社会は,地 球環境条件の悪化,人 口

の増加,資 源エネルギーの不足,食 糧の欠乏

等急速に顕在化する文明の諸課題 に対 して,

人類が技術 と情報 を駆使 して全力を挙げて立

ち向わざるをえない時代である。

「技術 は,科 学の原理を実現し,実 用化す

る手段である」 と定義することができるが,

研究開発,実 用化から成熟飽和に至るまで技

術 自体のサイクルをたどることが知 られてい

る。(図2「 機械技術の洗練・高度化 と,人 間

との関係」参照)

21世 紀社会において技術が受容 されうるた

めには,次 のような特性 を具備するよう 「洗

練 ・高度化」を達成 しなければならない。

①課題解決への有用性,② 環境適合性,③

最小資源エネルギーの原則,④ 資源再利用の

原則,⑤ 廃棄物の処理処分の可能性の原則,

⑥入類の健全性の維持,そ して⑦人類への究

極の奉仕性である。

本稿において考察の対象 としている発電技

術は典型的大型機械技術であ り,21世 紀社会

において社会的受容 を獲得 して順調に立地を
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機械技術の機能 ・性能優先 の時代 第3期

(産業革命 の導 入～戦後 高度経 済成長期 の(つ づき)
「工業化時代」)

欄紅職 響轍 羅議
化,災 害の危険性の残存

①人体への危険性の残存

労働災害の発生,周 辺公衆へ

の災害波及等

②公害物質 の排出,公 害 の発生

③労働障害の発生

機械技術の環境適合の時代

(後期工業化時代,公 害発生型企業イメー ジ
から脱却の時代)

欄紅二鱗 難総 整揚
①安全性の高度確保
②公害の防止,環 境保全対策の
徹底

③労働障害の防止

〔1〕人間 との対立の止揚

①安全性の高度確保

②公害の防止,環 境保全対策の

徹底

③労働障害の防止

(II〕人聞 との対立感の払拭

①圧追感 威圧感 異和感の払
拭

② 困難 さ,過 酷 さ,複 雑 さか ら
の脱却

③ うっ陶 しさ,煩 わ しさ,や か

ましさ,辛 さの解消

④老残性,汚 なさ,古 さか らの

解放

(III〕人格 との合一感,一 体感の創

成 と感性 におけ る受容

① ゆとり,や す らぎを覚 えさせ
る

② ゆとり,あ そびを感 じさせ る

③軽やかさ,し なやか さ,み ず

みず しさから生命の新鮮 さを

感 じさせ る

〔IV〕入間へ の奉仕性,思 いや り,

優 しさの実現

〔V〕地域環境への適合 の立証

①地球 生物 として,そ の生存基
盤である地球環境 を 「痛めな

い,傷 付 けない,破 壊 しない」

技術体 系であるこ との立証

図2機 械技術の洗練 ・高度化と人間との関係(整 理図)

展開 してい くためには,上 に述べた① ～⑦の

諸特性 を十分具備 すべ きことは明らかであ

り,そ のためには 「技術の洗練 ・高度化」 を

急ぎ達成 しなければな らない。

「地域共生型発電所」がイメー ジされ,「地

域景観創造型発電所デザインの採用」及び「地

域環境調和型発電所デザインの採用」が打出

されたことは,火 力,原 子力発電技術の 「洗

練 ・高度化への挑戦」であると意義付けるこ

とができる。

§6.「 地域共生型発電所デザイン」要求事項

の整理

(1)「 地 域 共 生 型 発 電 所 デ ザ イ ン」 の 考 え 方,

及 び 要 求 事 項

§ユ(1)及び(2)で 述 べ た とこ ろ か ら,「 地 域 共

生型発電所デザインの考 え方」 を整理 したの

が図3で ある。

「地域景観創造型発電所デザイン」は観光

資源 となりうることを目的 としていることか

ら,要求事項は,「観光する者からの要求事項」

について分析する必要がある。また,「地域環

境調和型発電所デザイン」は地域住民 との共

生 を目的 としていることから,要求事項は「地

域住民か らの要求事項」について分析する必

要がある。

これら要求事項の分析に当たっては,本 来

のデザイン実施上の事項は 「ポジティブな対

応策」として区分できるが,「 ネガティブな要

因に対する対応策」 も多数存在 し,か つ 「禁

忌事項」 としてより重要な意味を有するもの

が多いので両対応策 を対比 して表示すること
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r＼

地域産業との共生

㌦

》
観光 資源 となる

発電所 デザ イン
〉

地域景観創造型

発電所デザイン
の採痢

〉
観光す る者か ら

の要求事項
今

→

ノ

＼

PR施 設の充実 → PR施 設の充実 →
地域産業 との共

生に係 る要求事
項地域共生型発電所 }

今

＼

r

地域住民との共生

、 ノ

地域環境 に調和

した発 電所デザ
イン

》

地域環境調和 型

発電所デザイン
の採用

〉
地域住民からの

要求事項

(出典:電 中研報告(平 成7年3月)

図3地 域 共生 型発 電所 デザ インの考 え方

とした。これ らの結果を表2「 地域景観創造

型発電所デザインの考え方(そ の1)(1.観

光す る者の立場からの要求事項)」,表3「 地

域景観創造型発電所デザインの考 え方(そ

の2)(II.地 域産業 との共生に係 る要求事

項)」,表4「 地域環境調和型発電所デザイン

の考 え方(地 域住民の立場か らの要求事項)」

に示す。

表2地 域景観創造型発電所デザインの考え方(そ の1)

(1.観 光する者の立場からの要求事項)

〔ネガティブ な要困に対す る対応策〕 〔ポジティブな対応策〕

人々の感性 ・嫌悪され,排 斥の対象 とされ るものでな ・生 活 に不 可欠 の ク リー ン なエ ネ ル ギー 電

(前提条件) い こ と 力 を創出する事業場をこの眼で見たとい
・心 を楽 しませ ,は ず ませ る とこ ろが ない う気持 ちを起 こさせ るものであること
もの で な い こ と

観
光 エネルギー教 ・学 ぶ とこ ろが な く,人 間 性 を高 め る とこ ・電力 を創 出す ることは,安 全 で信頼 でき

動 育 うがないものでないこ と る技術 と,所 員の責任感 と使命感溢れた

機 運転作業によることを,楽 しく理解 させ
に
関

る もの で あ る こ と

す 取 り組み方 ・接遇態度が悪 く
,不 親切 なところが ない ・説明用施設のほか,発 電設備 もよ く見学

る もの で な い こ と できるよう配慮 されてお り,発 電所の仕
事 ・自己都合 による押 し付けが ましい論理の 組み,技 術 内容 を初心者に対 して もよ く
項 説明だけでない こと 理解 させ るもの であること

安全性 ・安全 だ というが
,な ぜ安全なのか分 らせ ・原子力発電所 では,技 術が抱えている問

て くれない説明展示 でないこと 題点 も素 直に認めた上 で,そ の解決への

努力 を分 らせ て くれるものであること

発電所のイ メ ・公害発生型事業施設その ものでないこと ・従来の公害発生型事業施設のイメー ジと
一 ジ ・機能 ・経済性追及型の工業施設に過 ぎず

, 決別 して,公 害防止策,環 境対策 を十分

"

P

S

テ

他者に見 て貰 うための工夫,配 慮が なさ
れていないものでないこと

実施 しているものであること

ザ
イ
ン

、

景観デザ イン ・外観,色 彩,配 置が拙劣 で,不 快感,嫌
悪感 を与 えるものでないこと

・遠方か ら確認 できる煙突 は,自 然景観 を

・「地域住民に どう映 るか」を意識 した建物

の外観,色 彩,緑 化,遮 蔽 を採用 してい

ること

立
地

破壊する無神経な ものでない こと ・更に,デ ザインとして当該電力会社の企
業規範 を具現化 したイメー ジを表現 して

計 い る こ と

画
に
関
す

安全性 ・放射能 を閉 じ込め るための構築物 であっ

て も,恐 怖感,威 圧感,過 酷感 を与 える

ものでないこと

・企業 としての自己表現が,周 辺環境 を更
に魅力あ る景観 を創造 しているこ と

る
事
項

自然環境 との

関係

・自然景観 との調和は もとよ り
,用 地造成,

機器配置などが景観破壊的 でないこ と
・自然植生

,動 物生態系の破壊が大 きいも

・自然環境 との調和,自 然生態系の保護,
強化に積極的 に協力 してい るものである
こ と

の で な い こ と

(出典:電 中研報告(平 成7年3月)
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表3地 域 景観 創造 型発 電所 デ ザ イ ンの考 え方(そ の2)

(II.地 域産 業 との 共生 に係 わ る要求事 項)

〔ネガティブな要因に対す る対応策〕 〔ポジティブな対応策〕

地域社会 との関係 ・地域社会 との共生の要素がな く,排 除型 ・地域社会や住民のニー ズを反映 した,地

単独立地思想に基づ く工業施設でないこ 域に喜ばれる産業振興計画 であ るこ と
と ・地域の経済面 だけではな く,精 神面 でも

・地域社会 の活性化に寄与す るところが な 活力 を与える施設づ くりであるこ と
い もの で な い こ と ・発電所の蒸気や温排水,敷 地等の物理的

・地域の住民意識の向上,技 術水準 の向上 資源に加 えて,人 や情報,ノ ウハ ウ等の
に寄与する ところがないものでないこと ソフ ト資源 を活用 した人づ くりも貢献す

る こ と

電気事業の姿勢 ・電気事 業の行動規範を何 ら示す ところが ・電力会社 の経営理念に もとついて
,企 業

ない もの で ない こ と イメー ジの向上に寄与す る共生策 である

こ と

(出典:電 中研報告(平 成7年3月)

表4地 域環境調和型発電所デザインの考え方

(地域住民の立場からの要求事項)

〔ネガティブな要因に対す る対応策〕 〔ポジティブな対応策〕

人々の感性

(前提条件)

・不快感,嫌 悪感,狸 雑感 をもた らす もの

でないこ と
・現役の施設であ り

,酬 悪 ・老残性 を感 じ
させ るものでない こと

・毎 日地元か ら眺め たとき,美 し く,さ わ

やか であ り,常 に快美観 をもた ちす もの

であること
・人聞活動の 自由 ・上昇 の可能 性,精 神性

を感 じさせ るものであ ること

地域社会 との関係 ・住民の 日常 活動 に支障 をもたらす もので

ないこと
・地域社 会(地 域住民の集合体)と 対立 し,
及び これ を破壊す る事業場 として映るこ

との ない こと
・地域の人的 ・物理的資源 を収奪す る排除

型単独立地事業場 として映らないこ と

・自然環境,地 域環境,社 会環境 と高度 に

調和 したもの として映 るこ と
・地域住民の生活 と社会 の文明 を支 えて く

れる安心感,信 頼感 を与えて くれる もの

であること
・建物の輪郭 と色彩に安定感があ り,地 域

住 罠にやす らぎの心 を与えるものである

こ と

自然保護,保 全 ・自然景観 を破壊す るものでないこ と

・自然の植生 等生態系 を破壊す るものでな

いこと

・自然景観 との適合調和 を最大限実現 して

いるものであること
・植生等の生態系 との適合調和 を実現 して

いる ものであること

発電所の イメー ジ

(公害 防止,安 全

性)

・公害発生施 設,健 康被害施設 として映 る

もの でないこ と(大 気,水 質,騒 音,振

動,悪 臭etc)
・災害 を外部 に もたらす施 設,危 険施 設 と

して映 るものでないこと

・人間と適合 し,こ れに奉仕す る 「洗練,

高度化 された21世 紀の技術」 を感 じさせ

るもの であ るこ と

煙突のデザイン ・煙突は排気 設備 であるから,自 己主張や

成長性 をもってはならない。 また,不 安

定1生を持 ってはならない

・排気設備である煙突は,本 館の副次的施

設 として控え 目であ り,静 的安定感 を持
つ ものであ るこ と

(出典:電 中研報告(平 成7年3月)

(2)ネ ガティブ及びポジテ ィブ対応策の要求

事項への対応策の選択性

「ネガティブな要因に対す る対応策」とし

ての要求事項に関 しては,こ れらはいずれも

「禁忌事項」であるので,事 業者のデザイン

上の扱いに当たっては,選 択性はない(単 一

解)。

一方,「ポジティブな対応策」としての要求

事項に関する発電所デザイン上の扱いに当た

っては,事 業者の選択性があると考えられる
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ので,「 発電所のデザインモデル」は複数製作

して,こ の中か ら最終案 を選定することが適

切であることとなる(複 数解)。

即 ち,「地域景観創造型発電所デザイン」に

あっては,い かなる地域景観 を創造 して地域

の観光資源 となるかには,企 業の意向と地元

の要望に合致するデザインであることが求め

られ,双 方の選択性に大 きく依存することと

なる。

一方,「地域環境調和型発電所デザイン」に

あっても,「ポジティブな対応策」としての要

求事項に関 しては,「建築美の表現」には多く

の選択性があることは勿論である。

§7。 発電所デザインモデルの複数作成 と,

最終案決定のための社内手順(提 案)

(1)発 電所デザインモデルの複数作成の必要性

§6で述べた とおり,「地域景観創造型発電

所デザイン」は 「観光資源 とな りうる快美i生,

快適性の表現」を求められ,「 地域環境調和型

発電所デザイン」は 「地域住民 と共生可能な

建築美の表現」 を求め られるところ,こ れを

綜合 した 「地域共生型発電所デザイン」には,

事業者の意向に基づ く選択性が大 きく保証さ

れている。

このことか ら,当 該発電所に 「如何 なるイ

メー ジのデザインを採用するか」には,複 数

解が存在す ることとなる。この場合,担 当者

だけの独断的決定によ り発電所デザインを決

めてはならない。自分の権限は専断を許 され

たものではな く,企 業の組織規程に基づいて

自分に預けられた 「公けの もの」 と意識すべ

きである。 自分一人の知識 と体験は限られて

お り,「地域 との共生関係」という偏に社会性

を有する判断事項に対 しては,自 分の限界を

十分弁えるべ きである。「地域共生型発電所」

とは,民 法上は自社の所有物であっても,立

地促進 と事業活動に対する地域社会の支持 を

求めて,「発電所の物理的資源 を活用 して地域

産業の振興を図る等の共生関係 を樹立 させ る

形態」 を想定 しているか ら,地 域社会 との共

有物であることを認識 しなければならない。

このことは,「発電所 は地域社会か らの預 り

物」であ り,自 分の独断ではデザインを決め

ることは許されず,ま して,「観光資源 となり

うる発電所デザ イン」 とは 「観光に来て くれ

る者の眼にどう映るか」の視点か ら決定され

なければならない。デザイン作業の結果が,

硬直した思考方法によ り,「単一解」に しかな

らず,動 きが取れな くなることは,避 けねば

ならないことを意味 している。

(2)「 地域共生型発電所デザイン」のモチーフ

の例(試 案)

「地域共生型発電所デザイン」のモチーフ

としては,次 表のような例が挙げられる。

① 過去の外国文明の代表的建築美のモチ

ーフを準用 したもの

(i)古代ギ リシア建築(特 に神殿)の 様式

美 を準用 したもの

(ii)古代 ローマ建築の様式美を準用したもの

㈹中世 ゴチ ック式建築の様式美を準用 し

たもの

(iv)イタリア ・ルネッサンス式建築の様式

美 を準用 したもの

(v)近代主義建築の様式美 を準用 したもの

産業革命以降の新材料(鉄 鋼等),新 構

造による建築で,人 間性から最 も遠い

と思われる。

(vi)反近代主義建築の様式美を準用 したもの
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② 未来工学型,SF型 モチーフによるもの

③ メル ヘ ン 型,

フ に よ る もの

ア ニ メー シ ョン 型 モ チ ー

④ 日本古来建築の様式美を準用 した もの

(i)神社建築の様式美 を準用 したもの

(ii)和風建築の様式美 を準用 したもの

(3)複 数の発電所デザインモデルからの最終

案決定のための社内手順(提 案)

複数の発電所デザインモデルを作成 したの

ちは,次 に示す ように,「社内大衆討議」に付

して各職種 ・年令層の意見 ・反応 を把握 した

のち,外 部専門家(地 方公共団体の当局者等)

への打診結果等をも参酌 して,企 業 としての

最終案 を決定す るという社 内手順 を提案 した

い 。

〔1〕複数の発電所デザインモデルを作成す

る。

〔2〕社内アンケー トを実施 して,世代別,性

別,職 位別等の意見 ・反応を把握する。

〔3〕外部専門家(地 方公共団体の当局者,

学者,デ ザイナー専門家等)の 意見を,

企業 としての意志決定前に把握す る。

〔4〕企業内における意志決定一発電所デザ

イン最終案 を決定する。

なお,こ のような社 内手順(複 数モデル作

成 社内大衆討議による決定)を 踏んで,

企業 として意志決定 した 「発電所デザインモ

デル」に対する 「公式の地元住民の意見の把

握」は,昭 和52年7月 通商産業省省議決定に

〔1〕建築物
のデザ イン

原理

〔II〕色彩

〔III]明度

〔IV〕形 状

(そ の1)

(線)

〔IV〕形 状

(そ の2)

(形)

① ユ ニ テ ィ(統 一,統 調)

② レペ テ ィ シ ョン(繰 返 し,反 復)

③ グ ラデ ー シ ョン(漸 層,段 階)

④ シ ン メ トリー(対 称,相 称,均 整)

⑤ バ ラ ンス(釣 合 い,均 衡 平 衡)

⑥ ハー モニー(調 和)と コン トラス ト(対比)

⑦ プロポー シ ョン(比 例,比 率,割 合)

(i)暖 色 系:拡 大(膨 張),浮 上 り(上 昇)

(ii)寒 色 系:縮 小(収 縮),沈 み 込 み,押

え込 み(安 定)

(A)明 る い:対 魚 的,目 立 っ

(B)暗 い 二控 え 目

(C)申 問:一 体 感,無 差 別 感,目 立 たな く

す る

①直線
②曲線
③直角
④鋭角
⑤鈍角

(i)正 方 形:

(ii)長 方 形

(iii)台形

(iv)楕 円形:

(v)円 形:

(vi)不 規 則 図 形

規則的,機 械的(工 業的),緊 張
不規則,自 然的,ゆ らぎ

規則的
鋭利(危 険),い そぎ

鈍重(落 着 き),ゆ っ くり

中立性,規 則性
:安 定性,規 則性

:安 定性

ゆ らぎ,安 定性

完全性
ゆ らぎ,自 然性

αV〕形状 ㈹ 平面:機 械加工 による人工的表面であ

(そ の3) る

(面) (B)規則的曲面:規 則性の中に,や わ らか
さ,し なや か さ を感 じ るこ とが で きる

(C)不規 則 曲 面:や わ らか さ,し なや か さ

を感 じることができる

αV〕形状 ①立方体
(そ の4) ②直方体
(立体) ③球

④円錐
⑤角錐
⑥円筒
⑦角柱

〔V〕建 屋 コ (i)直 角:工 学的製作の ままでは危険で
一 ナ ～ あ り,人 への配慮が欠如 して いる

工学的製作 のあと,怪 我

(ii)面 取 り を防 ぐた め,コ ー ナ ー面

(iii)丸 み付 け 取 りを行 うこ とは,機 械
工学の基本 である

〔VI〕外 装 (A)外装材の選択

(B)色彩 の選択

(C)形状 の選択

〔VII〕植 栽 土 ①植栽
盛 ②土盛

③遮へい

図4建 築美の表現手法の基本(試 論)
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基づ く 「環境影響調査書の地元住 民へ の公

開 ・周知Jの 過程で,文 書又は口頭によりな

され る。そして,把 握 された意見は,当 該発

電所が電源開発調整審議会の議 を経て,国 の

電源開発に組入れられたのちに作成 され る

「修正環境影響調査書」において反映される

ことになっている。

§8.建 築美の表現手法(ど うすれば,何 を

表現できるのか)の 基本(試 論)

① 発電所建築物の形状 ・構造

発電所 の建築物には,

(i)火力発電所の場合

ボイラー建屋,タ ー ビン建屋,補 助建屋

(制御室等),煙 道 ・公害防止設備,煙 突,

取放水ロ,貯 炭場,港 湾施設等

(ii)原子力発電所の場合

原子炉建屋,タ ービン建屋,補 助建屋(制

御室等),廃 棄物処理建屋,格 納容器,排

気筒,取 放水口,廃 棄物貯蔵設備等

等があ り,内 部に収容する設備,施 設の種

類によって,形 状 ・構造の基本的部分は決

って くるか ら,発 電所デザインにおけ る工

夫の余地は余 り大 きくはない。従 って,細

部の工夫 と色彩デザインが中心 となる。

② 発電所建築物で採用できる 「建築美の表

現手法の基本」は,図4に 示すように整理

できるのではなかろうか。即ち,建 築美の

表現手法は,建 築物のデザ イン原理,色 彩,

明度,形 状(線,形,面,立 体),建 屋 コー

ナー,外 装,植 栽土盛等に区分 して整理す

ると,従来か らの美術理論 をベースにして,

建築美の表現手法 をより分 り易 く体系付け

ることができると考えられる。

§9.発 電所建築物における主体的表現

(何を表現 したらよいか)の 基本(試 論)

発電所建築物における主体的表現(何 を表

現 したらよいか)の 基本については,図5に

示すように,

〔1〕技術の実体に関する項 目

〔H〕企業理念,存 立基盤に関する項 目

〔III〕地域共生に関する項 目

〔W〕技術自体の洗練 ・高度化に関する項 目

の計4分 野に整理できると考えられる。

発電所デザインの複数モデルを作成す るに

当たってのモチーフ及びデザインコンセプ ト

の選択が容易にできるよう,内 容 を充実 させ

る必要がある。

§10.地 域共生型発電所デザイン作業の流れ

と,最 終案の決定

〔1〕
技術 の実体に

関する項 目

〔II〕
企業理念,存
立基盤 に関す

る項 目

〔III〕
地域共生に関

す る項 目

〔IV〕

技術 自体の洗
練 ・高度化に

関する項 目

①有用性,機 能性

②安全性,災 害の防止
③環境保全性,公 害の防止

④省 資源,省 エネルギー の原則
⑤廃棄物処理可能性の原則

⑥ 技術的合理性,統 一性,整 合性

(i)崇高性,尊 厳性(企 業の存在 に関
す る主張)

㈹社会的有用性,社 会 的貢献性
㈹親和性,親 近性

㈹地域住民へ の思 いや り,や さ しさ
(v)地球環境適合性(痛 め ない,傷 付

けない,壊 さない)
(vi)供給信頼性,一 貫性,継 続性

㈱ 強靱性,弾 力性
㈹未来性,革 新性

㈲地域産業 との共生
(B)地域住昆 との共生

(C)環境保全,公 害の防止
(D)安全性の確保,災 害の防止

(E)廃棄物処理 可能1生(工 学的完結性
の証明)

①機能 ・性能の高度発揮(ス ーパー
ハ イテク性)

②人間 との対立の止揚
③ 人間への究極の奉仕性

図5発 電所建築物おける主体的

表現の基本(試 論)
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地域共生型発電所の実現

地域住民との共生 地域産業との共生

＼ ↓

地域環境に調和し

た発電所デザイン
RR施 設 の充実

観光資源となる

発電所デザイン

＼

i
↓ ↓

地域住民か らの

要求事項

地域産業との共生

に係る要求事項

観光する者からの

要求事項

ネガティブ対応策

ポジティブ対応策

ネガティブ対応策

ポジティブ対応策

ネガティブ対応策

ポジティブ対応策

＼/ / / ↓(注2)(注v

複数解 単一解 複数解 単 一解 複数解 単一 解

/ v

11企 難 念・蝶 規範 蝶 醐 方鋳
1 11 1

＼ 8

自
然
条
件

一

社
会
条
件

地
域
特
性
の
適
合

＼ ＼/

地域環境調和型
発電所デザイン 綜合化

地域景観創造型
発電所デザイン

〉 《

＼

発電所デザインモデルに
対する社内意見等の把握

/

地域共生型発電所デザイン

(注1)単 一解:ネ ガティブな要因に対す る対応策は,禁 忌事項 として,す べて対応 した単一のデザインモデルをい う。

(注2)複 数解:ポ ジティブな対応策は,企 業の選択性に基づいて対応 しうるもの として得 られ る複数のデザインモデル

をいう。

図6地 域共生型発電所デザイン作業の流れ説明図

§7～ §9にかけて述べた地域共生型発電所

デザイン作業の流れを,フ ロー図として示 し

たのが,図6「 地域共生型発電所デザイン作

業の流れ説明図」である。但 し,図 としての表

現の都合 によ り,や や正味の時間的な流れと

は異なる部分 もあることをお許 し頂きたい。

地域共生型発電所デザイン作業の流れの要

点 を記述す ると,以 下の とお り。

〔1〕地域特性の調査

発電所立地地点の自然条件(地 形,地 質,

景観,植 生,水 文等)及 び社会条件(土 地利

用状況,市 街化状況,交 通輸送事情,人 口分

布等)の 地域特性の調査を行 う。

〔II〕地域共生型発電所デザイン要求事項の摘

出

「観光資源 となる発電所デザイン」に関 し
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ては,「観光する者か らの要求事項」及び「地域

産業 との共生に係 る要求事項」の摘出を行 う。

また,「 地域環境に調和 した発電所デザイ

ン」に関しては,「地域住民からの要求事項」

の摘出を行 う。

それぞれに摘出した事項は,「ネガティブな

要因に対する対応策」 と 「ポジティブな対応

策」に対比 して,整 理 を行 う。

〔III〕「地域景観創造型発電所デザイン」モデ

ル及び「地域環境調査型発電所デザイン」

モデルの作成 と,綜 合化

①地域産業 との共生 の実現の見地か らの

「観光資源 とな りうるための発電所デザイ

ン」には,「観光資源 となりうる快美性,快 適

性の表現」が求め られる。「観光す る者か らの

要求事項」及び 「地域産業 との共生に係る要

求事項」を充 しうるデザ インを,「企業理念,

企業規範,企 業活動方針等」に照して形成し,

双方の個別デザインを発電所全体についてま

とめたものが 「地域景観創造型発電所デザイ

ン」モデルである。

②一方,地 域住民との共生の見地か らの「地

域環境 に調和 した発電所デザイン」には,「地

域住民と共生可能な建築美の表現」が求めら

れる。「地域住民からの要求事項」を充 しうる

デザインを,「企業理念,企 業規範,企 業活動

方針等」に照 して形成 し,発 電所全体につい

てまとめたものが 「地域環境調和型発電所デ

ザ イン」モデルである。

③ 「地域景観創造型発電所デザイン」と「地

域環境調和型発電所デザイン」の綜合化

双方のデザインは,そ の 目的とするところ

が異なっているか ら,必 然的に内容 も異なっ

ている。対外的に発電所デザインモデルとし

て示す ものは双方の目的を同時に充す もので

なければ地域共生型発電所を実現するものと

はな りえない。

このことから,双 方のデザインの「綜合化」

は不可欠である。実際には,こ のようにして

「綜合化」 された発電所デザインモデル を複

数案作成す ることとなる。

〔IV〕発電所デザインモデルに対する社内意見

等の把握 と,こ れを踏えた最終案の決定

〔III)で作成された「発電所デザインモデル」

複数案の中から,事 業者 として最終案を決定

しなければならない。最終案 として決定 され

たものが,真 に地域共生型発電所の実際に貢

献 して くれることを保証するためには,事 前

に①社内アンケー トの実施,⑪ 地域住民への

参考アンケー トの実施,⑪ 専門家の意見聴取

等により幅広 く各デザインモデルに対す る反

応意見を把握 しておき,こ れらの結果 を参酌

して企業 としての最終案を決定する。

事前の各デザインモデルに対する各方面の

反応意見 を把握 してお くことは,以 降の段階

における環境影響調査書の公開 ・周知 と 「地

域住民の意見把握」において,極 めて有意義

な示唆 を与えるもの と思われる。

§11.む すび一 求め られる地域共生型電

気事業の創成

(1)「 地域共生型発電所」の概念形成プロセス

電気事業における 「地域共生」への取組み

は,昭 和60年 代からの 「地域振興型立地の時

代」に部分的に始 まっていた。各電力会社の

地域貢献活動やCI活 動等における 「地域共

生」への取 り組み動向から,「地域共生型発電

所」の概念が形成 されていった過程 を分析す

ると,図7「 地域共生型発電所の概念形成プ

ロセス」に示すように,電 力会社の経営理念,
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【経 営理念 】

〈地域づ くりへの貢献〉

【経営指針】 【行動計画】 【発 電所 の コンセ プ ト】

今 地 域 の 活 性 化 }

/、

地域への貢献,寄与
＼.ノ

} 地域づ くりへ の参画 幽 憎

今
コ ミュニティ,人 間性 を

重 視 し た 地 域 づ く り

}

〈地域と企業の関係〉

今

今

信 頼 関係 の確 立 一

経営資源 の活用 → 地域共生型発電所

〆 ＼

地域 と企業の共生 …

→

今

k

地域 との一体 的発展 }

ノ

〈企業のあり方〉

＼

事業展開,多 角化 一

→ 企業 のイ メー ジア ップ 」

'

総合エネル ギー産業 一

＼

→

今

ノ

消費者重視の指向 …

図7地 域共生型発電所の概念形成プロセス

経営方針及び行動計画 という3つ の観点から

整理解釈す ることができる。このような概念

形成のプ ロセスは,電 源立地対策の変更充実

の必要性か ら,個 々の地点の立地経験の積重

ねの結果による質的転換 としてもたちされた

ものである。電源立地対策の変換であ りなが

ら,電 気事業全体の変革を迫 る本質的意義 を

見落 してはなちないと思 う。

平成4年 以降の 「地域共生型発電所立地の

時代」の幕明けは,21世 紀社会 における総合

エネルギー産業 としての位置を確保できるた

めの変革の始まりを示す ものである。

(2)「 地域共生型発電所デザイン」の本質

「地域共生型発電所デザ イン」はベ ク トル

(目的の方向)の 異なる2つ のデザイン,即

ち 「地域景観創造型発電所デザイン」 と 「地

域環境調和型発電所デザイン」 を綜合化 した

もの として得 られる。前者の本質は 「観光資

源 とな りうる快美性,快 適性 を表現 した発電

所デザイン」であ り,後 者の本質は 「地域住

民 と共生可能な建築美を表現 した発電所デザ

イン」であった。

これちベク トルの異なるデザインを具体化

するには,

① どうすれば,何 を表現できるか(表現手法)

②(発 電所の姿 として)何 を表現すれば よ

いか(表 現 目的)

を明確に会得 し,認 識 してお く必要がある。

(3)電 源立地担当者に期待 され るもの

電気事業における電源立地業務の重要性は
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更に高まって来てお り,そ の正当な評価 とあ

わせ,人 材の育成確保が大 きな課題であると

推察される。何故なら,電 源立地担当者には

極めて幅広い知見 と,企 業哲学の領域におけ

る思考 と実践が求められるからである。

今後の電源立地担当者(特 に発電所デザイ

ンの原案作成担当者)に 期待 される事項を整

理すると,次 のとお り。

① 電源立地対策の歴史に関する認識の啓培

自社の各電源分野ごとの立地対策の変遷だ

けではな く,他 社の電源立地対策の状況につ

いても情報交換等により十分精通 してお くこ

とが求められ る。知見の乏しい人は,自 ら歴

史を作 ることはできない。

② 「発電所デザイン学」に関する基本的知

見の獲得

建築デザイン理論や,建 築美論の歴史を学

ぶことは勿論のこと,古 代建築の遺跡や絵画

等 を広 く見聞してお くことが求められる。

現在の発電所デザインの貧困性は,わ が国

の建築学における教育の貧困によるものと考

えられる。即 ち,① どうすれば,何 を表現で

きのか(表 現手法),⑥(発 電所の姿 として)

何 を表現すればよいか(表 現 目的)に ついて

明確に会得 し,認 識できる人材 を育成す る必

要がある。

③ 電気事業としての企業理念,企 業規範,

Cl活 動方針等の具体化 と実践

この領域は,エ ンジニアの知見,思 考に係

るレベルではないが,電 源立地業務が企業を

代表す る業務 であるところ,職 位 は下位の者

であっても企業 トップ としての意識 と使命感

をもって発電所デザインを構築 していかなけ

ればならない。

④ 新 しい電気事業像謹地域共生型電気事業

の創成

立地担当者が意識をもつか否かに関係 な

く,「地域共生型電源立地」を展開 してい くこ

とは,企 業理念,企 業規範に変革 をもたらし,

21世 紀社会に適合するための 「地域共生型電

気事業への変革」をもたらすこととなる。

従来の産業資本,公 益事業 としての強靱性

と力強さを持続できるかどうかは,現 時点で

は不確かであ り,む しろ企業全体の傾向 とし

ては逆に雄々 しさを失い弱体化す ることが危

惧 される。

しか しながら,新 しい地域共生型電気事業

は,歴 史の必然 として環境適合化の過程で生

れて来たものであるので,そ の本質 を十分捉

えていけば,着 実な変革 として達成可能 と思

われる。立地担当者の使命は,実 に大きいの

である。

なお,本 稿 では働電力中央研究所が通商産

業省より受託 して作成した 「電源開発環境調

和促進調査」平成6年 度報告書から図 ・表 を

一部引用 させ て頂いた。また,同 研究所経済

社会研究所 山本公夫主任研究員からは専門

家の立場か ら多 くの助言 を頂 いた ことに対

し,感 謝の意を表する次第である。

〔参考 文 献〕

1)建 築 デザ インの原 典(小 林 盛太 著,彰 国社

刊1992年2月)

2)西 洋建 築 史概 説(森 田慶一 著,彰 国社 刊,

1994年9月)

3)建 築 美論 の 歩み(井 上 充夫 著,鹿 島出版会

刊,1991年4月)

4)文 明の研 究(村 山節著,光 村推 古書 院刊,

昭和59年7月)

5)電 源 開発 環境 調和 促進 調査 平成6年 度報 告

書(㈲ 電 力 中央研 究所,平 成7年3月)

6)「 排 除型 立地 か ら地域起 し型立 地へ,求 め ら

れ る電 源 立 地 対 策 技術 に お け る発 想 の 転

換」(エ ネ テ ク ドリー ム21(そ の5),与 志

耶劫 紀,1993年7月)
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研究所の うごき
(平成8年1月1日 ～4月1日)

◇ 第1回 評議員会

H時:3月7日(木)12:00～13:30

場 所:経 団連会館(9階)906号 室

議 題:

第一号議案 理事および監事の選任につい

て

第二号議案 平成8年 度事業計画および収

支予算(案)について

第三号議案 平成6年 度事業報告および収

支決算について

第四号議案 平成7年 度事業計画および収

支予算について

◇ 第44回 理事会

日 時 二3月25日(月)12:00～ ユ3:ユ5

場 所:キ ャッスルAル ーム

議 題:

第一号議案 平成8年 度事業計画および収

支予算(案)について

第二号議案 平成8年 度運営費の借入につ

いて

第三号議案 理事4役 の互選について

第四号議案 顧問の委嘱について

第五号議案 事務局長の委嘱について

第六号議案 退任常勤役員に対する慰労金

の贈呈について

◇ 月例研究会

第132回 月例研 究会

日 時:1月26日(金)14:00～!6:00

場 所:航 空会館6階 中 ホール

議 題:

1.新 電気 料 金制 度下 に おけ る電気料 金 の改

定 に つ いて

(通商産 業省 資源 エ ネル ギー庁 業務 課

業務 班 長 及 川 洋氏)

2.改 正 電気事 業 法 にお け る保安 規 制 につ い

て

(通商産業省 資源エネルギー庁 技術課

技術班長 金子知裕氏)

第133回 月例研 究会

日 時:2月23日(金)14:00～16:00

場 所:航 空会 館6階 申ホー ル

議 題:

1.気 候 変動 に関 す る政 府 間パ ネ ル(IPCC)

の 第2次 報告 概要

(主任 研 究員 兼部長 補佐 蓮 池 宏)

2.エ ネル ギー ・環境 モデル の現状 と展 望

(主任 研 究員 黒 沢厚 志)

第134回 月例 研 究会

日 日寺:3月29日(金)14:00～16:00

場 所:航 空会 館6階 中ホー ル

議 題:

1。 気候 変動 枠組 条約 第3回 締 約 国会議

(COP3)へ 向 けて

(通商 産 業省 産業 立地 局 地球 環境 対策

室長 内 山俊 一 氏)

2.環 境 技術 開 発 の動 向 と将来 展望

(新エネ ルギー ・産業 技術 総合 開発機 構 環

境技 術 開発室 長 山岸 喜一 郎 氏)

◇ 主なできごと

1月12日(金)・ 第3回 高温 ガ ス炉 プ ラ ン ト研究

委員 会

23日(火)・ 第1回 エネ ルX'一一需給 構造 に 関

す る検 討 委員 会

30日(火)・ 第5回 国際 的 な視 点 に立 った将

来 型軽水 炉 の設計 の あ り方 に 関

す る調査 委員 会

2月2日(金)・ 第3回 地 層処 分研 究委 員会

5日(月)・ 第2回 負荷集 中制御 専 門委 員会

8日(木)・ 第3回 地球 環 境か ら見 た総合 的

化石 燃料 サ イ クル分析 評価 手法

の調査 委 貝会

9日(金)・ 第3回 地 球環 境対 策技術 調 査研

究委 員会

13日(火)・ABB-CE社 講 演会

19日(月)・ 第2回 高 度脱 灰火 力技術 に関す

る調査 委 員会

・第2回 油 焚 き中小 規模 の ボ イラ

使用 状況 実 態調査 委貝会
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2月19日(月)

23日(金)

26H(月)

29日(木)

3月1日(金)

4日(月)

ρ

5日(火)

7日(木)

8日(金)

12日(火)

12日(火)

13日(水)

14日(木)

15日(金)

・第3回 石油活用型スーパーごみ

発電システムの普及促進に係わ

るモデル調査委員会
・第2回WE-NET全 体システム

概念設計一安全対策 ・評価技術

委員会
・第2回 燃料電池システム調査委

員会
・第3圓 原子炉安全数値解析高度

化委員会
・第5回 低質燃料利用高効率発電

技術調査委貝会
・第3回 負荷集中制御専門委員会

・第5回 原子炉総合数値解析シス

テム実用化検討委員会
・第6回 国際的な視点に立った将

来型軽水炉の設計のあり方に関

する調査=委貝会
・第2回 自動車用CGTの 社会適

合性調査委員会
・EPRの 開発に関する講演会

・第3回 実用発電用原子炉廃炉技

術調査委員会
・第3回 長期電力需要要因分析委

員会
・第3回 油焚き中小規模のボイラ

使用状況実態調査委貝会
・第4回 油焚き申小規模のボイラ

使用状況実態調査委員会
・第3回 メタノール利用発電技術

総合評価調査委員会
・第5回 高速増殖炉利用システム

開発調査検討委員会
・第3回WE-NET革 新的 ・先導

的技術に関する調査 ・研究委員

会
・第2回WE-NET総 合評価 と開

発計画のための調査 ・研究委員

会
・第3回 分散型電源動向分析調査

委員会
・第6回 低質燃料利用高効率発電

技術調査委員会
・第3回DSM技 術検討委員会

・第3回 高度脱灰火力技術に関す

る調査委員会

18日(月)

19日(火)

21日(木)

22B(金)

25日(月)

26日(火)

27日(水)

・第6回 原子炉総合数値解析シス

テム実用化検討委員会
・第2回 非在来型天然ガス基礎調

査委員会
・第4回 地球環境から見た総合的

化石燃料サイクル分析評価手法

の調査委貝会

・第5回TRU廃 棄物中深地層処

分シナリオ調査検討委員会
・第2回 最適 トー一一タルシステム検

討委員会
・第3癒 石炭灰有効利用拡大技術

調査委員会
・第3回 発電用新型炉プルトニウ

ム利用方策開発調査委員会
・第3回 含酸素軽油の開発可能性

に関する調査委貝会

◇ 人事異動

Ol月1日 付

(採用)

吉江照一 プロジェクト試験研究部副主席

研究員

03月31日 付

(退任)

山本 寛(理 事長兼所長)

松沢忠弘(プ ロジェクト試験研究部 副主

席研究員,出 向解除)

森信一郎(プ ロジェクト試験研究部 主管

研究員,出 向解除)

加藤吉伸(プ ロジェクト試験研究部 主管

研究員,出 向解除)

04月1日 付

(新任)

秋山 守 理事長兼所長

吉澤 均 専務理事(再 任)

相馬昭典 常務理事兼事務局長(再 任)

山本 寛 顧問(任 期は平成8年4月1日

より2年 間)

(採用)

桐村泰彦

松沢忠弘

プ ロ ジェ ク ト試験研 究部

主管研 究 員

プ ロ ジェ ク ト試験研 究部

専 門役(平 成9年3月31日 迄)
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(昇任)

吉江照一 プロジェクト試験研究部

副主席研究貝

プロジェクト試験研究部

部長(主 として地球環境に関す

る業務を担当)

(異動)

蛭沢重信(プ ロジェクト試験研究部部長補

佐兼企画部部長補佐 主管研究

員)

企画部部長補佐兼務を解除

蓮池 宏(プ ロジェクト試験研究部部長補

佐 主任研究貝)

企画部部長補佐を兼任

團
幽

翻
内案事繭

丁そ
國

翻
團

第14回 エネルギー総合工学シンポジウム

㊧テーマ=「 拓 け るか 原 子 力 の 未 来 像 」

《基 調 講 演》 「IPCC第2次 報告書 と各国の地球温暖化防止対策の動向」

東京農工大学 教授 柏木 孝夫 氏

《特 別 講 演》 「私の中のエネルギー問題と原子力テクノロジーへの期待」(仮題)

大正大学 講師 隈部まち子 氏

《特 別 講 演》 「原子力の現在 ・過去 ・未来」(仮 題)

東京大学名誉教授 当研究所前理事長 山本 寛 氏

《特 別 講 演》 「社会変化 と原子力テクノロジー」(仮 題)

東京大学 教授 班 目 春樹 氏

《パネル討論》 「原子力に未来はあるのか

～原子力テクノロジーの新 しい未来像 を探 る～」

座長:東 京大学 教授 鈴木 篤之 氏

⑳ 日 時:平 成8年7月15日(月)10:00～17:00

㊥会 場:東 商 ホール 東京商工会議所 ビル4階

千代 田区丸の内3-2-2

④参加費 二無料

⑬問合先:(財)エ ネルギー総合工学研究所 企画部

電話:03-3508-8894

(なお,プ ログラムは若干変 る可能性があ ります。)
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ほりかっぷ発電所『泊ウイン ドヒルズ』lAE女 性研究員取材テーム……80

【研究所のうごき】

【編 集 そ麦言己】
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特集:第13回 エネルギー総合工学シンポジウム

ー「電力市場の 自由化 と新規参入の課題」一

平成7年7月18日(火)於 東商ホール(東 京商工会議所4階)

総合司会 プロジェクト試験研究部 部長 片 山 優久雄

開会挨拶

来賓挨拶

【基調講演】

【特別講演】

【基調報告1】

【基調報告2】

【特別講演】

理事長 山 本

通商産業省 資源エネルギー庁 長宮官房審議宮 並 木

「わが国の電力市場自由化の方向」

さ

東京大学 経済学部 教授 植 草

「エネルギー問題 と私諺

TBSア ナウンサー

TBSラ ジオ"す すめエナジー探検隊"副 隊長 進 藤

「米国における民間発電事業の例誘

三菱商事㈱ 電力事業開発室長

米国ダイヤモンド・エナジー社 会長 井 上

「自家発による市場の 自由化への対応の方向」

大ロ自家発電施設者懇話会 理事長 中 谷

「電力市場 自由化の与 える影響」

一橋大学 商学部 教授

寛 … …1

徹 … …2

益 … …4

晶 子 … …14

雅 晴 … …21

道 彦 … …29

粟 原 史 郎 … …41

【パネルディスカッション】

テーマ:「 電力市場の 自由化 と新規参入の課題」52

〈司 会〉 栗 原 史 郎(一 橋大学 商学部 教授)

〈パネ リス ト〉 伊 藤 春 野(東 京ガス㈱ 取締役 総合企画部長)

井 上 雅 晴(三 菱商事㈱ 電力事業開発室長

米国ダイヤモンド・エナジー社 会長)

坂 田 翼(東 京電力㈱ 取締役 営業部担任)

中 谷 道 彦(大 口自家発電施設者懇話会 理事長)

宮 間 宣 幸(㈹ 日本鉄鋼連盟 原料部長)

総括 とりまとめ ・閉会挨拶 専務理事 吉 澤 均……80

【研究所のうごき】

【編 集 そ変言己】
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【巻頭言1

【理事長対談】

【寄稿】

【寄欄

エネルギー競争市場におけるR&D

関西電力㈱ 取締役副社長 北 田 幹

規制緩和 とこれからのエネルギー産業

通商産業省 資源エネルギー庁 長官官房審議官 並 木

㈱エネルギー総合工学研究所 理事長 山 本

世界エネルギー会議東京大会を振 り返 って

エネルギーと人類の将来を皆が考へた6N間 一

㈱世界エネルギー会議東京大会組織委員会 專務理事事務局長 横 堀 恵

夫 … …1

2

徹

寛

一 ・・。・-16

ヨ ー 窺 ッパ 諸 国 に お け る高 レベ ル 放 射 性 廃 棄 物 処 分 プ ロ グ ラム の 現 況

コレンコ・パワー ・コンサルティング社(ス イス)

シニア・プ ロジェ クト・マネジャー カ ー ラ マ ン ツ ナ ボ イル

抄訳 主管研究員兼企画部長補佐 蛭 沢 重 信 … …27

【調査研究報告】都市エネルギーセンター型燃料電池の導入調査

最適導入容量の検討

主任研究員 高

【海外出張報告】 ロシアにおけるメタンハイ ドレー トの研究開発状況

主管研究貝 寺

【海外出張報告】米国におけるTRU廃 棄物の処分場について

一WlPPの 概況

【海外出張報告】スタンフォー ド大学滞在記

【訪問記】

【随想】

北陸電力㈱ 『ア リス館志賀』

エ ネ テ ク ド リー ム21(そ の12)

瀬 哲 … …49

崎 太 二 郎 … …62

専門役 和 達 嘉 樹

主任研究員 土 田 達……75

主任研究員 黒 沢 厚 志……84

IAE女 性 研 究 員 取 材 チ ー ム … …92

「出 力50万kW突 破(1996年3月)
,t'そ れ か らの 地 熱 発 電"G

与 志 耶 劫

【研究所のうごき】

茅己 ・・・…98

【編 集 そ愛言己】

117

119

◇ ◇

〔訂正 の お知 らせ 〕

Vol.18,No.4,「 世 界 エ ネル ギー会 議 東京大 会 を振 り返 って』の 中のP.17,右 段 下 か ら12行 目の"ブ

エ ノス ・ア イレス"は,"リ オ デ ジャネ イ ロ"の 誤 りで した。 お詫 び して訂正 いた します 。
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編集後記

巻頭轡は,久 々に通商産業省工業技術院の

平石 次郎院長か ら寄稿頂 いた。 「聡 明な研 究

者」育成の条件 として 「流動性Jと 「余裕」

の重要性 を指摘 されてい るが,長 年研究 に携

わってこられた人にしていえる重みのあるご

指摘 を頂 いた。

座談会は,昨 年末作成 された「IPCC第2次

評価報告書」の,主 に第2作 業部会(気候変動

に関す る科学 ・技術評価)に 関係 された 日本代

表の方 々に集 まって頂 き,同 作業に まつ わる

苦労話等 を語 っていただいた。余談ではある

が,今 回ご出席の各位(塚本 弘氏,石谷久教授,

柏木孝夫教授)は,本 分野のオ ピニ オンリー ダ

的な方々であ り,か つ又年度末の超 多忙時期

と重なって,ス ケジュール を合 わせ るのが大

変圏難であったが,そ の様な時期 にも係 わ ら

ず都合 をつけて座談会開催に忘 じて頂いた。

エネルギー政策上 の紹介記事 としては,2

編掲載 した。1編 は,APEC(ア ジア太平洋経

済協力)大 阪会議 におけ るエネ ルギー分野 の

要点 と我が国の提案紹介 を,通 産省行政当局

において実務面 を担当された由城宗久氏か ら

寄稿頂 いた。他の1編 は,ア ジア太平洋地域

のエネルギー事情 と我が国の戦略 とい う観 点

で,COP(気 候変動枠組み条約締約国会議)の

動向 も踏まえ,日 本 のエネルギー と環境問題

の啓蒙者的活躍 をされている新 田義孝氏 より

寄稿頂いた。 なお,同2編 とも,去 る12月 の

当研究所 の月例研究会 にて講演頂 いたもので

あ るが,本 号編集趣 旨とも照 らし合 わせ,両

氏に文章化の ご無理 を串し上げ 映諾頂 いたも

のである。

エネテク ドリー ムは,過 去の電源立地対策

における発電所 デザ インの位置づけ,変 遷,

法整備化 の流れ等 を時系 列的 に紹介 しなが

ら,今 後の 「地域共生型発電所で何 を表現す

るか」 という設題 に対 し独N性 あふれた提案

がなされてい る。本件に関す る著者の長年抱

いていた思いの一端が整理披露 された面 もあ

ろうか と思われ る。関係者においては大変興

味 を持 って読んでいただけるもの と考 える。

当所研究報告は,低 質燃料利用高効率発電

の海外状 況 を高瀬哲主任 研究員 が報告 した

が,燃 料 多様化の～環 としての利用検討 に参

考に して頂ければ と考 える。

その他,本 号は4月 号で もあ ワ,慣 例 によ

り当所の事業計画,行 事案内および昨年度版

通巻 冒次を掲載 した。

「研究所の うごき」で掲載 しているとお り
,

3月31日 付けで山本寛理事長が退任され,

4月1Hか ら秋山守理事が新理事長に就任 さ

れ た。

なお山本前理事長は,4月 以降 も当研究所

「顧問」 として大所高所か らご助言 ご指導を

いただ くこ ととなった。

新 旧理事長の挨拶文 は,次 号 で掲載す るこ

ととしたい。

季報編集責任者 小川紀一郎 記
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